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概要 

未開拓周波数領域である 1～3 THz の利用促進のため、室温動作かつ小型なテラヘルツ(THz)波光源である非線形量子カ

スケードレーザー(THz NL-QCL)と、高速 THz 検出器である MEMS ボロメータの性能向上により、小型分光センシン

グシステムを実現するための研究開発を実施した。THz NL-QCL は外部共振器型とすることで 1.2～4.5 THz の範囲を

変化させることができ、分光計測用の光源として飛躍的に性能が向上した。一方、検出器として MEMS ボロメータは感

度 10 倍向上を達成することができた。

Abstract 
To promote the use of the unexplored frequency range of 1- 3 THz, we have conducted research and development to 
realize a compact spectroscopic sensing system by improving the performance of nonlinear quantum cascade laser 
(THz NL-QCL), a compact terahertz wave light source that operates at room temperature, and a MEMS bolometer, 
a fast response terahertz detector. The THz NL-QCL is tunable from 1.2 to 4.5 THz by using an external resonator, 
and its performance has been dramatically improved as a light source for spectroscopic measurements. On the other 
hand, a MEMS bolometer as a detector has achieved a 10-fold improvement in sensitivity. 

１．まえがき
テラヘルツ(THz)波帯、特に 1～3 THz の帯域は、その

周波数の高さから、大容量高速無線通信だけでなく、水蒸

気に対する高感度な検出、材料固有の吸収スペクトルを利

用した物質特定など、他の周波数帯にはない特長を有して

おり、超高速無線通信、センシングなどへの活用が期待さ

れている。今後、この未開拓周波数領域を積極的に利用し

た技術の社会実装が期待されるが、そのためには光源と検

出器の技術進展が欠かせない。 

そのような背景もあり、THz 光源として THz 非線形量

子カスケードレーザー(THz NL-QCL)が開発された[1]。
THz NL-QCL は室温動作が可能であり図 1 に示すように

非常にコンパクトサイズであること、図 2 に示すように 1
～3 THz の周波数領域を含む超広帯域の THz 波を簡単に

放射することができるという特長を有する[2]。分光セン

シングなどにおける実用性という点では、単一周波数の周

波数をチューニングできることも重要である。そこで、放

射周波数を可変できる外部共振器型 THz NL-QCL の開発

を進めてきた。 

一方、検出器については、現状存在する 1～3 THz 帯域

の非冷却 THz 検出器（ゴーレイセル検出器、パイロ検出

器など）はいずれも熱型検出器であるため、応答速度が数

～10 Hz と非常に遅いという大きな問題がある。そこで、

次世代高速 THz 検出器として期待されている MEMS ボ

ロメータ[3]に注目し、その性能向上にも取り組んだ。

図 1 THz NL-QCL の外観写真(参考文献[2]より) 
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図 2 THz NL-QCL の放射スペクトル(参考文献[2]より) 

 

２．研究内容及び成果 
THz NL-QCL は 2 波長発振中赤外 QCL(量子カスケー

ドレーザー)内部での差周波発生により、THz 波が得られ

る。このとき、シングルモードとマルチモードの間の差周

波発生を利用すると図2のような超広帯域THz波となる。

この超広帯域 THz 波と周波数バンドパスフィルタにより

分光計測が可能となり、これまでに分光イメージングなど

を実証してきた。周波数較正が不要というメリットがある

一方で、その周波数分解能はバンドパスフィルタ(BPF)に
よって決まるため、その透過帯域が 0.4 THz 程度である

ことを考慮すると、周波数分解能は高いとは言えない。ま

た、必要な周波数の数だけ BPF が必要となる問題もある。

したがって分光センシングシステムを目指すにあたり、

BPF の周波数帯域よりも狭い線幅の単一周波数で、さら

にその周波数の可変性に取り組む必要があった。 
そこで、2 つの中赤外光をいずれもシングルモードとし

た差周波発生により、一方の中赤外光の周波数を調整可能

な外部共振型 THz NL-QCL を開発した(図 3)[4]。これに

より、図 4 に示すように 1.2～4.5 THz の広帯域な範囲で

チューニングできることを確認している。その線幅は 0.1 
THz 以下であることを確認した。そしてこの周波数可変

光源の利用可能性を検討するため、医薬材料の製造工程に

おける検査用途を想定した分光イメージングを実施した

[2]。 
高血圧、狭心症の治療薬として用いられるニフェジピン

は、結晶状態において THz 波帯に吸収ピークを有する。

図 5(a)にニフェジピンの THz 波時間領域分光法によって

取得した吸収係数を示す。図 5(a)に示すように 2.2 THz に

高い吸収ピークを有している一方 1.7 THz においては、

吸収が少ないことがわかる。そこで濃度の異なるニフェジ

ピン試料を用意し、外部共振器型の THz NL-QCL の放射

周波数を 1.7 THz、2.2 THz としたときの、イメージング

をそれぞれ実施した(スペクトルは図 5(b))。試料はポリエ

チレン粉末と混合し、ニフェジピン濃度を 10 wt%、20 
wt%、30 wt%として3種類タブレットを作製した(図5(c))。 

 

 
図 3 外部共振器型 THz NL-QCL([4]より) 

 

 
図 4 外部共振器型 THz NL-QCL による放射スペクトル

と周波数可変範囲 

 

 
図 5 (a)ニフェジピン結晶の吸収スペクトル、(b)1.7 THz と 2.2 
THz のスペクトル、(c)濃度の異なるニフェジピン 
 

ニフェジピン試料のイメージング結果について THz 
NL-QCL の周波数が 1.7 THz のとき、2.2 THz のときの

取得像をそれぞれ図 6(a)および図 6(b)に示す。1.7 THz で

取得した画像よりも、2.2 THz で取得した画像の方が、高

濃度(30 wt%)による透過率の低下が明確に表れているこ

と確認した。このように外部共振器型 THz NL-QCL の周

波数を吸収ピーク周波数に合わせて計測することで、より

対象物の情報を高い感度で取得しやすくなることが示さ

れた。今回の試料は成分の分布が一様であるが、部分的に

成分が変化した対象物などにおいても、このような分光イ

メージングは有効であると考えられる。 
 

 
図 6 濃度の異なるニフェジピン結晶試料の THz 像 

(a)THz NL-QCL から放射される THz 波の周波数が 1.7 
THz のとき、(b)2.2 THz のとき 
 
 一方、本研究開発においては検出器の性能向上にも取り
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組んだ。MEMS ボロメータの製造技術の歩留まり改善と、

梁の長さを 50 mm から 125 mm に伸長したことにより、

検出感度の 10 倍向上に成功した。当初の目標である、光

源の 1～3 THz の周波数可変性および検出器の感度向上

の達成により、THz 分光センシングシステムの実現可能

性が高まった。 
 

３．今後の研究成果の展開 

THz NL-QCL および MEMS ボロメータの開発を進め、

小型分光センシングシステムの実現可能性を示すことが

できた。一方、MEMS ボロメータについてはさらなる性

能向上可能性を見込んでおり、分光センシングシステムの

実用化を進めるため、MEMS ボロメータ今後さらなる感

度の向上と真空パッケージ化に取り組む。将来的には、

THz NL-QCL と MEMS ボロメータを組み込んだ実用性

の高い小型分光センシングシステムの実現を目指す。 
 

４．むすび 

未開拓周波数領域である 1～3 THz の利用促進のため、

室温動作かつ小型な THz 波光源である THz NL-QCL と、

高速 THz 検出器である MEMS ボロメータについて、そ

れぞれ性能向上に関する研究開発を実施した。THz NL-
QCL は外部共振器型とすることで 1.2～4.5 THz の範囲

を変化させることができ、この周波数可変性を利用した医

薬材料の分光イメージングに成功した。一方、高速検出器

として MEMS ボロメータは感度 10 倍向上を達成するこ

とができた。これらの取り組みにより、THz 小型分光セン

シングシステムの実用化に一歩近づいたと言える。 
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概要 

弾性波フィルタの超高周波化を目指して、まず、SAW（Surface Acoustic Wave）を励振する IDT を基板内に埋め込むこ

とによって、基本波の 2～3 倍の高次モード SAW を優先的に励振させる超高周波 SAW 共振子を開発した。また、圧電

薄板の下に音響多層膜を配置した BAW（Bulk Acoustic Wave）共振子、すなわち SM-BAW（Solidly-Mounted BAW）

共振子において、音響多層膜の各層を薄くすることで高次モードを優先的に励振させる構造を研究した。これらの新たな

構造を有する SAW デバイスと BAW デバイスを提案し、その理論検討、設計、試作、評価を一貫して行うことによって、

超高周波弾性波デバイスの基盤技術を実証した。 
 

Abstract 
To achieve ultra-high frequency acoustic wave filters, we first developed ultra-high frequency surface acoustic wave 
(SAW) resonators that preferentially excite harmonic SAWs at 2 to 3 times the fundamental frequency by embedding 
the interdigital transducer (IDT) that excites SAWs within the substrate. Additionally, we studied a solidly-mounted 
bulk acoustic wave (SM-BAW) resonator, where an acoustic multilayer is placed beneath a piezoelectric thin film. 
The individual layers of the acoustic multilayer are made thinner to preferentially excite higher-order modes. By 
proposing these new SAW and BAW device structures and conducting a comprehensive study, including theoretical 
analysis, design, prototyping, and evaluation, we demonstrated the fundamental technology for ultra-high frequency 
acoustic wave devices. 
 
１．まえがき 

スマートフォン等の普及によって 3.3 GHz 以下の周波

数帯で周波数が過密化し、その対策として第 5 世代通信

（5G）では、3.3～5 GHz と 24.25～40 GHz が採用され

た。また、“Beyond 5G”では、40 GHz 以上と THz 帯の利

用も検討されてきた。しかし、ミリ波帯以上の高周波数帯

は、障害物に弱いため、室内、構内といった近距離通信に

限定される。一方、5～24 GHz の周波数は、遠距離・中距

離通信に適しており、将来に渡って重要な周波数帯である。

新たな利用が期待される 5～7 GHz 帯は自動運転、UWB、

WiFi などに、また、7～24GHz 帯は 3GGP で FR3 とし

て周波数割り当てされた。しかし、現在、その周波数帯に

おいて小型で良好な温度特性と急峻な特性を持つ弾性波

フィルタが存在せず、その開発が熱望されている。 
弾性波フィルタのうち弾性表面波（SAW）フィルタでは、

スマートフォンの送受信時の耐電力性の制限から、SAW
を励振するすだれ状電極（IDT）の波長 λ の限界は約 1.2 
μm であり、結果的に SAW の上限周波数は約 3.2 GHz で

ある。もう一方のバルク波（BAW）フィルタの周波数は、

「基板の音速÷基板の厚み」の 2 倍で決定される。そのた

め、基板の両側に空洞を必要とする自己保持型 FBAR
（Film Bulk Acoustic Resonator）、および片側に音響多

層膜を有する SM-BAW（Solidly-Mounted BAW）共振子

ともに、高周波化には超薄膜が要求されるが、強度や信頼

性等の関係からその薄さに限界があり、実用上の上限は 5 

GHz 程度であると考えられている。 
我々は新たに SAW を励振する IDT を基板内に埋め込

むことによって、基本波の 2.5～3 倍の高次モード SAW を

励振することを見出した。一方、SM-BAW 共振子では音

響多層膜の厚みを従来の約 1/5 にすることによって、3 倍

の高次モードが大きく励振されることを見出した。本研究

では、これらの独自構造を用いて超高周波弾性波デバイス

を実現した。 
 
２．研究内容及び成果 
２．１ SAW デバイスの高周波化 

SAW 共振子は、図 1 に示すように圧電基板上の IDT と

反射器からなる。我々が考案した SAW デバイスの高周波

化の原理についてシミュレーション結果とともに記す。波

長（λ）1.2 μm、厚み 0.08λ の Al の IDT を 26ºYX LiNbO3

（LN）に形成した従来型 SAW 共振子のシミュレーショ

ン特性を図 2 (a)に示す。26ºYX LN の漏洩成分による小

さなスプリアスは見られるが、3.5 GHz 帯の基本波しか励

振されていない。なお、26ºYX LiNbO3 の漏洩弾性波の音

速は標準的に使用されている 42ºYX LiNbO3 より大きい

ため、前述の 3.2 GHz（λ=1.2 μm 時）より高い共振周波

数となる。 
一方、図 2 (b)に LN 内深さ 0.08λ の溝に Al の IDT を

埋め込んだ構造のシミュレーション特性を示す。基本波の

他に 2.6 倍の 3 次モードが励振されている。図 2 (c)に、 
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図 1. SAW 共振子の構造 

 

 
図 2. 異なる形状の IDT を有する SAW 共振子のシミュ

レーション結果、(a) LN 基板表面に Al IDT が形成された

標準的構造、(b) 深さ 0.08λの溝電極、(c) 深さ 0.28λの

溝電極が形成された新構造 
 

さらに 0.28λ の深さの溝に IDT を埋め込んだ構造のシミ

ュレーション特性を示す。高インピーダンス比と良好な特

性をもつ 1 次高次モードが得られている。このように、

我々は、基板に形成された溝に IDT を深く埋め込むこと

によって、高次モードが大きく励振されることを見出した。 
SAW デバイスを励振するには適度な大きさの交差幅、

電極本数（IDT 対数×2+1）が必要であるが、高周波では

標準構造のインピーダンスは 50 Ωに対して極端に低く

なる。そのため、図 3 に示す 6 種の構造の SAW 共振子を

作製した。試作した溝電極 SAW 共振子の周波数特性を図

4 に示す。構造(a)、(b)では高次モード共振 8 GHz での帯

域中心のインピーダンスが 50 Ωより低く、また、容量が

大きいため寄生インダクタンスとの共振が発生しており、

真の特性が得られない。一方、構造(c)、(e)、(f)では 50 Ω
近傍、あるいはそれ以上のインピーダンスが得られている。

図示していないが、構造(d)も構造(e)、(f)と同じ程度のイ

ンピーダンスを示した。今後、この構造を中心に試作した。 
さらに、従来と異なる不純物を添加して製法で結晶成長

された LN 基板に IDT 波長 1.3、1.2 μm、深さそれぞれ

0.26λ、0.2λ の溝電極を埋め込んだ SAW 共振子の高次モ

ード共振特性を図 5 に黒実線と赤破線で示す。それぞれ、

反共振周波数 8.1 GHz、9.1 GHz 帯域 7.8%、7.6%インピ

ーダンス比 38 dB、35 dB が得られ、波長 1.3 μm では、

従来基板での帯域 6.8%、インピーダンス比 31 dB より大

きく改善された。波長 1.2 μm で 9.1 GHz の励振は初めて

である。そのインピーダンス比はほぼ目標値を示している。 
図 6 に LN にエッチング加工した電極用溝（Al 成膜前）

を示す。(a)はフェーズⅠでの加工例、(b)はフェーズⅡ 2
年目で改良した加工例である。(a)では側面は 67ºであるの

に対し 70～75ºに改善されている。側壁が 5º改善される

と、インピーダンス比は 7 dB 改善される。図 6 の黒字線

の溝深さが 0.26λ と前回の 0.3λ より溝が浅いにもかかわ

らず、インピーダンス比が改善されたのは側面改善のおか

げである。 
図 3 で示した構造(d)、(e)、(f)と波長 1.2 μm 以上の IDT

を用いて π 型と T 型のラダーフィルタを作製した。その

周波数特性を、それぞれ図 7 (a)と(b)に示す。適切な減衰

量を得るため直列腕と並列腕の共振子の容量比を 2 対１

で設計した。そのため、両フィルタとも直列腕共振子とし

て 2 分割共振子を 2 個直列に接続してある。図中、それら

の共振子と用いたフィルタの電極構造を示している。π 型

の方が広帯域、急峻かつ低損失である。その中心周波数は

7.9～8.1 GHz、最小挿入損失は 3.4～3.7 dB、3 dB BW は

6～12%である。インピーダンスマッチングによってさら

なる低挿損失化も可能だと思われる。SAW 共振子を用い

た 8 GHz のフィルタ特性の実証は世界初の成果である。 
図 8 に基本波と高次モードの振動のベクトル図と変位

図を示す。基本波と高次モードともに漏洩成分を持つ。ま

た、変位は縦波成分を持たず shear horizontal（SH）成分

と shear vertical（SV）成分しか持たない。シミュレーシ

ョンによると、このような SAW は(0º, 172.3º, 0º) LiNbO3

と(0º, 4.5º, 0º) LiTaO3 でのみ IDT で励振される。しかし、

これらの基板の結合係数は小さいため、今まで SH と SV
成分だけを持つ SAW デバイスの報告はない。本溝電極構

造によって励振される SAW は SH と SV 成分だけを持つ

特異なものである。 
IDT が基板上に形成された SAW ではMR（Metalization 

Ratio）が 0.80～0.95 のとき、基本波の 3 倍、5 倍の周波

数の 3 次、5 次高調波が励振されるが、MR が 0.5 の時は

励振されない。一方、この弾性波は基本波の 2.3 倍の周波

数であり、MR=0.5 でも励振されれる。そのため、今回の

弾性波は高調波でなく、高次モードに相当すると考える。 

 

 
図 3. SAW 共振子のインピーダンスを調整する 6 種の構造 
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図 4. 図 3 で示した各種構造を用いた SAW 共振子の実

測周波数特性 
 

 
図 5. 従来の LN と異なる育成法による LN 基板に λ 1.3 
μm と 1.2 μm の Al 電極が埋込まれた SAW 共振子の実測

周波数特性（赤実線） 
 
２．２ BAW デバイスの高周波化 

1 μm 厚の 36ºY LN 薄板、および交互に 6 層の SiO2 と

W からなるブラッグ反射器を有する SM-BAW 共振子の

シミュレーション特性を図 9 に示す。ここでは、平均音響

膜厚が 0.25λ と 0.05λ の構造が比較されている。従来条件

である音響膜厚 0.25λ のとき、基本モードが大きく励振さ

れるが、3 次モードの励振は小さい。一方、音響膜厚 0.05λ
のときは、基本モードより 3 次モードが大きく励振され 

 
図 6. LN に埋め込まれた溝電極の SEM 写真、(a) フェ

ーズⅠでの加工例、(b) フェーズⅡの 2024 年度での加工

技術改良後の加工例 
 
る。 
図 10 に 1 μm 厚の 36ºY LN 薄板と平均音響膜厚 0.06λ

のブラッグ反射器からなるSM-BAW共振子の実測特性を

示す。なお、ブラッグ反射器は SiO2 と Ta が交互に 8 層

が積層された構造であり、厚さ 100 nm の Al 電極を設け

ている。基本モードの 3 倍の周波数 9.5 GHz の高次モー

ドが基本波より大きく励振され、そのインピーダンス比は

31 dB に達している。実用化レベルの薄板厚 0.4 μm では

24 GHz が励振されることになる。 
さらに、厚さ 1 μm の 36ºY LN の 2 枚の＋面同士を貼

り合わせた分極反転SM-BAW共振子のシミュレーション

も行った。図 11 に 3 種類の構造について高次モードの応

答を示す。(a)は目的のデバイス構造で平均音響膜厚さ

0.04λ のもの、(b)は極性の異なる 36ºY LN 2 枚のうち一

方のX軸が180º異なる方向の構造（216ºYX LN/ 36ºY180
ºX LN）で平均音響膜 0.03λ のもの、(c)は厚さ 1 μm の 36
ºYX LN を用いた従来構造で平均音響膜厚さ 0.06λ のも

のである。3 種の構造ごとに最適な音響膜の厚みが異なる

が、帯域内の横モードスプリアス以外のスプリアスのない

最も良好な特性を示す膜厚を選んだ。なお、平均音響膜厚

さは、(a)と(b)は波長 4 μm に対する相対値であり、(c)は
波長 2 μm に対する相対値である。(a)に示す 216ºYX LN/ 
36ºYX LN 基板からなる SM-BAW 共振子は、他の 2 つに

比べてインピーダンス比が 6～9 dB 以上大きいだけでな

く、共振・反共振近傍でスプリアスのない優れた特性を示

している。この技術については特許登録済である。 
逆極性の 2 枚の LN を貼り合わせた圧電層とブラッグ

反射器からなる分極反転SM-BAW共振子も試作した。LN
板 2 枚の平均厚みは 1 μm と 0.9 μm であった。LN に研 

 

 
図 7. 溝電極構造高次モード SAW を用いた(a) π 型と(b) T 型ラダーフィルタの実測周波数特性 
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図 8. 基本波と高次モードの振動のコンター図と変位分

布 
 

 
図 9. (a) 音響膜厚 0.25λ と(b) 同 0.05λ の SM-BAW 共

振子のシミュレーション特性 
 

 
図 10. 1 μm 厚の 36ºY LN 薄板と平均音響膜厚 0.06λ の

ブラッグ反射器からなる SM-BAW 共振子の実測特性 
 
磨による厚みばらつきのある基板を用いたが、2 層の LN
が同じ厚みである箇所は確認できなかった。その実測特性

を図 12 に示す。各 LN の厚みに対応した 9.5 GHz と 12 
GHz の共振ピークが測定された。インピーダンス比はそ

れぞれ 32 dB と 30 dB である。基板厚さをドライエッチ

ングなどで調整することによってより高いインピーダン 
ス比を実現できると考えられる。以上に述べたように、

BAW の高次モードを用いても 10GHz を超える共振が実

証された。同じ Al 成膜装置と同じ方位の LN を用いてい

るが、そのインピーダンス比はじ方位の LN を用いている

が、そのインピーダンス比は基本モードデバイスのインピ

ーダンス比より大きい。 

 
図 11. 3 種の構造の SM-SAW 共振子の周波数特性 

 

 
図 12. 216ºY LN/ 36ºY LN/ ブラッグ反射器構造 SM-
BAW 共振子の実測周波数特性 
 
３．今後の研究成果の展開 
現在、スマートフォンに代表される移動体無線通信シス

テムは、世界的なサプライチェーンによって成り立ってい

る。世間によく知られているのは、ベースバンド・アプリ

ケーションプロセッサが米 Qualcomm、韓国 Samsung、
台湾 MediaTek、中国 HiSilicon、中国 Spreadtrum 
Communications などで設計され、台湾 TSMC、Samsung
などで製造されていることである。我が国の強みとしては、

半導体材料や半導体装置の他、アンテナ周りの部材や実装

部材が有名であるが、無線通信システムの中核要素である

高周波フロントエンドモジュール（RFFEM）でも世界的

な強みを有する。RFFEM を構成する要素のうち特に技術

的に難しいとされているのが、周波数選択のための弾性波

フィルタであり、我が国にはその開発・製造拠点がある（村

田製作所、太陽誘電、スカイワークス フィルターソリュ

ーションズ ジャパン、京セラ、日清紡マイクロデバイス）。 
本研究で開発した弾性波デバイスは、数 GHz から十数

GHz の周波数領域を対象とする。冒頭で述べたように、

この周波数領域は“Beyond 5G”と“FR3”での利用が想

定されている。このような構想の段階で、周波数資源の有

効利用のための急峻なバンドパスフィルタの実現技術を

我が国で開発することは、今後、利用方法や規格が国際的

に議論される場面で我が国が主導権を発揮するのにも有

用であると思われる。 
溝電極 SAW デバイスと新規音響多層膜を用いた SM-

BAW デバイスは、我々のオリジナル技術であり、特に前
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者は新しい SAW モードの発見であり、学術的にも大きな

意義を持つ。本提案を行うに先立ってバックグラウンド知

財として特許申請を行い、登録されつつある。今後、本研

究成果を民間企業に移転し、共同研究を行う構想である。

実 際 、 2018 年 度 終 了 の SCOPE プ ロ ジ ェ ク ト

（#175002002）で開発した LT/水晶構造の HAL（Hetero 
Acoustic Layer） SAW デバイスについては、民間企業と

共同研究を行い、実用化開発が進んでいる。このような共

同研究実績に基づき、本研究成果も民間企業が出席する学

術講演会や弾性波素子技術コンソーシアムの研究会で発

表し、本技術に興味を持つ共同研究企業を見つける予定で

ある。 
 

４．むすび 

不純物ドープした 26ºYX LiNbO3（LN）に波長 1.3、
1.2 μm、深さ 0.2～0.26 波長の Al 電極を埋め込むことに

より帯域 7.8～7.6%、インピーダンス比 38～35 dB をも

つ 8.1～9.1 GHz の SAW 共振子を実現した。耐電力の限

界である 1.2 μm の波長の溝電極を用いることに 10 GHz
近い SAW デバイスが実現できた。波長 1.2 μm 以上の共

振子を 3 個 π 型に組み合わせ最小挿入損 3.4～3.7 dB、帯

域 7～12%の 8 GHz のラダーフィルタを実現した。この

構造で励振される SAW は SH と SV だけを持つ新モード

であることを確認した。 
薄い高低音響インピーダンス膜を積層したブラグ反射

器と薄い LN 層を有する SM-BAW 共振子については、こ

れを試作し、基本モードより 9.5 GHz の 3 倍の 3 次モー

ドが強勢に励振されることを確認した。そのインピーダン

ス比は 31 dB に達した。その他、分極方向が逆の 2 枚の

LN 薄板を積層し、これを SM-BAW 共振子とした分極反

転共振子も試作し、12 GHz の高次モードの強勢な励振を

確認した。そのインピーダンス比は 30 dB 以上に達した。 
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概要 

本研究では、光コムを用いた 300 GHz 帯電波の高度化に向け、SiN マイクロリング共振器の縦モード周期を正確に制

御し、室外環境でも安定的にマイクロ光コムを発生させる技術を構築した。本素子の実用性を検証すべく 10 Gbit/s 変調

光コムを高速フォトダイオードで電気信号化し、300 GHz 帯を用いた空中伝送と受信に成功するとともに、符号誤り率

評価により安定的な無線伝送を実証した。さらに、安定化ソリトンコムと 298.8 GHz シンセサイザ間のビート位相雑音

を評価し、光コムによる高周波 RF フィルタ動作の有効性を実証して、今後のさらなる高周波帯通信・システム応用に向

けた基礎技術を確立した。 
 
Abstract 
In this study, we advanced 300 GHz-band radio-wave generation using optical frequency combs by precisely 
controlling the free spectral range of a SiN microring resonator, achieving stable microcomb generation. A 10 Gbit/s 
modulated optical comb was converted into an electrical signal via a high-speed photodiode, transmitted, and received 
over a 300 GHz band, demonstrating reliable wireless transmission. We also evaluated the beat-phase noise between 
a stabilized soliton comb and a 298.8 GHz synthesizer, confirming optical-comb-based high-frequency RF filter 
operation. 
 
１．まえがき 

近年の情報通信技術（ICT）の進展は目覚ましく、携帯

電話や Wi-Fi が日常生活に深く浸透したことで、電波を

利用したコミュニケーションが豊かに実現されている。今

後も電波を活用した通信の需要は拡大すると予想される

が、総務省の「我が国の電波の使用状況」によれば、周波

数 100 GHz 以下は既にさまざまなサービスで埋め尽くさ

れており、さらなる高周波領域の開拓が必要とされている。

しかし既存の電子回路技術を用いて 100 GHz 以上で電波

を発生・変復調するためには、多くの技術的課題を克服す

る必要があり、現状では容易に利用可能な技術は確立され

ていない。 
一方、近年は光ファイバ通信技術の普及が進み、無線技

術と光ファイバ通信技術を組み合わせることで、多数の携

帯電話や Wi-Fi 端末からの無線信号を長距離・大容量伝

送が可能な光ファイバで世界中へ届けるシステムが実用

化されている。光ファイバ伝送で用いられる光信号のキャ

リア周波数は約 200 THz と、現在携帯電話などで利用さ

れている 1 GHz 程度と比べはるかに高く、フォトニクス

技術は高周波電波を生成・制御する上で大きな可能性を秘

めている。また、アンテナ近傍で光から電波に変換するシ

ステム構成を採用すれば、光分野で培われた高機能制御素

子を活用できるため、結果としてテラヘルツ（THz）電波

の制御性を大幅に向上させることが期待される（図1-1）。 
高周波化の一般的なアプローチとして、kHz～MHz 帯

の RF 周波数を逓倍回路を用いて数 100 GHz へ変換する

手法があるが、この際にノイズが増幅され、純度の高い信

号の確保が困難になる。さらに、高周波領域では回路サイ

ズの微細化や可変素子の実装が難しく、電磁波の伝搬損失

も大きいという課題がある。 
しかし、光技術を活用すれば、光周波数から直接サブ

THz 帯（数 100 GHz）の信号を生成でき、逓倍に伴うノ

イズ増幅の問題を緩和できる。また、光領域で多様な制御

を行ったうえでアンテナ直近で電波に変換することによ

り、THz 帯で所望の周波数や機能を柔軟に得られる。こう

した特長を生かすべく（図 1-2）、本研究開発では光コム技

術を応用した RF フォトニクス基本素子の開発を目的と

している。具体的には、300 GHz を超える低ノイズ電波

源の実現、光技術を用いた RF フォトニックフィルタの開

発、光ファイバによる無線（Radio-over-Fiber: RoF）の長

距離 RF 信号伝送技術の高度化等に取り組み、従来の電気

回路技術では困難とされる 300 GHz 以上の電波発生・制

御技術を深化させ、より高い周波数帯へ移行するための基

盤技術を確立することを目指す。 
 

２．研究内容及び成果 
２．１. 300 GHz 帯電波発生のための基盤技術 
まず、300 GHz 帯電波を高精度に生成・周波数調整す

るために、SiN 製マイクロリング光共振器を設計・試作し

た。図 1 に示すように、共振器の共振波長を正確に制御で

きることを確認し、これにより 300 GHz 帯電波生成に必

要な粗動・微動制御が可能となることを示した。 
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図1 SiNマイクロリング光共振器の共振波長を微小に制

御した実験結果 
 
次に、300 GHz 電波の生成に用いるマイクロ光コム（マ

イクロリング光共振器を利用した光周波数コム）を安定・

簡便に発生させるため、試作した SiN マイクロリング共

振器を光ファイバと接続してパッケージ化を行った。折り

返し型と透過型の 2 種類を試作し（図 2）、折り返し型で

は光ファイバとのアライメントが容易で、デバイスの挿入

損失を約-6 dB に抑えられた。 
 

 
図2 SiNマイクロリング共振器のファイバ接続パッケー

ジ(a) 折り返し型 (b) 透過型 
 
試作したSiNマイクロリング共振器と励起システム（励

起光源・安定化電気制御回路）を組み合わせて、2023 年

12 月 15 日に東京国際フォーラムで開催された「KEIO 
Techno-Mall」において本素子を実際に動体展示し、

250 GHz 間隔のマイクロコムを実験室外で生成すること

に成功した（図 3）。これは国内で初めてマイクロコムを

展示会のような実験室外環境で動態実演した事例であり、

文献上でも世界初と考えられる。本成果は、300 GHz 帯

電波の高精度生成に必要なマイクロコムを実験室外でも

安定動作させられることを示した重要なステップとなっ

た。 
 

 
図 3 展示会（KEIO Techno-Mall）でのマイクロコム動

態展示の様子 
 

２．２．光コム発生技術を用いた 300 GHz 帯電波発

生と低エラー伝送実験 

２．２．１．低雑音 300 GHz 生成用マイクロコム 
300 GHz 電波生成のため、まず波長 1550 nm 帯の半導

体レーザ(LD)を励起光として用い、パワーキック法（音響

光学変調器：AOM による励起光パワーの時間変化制御）

により SiN マイクロリング共振器を励起してマイクロコ

ムを発生させた。図 4 に、その結果得られたマイクロコム

のスペクトルを示す。C 帯から L 帯にわたって広帯域に

コム線が生成されている。 

 
図 4 発生したマイクロコムの光スペクトル 

 
ここから、隣接する周波数間隔が 300 GHz の 2 本のコ

ム線（1554.7 nm と 1557.2 nm）を抽出し、単一キャリア

走行フォトダイオード (UTC-PD)に入射することで

300 GHz 帯電波を発生させた。まず、図 5(a)に示す測定

セットアップで 300 GHz 帯電波の位相ノイズを評価した。

受信系では 12.45 GHz のローカル発振器を 24 逓倍して

300 GHz 帯を生成し、これを比較用の信号としてダウン

ミキシングを行っている。しかし、電気的ローカル発振器

の 24 逓倍によりノイズも増幅され、測定系の限界（赤線）

が存在する（図 5(b)）。本実験結果は、光技術で生成した

300 GHz 帯信号がその測定限界付近にあることを示して

おり、マイクロコムによる 300 GHz 帯信号が極めて低ノ

イズであることが間接的に示唆された。 
 

 
図 5 (a) 300 GHz 信号の位相ノイズ測定セットアップ。

(b) マイクロコムによる 300 GHz 帯信号の位相ノイズ特

性（青線）。ローカル発振器の位相ノイズ（灰線）と 24 逓

倍時の想定位相ノイズレベル（赤線）も併記。 
 

２．２．２． 300 GHz 導波管伝送実験 
続いて、低ノイズの 300 GHz 信号を用いて低エラー伝

送実験を導波管を用いて行った。図 6 はそのブロック図で

ある。一方のコム線に LiNbO₃変調器(LN-Mod.)を用いて

10 Gbit/s の強度変調(IMDD)を施し、もう一方は無変調の

まま合波した後、UTC-PD で 300 GHz 帯電波を生成する。

こうして光領域で変調した信号を電波として取り出し、導

波管(WG: 全長 7.5 cm)を通過させた後、ショットキーバ

リアダイオード(ZBD)で検波・復調した。 
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図 6 マイクロコムを用いた 300 GHz発生と伝送実験のブ

ロック図 
 
図 7 に示すのは使用した UTC-PD と 300 GHz 帯導波

管および ZBD の写真である。復調後に得られた 10 Gbit/s
信号のアイパタンを図 8 に示すが、十分に開口したアイが

観測できた。また、UTC-PD 出力 300 GHz 電波の RF パ

ワーと符号誤り率（BER）の関係を図 9 に示す。3 インチ

（約 7.5 cm）の導波管を通した場合、約 4 dB のパワーペ

ナルティが生じたが、これは導波管自体や接続部分での損

失が原因と考えられる。いずれにしても、本結果によりマ

イクロコムによる生成した 300 GHz 信号を用いることで、

BER < 10⁻⁹という極めて低いエラー率で THz 伝送できる

ことが実証された。 
 

 
図 7 UTC-PD と 300 GHz 帯導波管・ショットキーバリ

アダイオード（ZBD）の写真 
 

 
図 8 復調した 10 Gbit/s 信号のアイパタン 

 

 
図 9 300 GHz 帯 10 Gbit/s 伝送の符号誤り率（BER）

特性 
 

２．２．３． 300 GHz 無線伝送実験 
次に、図 10 に示す実験系でアンテナを用いた無線伝送

実験を行った。 
 

 
図 10  光コムを用いた 300 GHz 帯電磁波による

10 Gbit/s 伝送実験系 
 
アンテナを用いた伝送実験のセットアップで、ソリトン

コムを発生させた後に 2 本のコム線を切り出し、短波長側

のみを変調する。続いてフォトミキシングにより

300 GHz 信号を生成し、UTC-PD から送信アンテナ経由

で空間伝送後、ショットキーバリアダイオード（SBD）で

検波した。本研究ではオンオフキーイング（OOK）を用い

ている。ソリトンコムは、共振器温度とポンプ光波長を制

御することで安定化させている。 
図 11 (a)(b)には、アンテナ間距離をそれぞれ 3 mm と

22 mm とした際に得られたアイパタンを示す。 
 

 
図 11 (a): アンテナ間距離 3 mm 時のアイパタン (b): ア

ンテナ間距離 22 mm 時のアイパタン 
 
BER 特性を back-to-back（約 1 cm の導波管伝送）と

比較した結果が図 12 である。 
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図 12 空間伝送距離を変えた時の BER 特性 

 
以上の伝送実験により、300 GHz 間隔のマイクロ光コ

ムを用いた 10 Gbit/s 伝送の有効性を検証した。 
 

２．２．４．ソリトンコムを利用した 300 GHz 帯無

線 QPSK 伝送 
周波数間隔 300 GHz のソリトンコムをフォトミキシン

グして 300 GHz 帯のテラヘルツ波を生成し、5 Gbps およ

び 10 Gbps の QPSK 伝送実験を行った。 
図 13 に実験系を示す。SiN マイクロリング共振器から

生成された周波数間隔 300 GHz のソリトンコム（図 2-2-
2）から、近接する 1557.03 nm および 1559.46 nm のコ

ム線をそれぞれ OBPF1・OBPF4 で取り出した。短波長

側のコム線を IQ 変調器で変調したのち、無変調の長波長

側とパワーを合わせて合波し、UTC-PD に入力して 300 
GHz 帯 RF 信号を生成した。生成した RF 信号は約 1 cm
の導波管で伝送し、サブハーモニックミキサ（SHM）で

10 GHz 帯 IF 信号にダウンコンバートした。SHM の LO
信号には LO1（12.06 GHz）を 24 逓倍して用い、またハ

イブリッドカプラで LO2（9.99 GHz）を 90°位相の異な

る 2 つの信号に分割し、I および Q 信号としてミキシング

に用いた。最後に、得られた I/Q 信号をオシロスコープ

（OSC）により A/D 変換し、デジタル信号処理を行って

コンスタレーション図や EVM、BER を評価した（図 15，
図 16）。 

10 Gbps では 5 Gbps と比較して、同等の BER を得る

ために必要な UTC-PD 出力パワーが約 6.5 dB 大きいこ

とがわかった。また、10 Gbps の IMDD 方式に比べて

QPSK方式はBERの傾きが緩やかであることが確認され

た。 
 

 
図 13 300 GHz 間隔ソリトンコムを用いた 300 GHz 帯

QPSK 伝送実験系 
 

 
図 14 ソリトンコムのスペクトル 

 

 
図 15 (a): 5 Gbps 時 (UTC-PD 出力パワー -16.19 

dBm) のコンスタレーション． (b): 10 Gbps 時 (UTC-
PD 出力パワー -7.80 dBm) のコンスタレーション 

 

 
図 16 (a): UTC-PD 出力パワーと EVM の関係 (b): 

UTC-PD 出力パワーと BER の関係 
 

本実験により、300 GHz 間隔ソリトンコムを用いた

300 GHz 帯 QPSK 伝送の有効性が示された。 
 

２．３．理論解析による光コムを利用した高周波 RF

フィルタ動作の原理実証 
光領域で信号処理を行うフォトニック RF フィルタは，

従来の電気式フィルタに比べて挿入損失を大幅に低減で

きる利点がある。図 13 のセットアップでは，10 Gbit/s 信
号をそのまま伝送できるだけでなく，各波長成分に付与す

る遅延量を調整することで，通過帯域を精密に制御できる 
RF フィルタ機能を組み込める 

 

 
図 13 フォトニック RF フィルタの実験セットアップ 
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ここで、遅延量を T とし、delay 1～delay N を 0, T, 

2T, 3T, …, NT と設定するときの系の伝達関数 𝐻𝐻𝑐𝑐(𝜔𝜔) 
は下式で記述される。 

𝐻𝐻𝑐𝑐(𝜔𝜔) = ��𝑝𝑝(𝑛𝑛)𝑝𝑝(𝑛𝑛 + 1)𝑒𝑒−𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗Δ𝑇𝑇
𝑁𝑁−2

𝑛𝑛=0

+ ��𝑝𝑝(𝑛𝑛)𝑝𝑝(𝑛𝑛 − 1)𝑒𝑒−𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗𝑗Δ𝑇𝑇
𝑁𝑁−1

𝑛𝑛=1

 

ただし、𝑝𝑝(𝑛𝑛)は𝑛𝑛番目のマイクロコムスペクトルの振幅で

ある。図 14(a)に理論的に設計したフィルタの伝達特性を

示すが、300 GHz を中心とした所望のスペクトル形状が

得られていることがわかる。この成果は特許出願済みであ

る（特願 2024-057764）。 
 

 
図 14 フォトニック RF フィルタの結果。(a) 理論的に求

めた伝達関数。(b) 実験で得られた RF フィルタ特性。 
 
ここまでで、理論的にフォトニック RF フィルタ動作の

実現が示されたので、実証実験に移行した。図 15 にフォ

トニックフィルタの基本構成を示す。マイクロ共振器から

発生した等波長間隔の光コムは、入力信号で変調後に波長

シェイパで各波長成分の強度を最適に整形し、シングルモ

ードファイバ（SMF）の二次分散やファイバ長、コム間の

波長間隔によって各スペクトル成分に異なる遅延を与え

る。UTC-PD で受光すると、コム線が隣接するスペクトル

間（この場合 300 GHz）でビートを生じ、高周波信号を生

成すると同時に所望のフィルタリングが行われる。 
 

 
図 15 フォトニックフィルタの基本構成 
 
本実験では、まずソリトン光コムに対して光強度変調器

で 10 Gbit/s の OOK 変調を施し、続いて波長シェイパに

より各コム線の強度バランスを整えて所望のスペクトル

形状に成形した（図 16(a)、(b)）。 
 

 
図 16：(a) 変調前ソリトンコム，(b) UTC-PD 入射時の整

形後スペクトル 
 
成形後のコム光をシングルモードファイバへ導入し、フ

ァイバ固有の二次分散を利用して波長成分ごとに異なる

遅延 T を付与したうえで UTC-PD に入力し、300 GHz 帯

の電磁波へ直接変換した。この電磁波をショットキーバリ

アダイオードで受信し、オシロスコープで時間波形を、電

気スペクトラムアナライザで周波数スペクトルをそれぞ

れ観測した。付与分散量を−340 ps/nm に設定した場合と

−33.9 ps/nm に設定した場合の周波数応答を図 16 に示す

とおり、通過帯域と阻止帯域を 300 GHz 周辺で自由に設

計できることが確認された。 
 

 
図 16 (a) −340 ps/nm，(b) −33.9 ps/nm の分散付与時の

周波数応答 
 
さらに、外部より雑音信号を注入した際、通常通り受信

ンした信号のアイパターン（図 17 (b)）と電気スペクトル

（図 18(b)）は著しく劣化したが、フォトニックフィルタ

を通過させることで不要成分が抑圧され、広い開口を持つ

アイパターン（図 17(c)）とクリーンなスペクトル（図 18(c)）
が回復した。これらの結果より、本手法が 300 GHz 帯高

速信号に対して有効な帯域整形と雑音除去を同時に実現

できることが実証された。 
 

 
図 17 アイパターン： (a) 雑音なし，(b) 雑音付加，(c) フ
ィルタ後 
 

 
図 18 電気スペクトル： (a) 雑音なし，(b) 雑音付加，(c)  
 
本研究では光コム技術を活用して 300GHz 以上の周波数

帯での高機能・高品質な信号生成・伝送・フィルタリング

を実証し、今後の高周波帯通信ならびにシステム応用への

基盤技術を確立できる。 
 
３．今後の研究成果の展開 
研究で得た知見を産業界へ迅速に橋渡しするため，マイ

クロ光コムコンソーシアムを 2024 年に発足させた（図

19）。 
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図 19：COM^2 活動 

 
第 1 回総会で研究代表者が初代会長に就任し、徳島大学

に事務局を設置した。コアメンバー（役員）は安井武史（徳

島大学）、永妻忠夫（大阪大学）、関根徳彦（NICT）の 3
名で組織を立ち上げた。SCOPE プロジェクトで得られた

成果を含め、社会実装へ円滑に展開することを活動の柱と

する。既に法人会員は 4 社参画しており、今後も増加の方

向にある。 
 

４．むすび 

本研究では、SiN マイクロリング共振器を用いた光コム

生成技術を基盤に、300 GHz 帯テラヘルツ電波の低雑音

発生、10 Gbit/s 級無線伝送、およびフォトニック RF フ

ィルタによる帯域整形までを一貫して実証した。特に、実

験室外でも安定動作するマイクロコムパッケージの開発

と、BER<10⁻⁹を達成する導波管・空間伝送の実績は、高

周波帯ワイヤレスシステムの実装に向けた重要なステッ

プである。さらに、光領域で遅延と振幅を制御するフォト

ニック RF フィルタを 300 GHz 帯で機能させ、雑音除去

と動的帯域制御を同時に実現できることを示した。 
これらの成果を社会実装へ加速する枠組みとして、産学

官連携コンソーシアム COM^2 を発足させ、オープンテ

ストベッド運営、デバイス共通仕様策定、国際標準化提案

などを開始した。今後は、同コンソーシアムを核に量産プ

ロセスの確立と応用シナリオの具体化を進め、6G・

Beyond-6G 通信をはじめ、医療・セキュリティ・センシ

ング分野への波及を目指す。 
今後は、300 GHz 無線デバイスの更なる安定化と高出

力化、リアルタイム再構成型フォトニック RF フィルタの

高度化、多波長並列伝送による 100 Gbit/s 超級 THz 無線

の実証などの研究開発の継続が期待できる。あわせて、高

耐光パッケージ技術やサブ THz フェーズドアレイとの統

合を進めることで、「Microcomb-Inside」ソリューション

としての市場投入が視野に入ってくる。本研究が拓いたマ

イクロコム×テラヘルツ波プラットフォームは、高速無線

通信のみならず、新たな計測・イメージング技術の創出に

も寄与し、関連産業と学術分野の発展に大きく貢献すると

期待される。 
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概要 

東北大学にて開発された、室温で小型・低消費電力で動作するスピントロニクスセンサをインフラの非破壊検査システ

ムに応用することを目指して研究開発を行った。スピントロニクスセンサのみが実現可能な新しい検査法である低周波

電磁波を活用した打磁試験法を開発し、従来検査技術では到達不可能であった高精度検査を実現することを目的とした。

具体的には、マルチチャネル 3 軸センサの設計・製作、打磁試験システムの構築、低ノイズセンサ回路の設計・試作、環

境ノイズキャンセル技術の原理実証、非破壊検査データの収集と AI 開発、インフラマネジメントシステムの試作を実施

した。 

 

Abstract 

We conducted R&D with the aim of applying spintronics sensors, which are small and operate with low power 

consumption at room temperature, to non-destructive testing systems for infrastructure. We aimed to develop 

magnetic hammering testing (MHT) method that utilizes low-frequency electromagnetic waves to achieve high-

precision testing that was not achievable with conventional testing techniques. Specifically, we carried out design 

and production of a multi-channel 3-axis sensor, construction of MHT system, design and prototyping of a low-noise 

sensor circuit, demonstration of the principle of environmental noise cancellation technology, collection of non-

destructive testing data and development of AI, and prototyping of an infrastructure management system. 

 

１．まえがき 

 高度経済成長期に集中的に整備された社会インフラは、

今後急速に老朽化が進行することが予想されている。一方

で、国内では少子高齢化が進んでおり、限られた予算と人

員でインフラを合理的に維持管理する必要がある。特に、

プレストレスト・コンクリート (PC) 橋の建設数は約 6 万

橋を超えるが、PC グラウト充填不足や PC 鋼材の腐食・

破断、海外では落橋に至る事例も確認されている。このよ

うな背景から、PC 鋼材を簡便に低コストで、かつ、精度

よく検査するための手法の確立が求められている。しかし、

PC 構造物において重要な PC 鋼材は、コンクリート内部

に埋設されているために、目視による点検は非常に困難で

ある。 

現在、PC 鋼材の破断や腐食を検査する手法として最も

有力なものは漏洩磁束法である。鋼材を磁石で磁化させた

場合、欠陥個所からは磁束が漏れる。この漏れ磁束を磁気

センサで検出することで、破断や腐食の有無を見極めるこ

とができる。この漏洩磁束法を利用した非破壊検査装置は

既に実用化もなされている（例えば、四国総研製 M.EYE

チェッカー）。しかし、従来装置では、PC 鋼棒の破断の場

合、コンクリートのかぶり厚さが 15 cm 程度までが検出

限界であった。実際の PC 構造物では、より深部にも鋼材

が埋設されており、最大でかぶり厚さが 50 cm もの PC 構

造物も存在する。 

電子の有する電荷とスピンの 2 つの性質を積極的に利

用して、画期的な電子デバイスを創出しようとする、スピ

ントロニクス技術は、従来の非破壊検査の課題を解決しう

る。次世代のスピントロニクスデバイスの一つが、超高感

度磁気センサである。センサ応用のためには、外部磁場に

対する素子の出力変化 (磁気抵抗効果) を大きくする必

要がある。その代表的な現象が、本研究で利用する量子ト

ンネル磁気抵抗 (TMR) 効果である。1994 年に研究代表

者のグループにおいて、室温で約 20%の TMR 比が観測さ

れて以降、飛躍的に TMR 比が向上し、現在では 600%に

も至っている。このような磁気抵抗効果の劇的な向上を背

景として、スピントロニクス素子を社会インフラの検査、

バッテリーの高精度電流モニタ、がんやウイルスの検出、

ヒトの脳や心臓の生体磁場計測等に幅広く応用するため

の研究開発が進められている。 

従来、超高感度磁気センサの代表は超伝導量子干渉素子 

(SQUID) であった。しかし、超伝導デバイスは、現在の

ところ低温に冷却する必要があり、コストや装置の大きさ

の問題があり、広く普及はしていない。一方、本研究で用

いる TMR 効果を利用したスピントロニクスセンサは室

温で動作する。加えて、ナノメートルオーダーまで微細化

しても TMR 比が劣化しないことから小型化が可能であ

り、抵抗値が比較的大きい素子であるために消費電力も

100 W 以下と小さい。さらに、Si などの大面積基板上に、

半導体プロセスを利用して素子を形成することが可能で

あることから、将来的に低コストで製造可能である。この

ような特長を有するスピントロニクスセンサは、まさに

ICT/ IoT 社会におけるキーデバイスである。 



 

戦略的情報通信研究開発事業（SCOPE） 

令和７年度成果発表会（2025 年） 

東北大学とスピンセンシングファクトリー  (以下、

SSF) 社は、SCOPE プロジェクト（フェーズ I）において 

(平成 31 年度終了課題, ICT 基礎・育成型研究開発「スピ

ントロニクス素子による非破壊検査イメージング技術の

研究開発」)、スピントロニクスセンサをインフラ非破壊

検査用に最適化し、目標値である 50 cm のかぶり厚さで

の鋼材の破断検出に成功した  (M. A. Ihsan and M. 

Oogane et al., Sensors, 19, 4718 (2019)) 。従来の 15 cm

のかぶり厚さの限界を大きく上回り、スピントロニクスセ

ンサの有用性を実証した成果である。また、もう一つの参

画企業であるコニカミノルタは、「SenrigaN」という非破

壊検査装置を製品化し、JR や NEXCO 等からの PC 鋼材

の委託検査を数多く実施している。本検査装置の磁気セン

サには、従来の感度の低いホールセンサを用いているため、

測定対象はコンクリート厚が薄いものに限定されてはい

るが、データ通信によって測定データを瞬時に確認可能で

あり、状態診断も可能な利便性の高いシステムに特徴があ

る。 

前回の SCOPE プロジェクトで残された課題は、実環境

下において動作可能な非破壊検査システムを実現するた

めには、環境ノイズや検査対象以外の構造物からのノイズ

との信号分離である。また、漏洩磁束法は、鉄筋の傷等か

ら生じる漏洩磁場の大きさから傷の有無を判断するが、磁

場の大きさはセンサと対象物の距離によって変化し、対象

物以外から生じる磁場も合成されて測定されてしまう。ま

た、現在の漏洩磁束検査では、従来の信号処理・分析技術

では診断精度が十分でなく、判断が難しいケースでは、最

終的に熟練の専門職人の感覚に頼ってしまっている。以上

より、実用レベルでの非破壊検査を実現するための課題は、

以下の 3 つにまとめられる。 

(1) 外部ノイズと検査対象物からの磁場信号の信号分離 

(2) 漏洩磁束法のみを用いた検査からの転換 

(3) 検査員の判断に依存しない客観的なデータ診断 

これら 3 つの課題を解決するための要素技術の確立と、

それらを組み合わせて実現可能な試作システムの製作を、

本 SCOPE プロジェクトでの目的とした。 

 

２．研究内容及び成果 

2.1 マルチチャネル TMRセンサの作製 

SSF 社が保有する、スピントロニクスセンサ用の超高

真空多層膜作製装置を用いて、センサ素子の肝となる多層

膜を形成した。漏洩磁束試験と低周波電磁波を活用した非

波形検査法 (打磁試験と呼ぶ) の両方に対応可能なセン

サを作製する必要があるため、直流磁場と高周波磁場をと

もに高感度検知可能な多層膜を設計する必要がある。図

1(a)に最適化後のスピントロニクスセンサ多層膜の構造

を示す。強磁性自由層として CoFeSiB/Ru/CoFeB 積層膜、

トンネル絶縁層として MgO 薄膜、強磁性固定層として

CoFeB/Ru/CoFe/IrMn 積層膜を採用した。自由層中の

CoFeSiB 膜厚の調整により、センサ感度とダイナミック

レンジを非破壊センサ用に最適化した。また、MgO 膜厚

の薄膜化によって、漏洩磁束法にとって重要な低周波領域

の 1/f ノイズを低減し、かつ、高周波領域のホワイトノイ

ズも減少させることができた。図 1(b)に、最適化された素

子における、検出磁場分解能の周波数依存性を示す。1 Hz

において 1 pT/Hz0.5 程度の分解能、また 1 kHz では 0.1 

pT/Hz0.5以下の分解能が得られた。この結果は、従来のホ

ールセンサに比べて圧倒的に高性能であることに加えて、

漏洩磁束法および打磁試験法に必要なセンサ性能を満た

していることを示している。 

 
図1 (a) 開発したスピントロニクスセンサの構造と (b) 検

出磁場分解能の周波数依存性 

 

 最終的な非破壊検査システムには、48 チャネルのマル

チセンサを実装するため、同性能の素子を歩留まり良く作

製する必要がある。そのために、東北大学内のファブ施設

である、西沢センターにて素子化のための微細加工プロセ

スの確立を進めた。また、加工後の素子について、磁場中

での熱処理を行うことでセンサ動作が可能になるが、これ

までは外注で熱処理を行っていたが、試作の効率が悪い問

題があったため、SSF 社が保有する磁場中熱処理装置を令

和 5 年度に整備して効率化を図った。図 2 に素子形成後の

3inchφウェハとその性能評価結果を示す。この結果から、

ウェハ内のほぼすべての素子がσ< ±2 の性能に収まっ

ていることが分かった。 

図 2 開発したスピントロニクスセンサとその性能分布 

 

前述の最適化された微細加工手法により素子化した素

子を、アンプ回路およびフィルタ回路と接続し、漏洩磁束

法および打磁検査法に適用可能な 3 軸センサモジュール

を設計、および、制作した。図 3 に 3 軸センサモジュール

により測定した破断鋼棒の漏洩磁束測定結果を示す。左か

ら x, y, z 軸方向の磁場を測定した磁場マッピングデータ

に対応している。測定した結果は、予想される破断箇所か

らの漏洩磁束と一致しており、3 軸センサモジュールが期

待通り動作することを確認した。制作した 3 軸センサモジ

ュールを用いた打磁試験の結果については後述する。 

図 3 製作した 3 軸センサを用いた漏洩磁束検査の結果 
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2.2 打磁試験法の開発 

 我々は、漏洩磁束法の欠点を補完し、低周波電磁波を利

用した打磁検査法を独自に考案した。例えば、自動車や列

車等が橋梁を通過する際、構造物中の鋼材の固有振動が大

きくなる。また、配管では内部の流体の圧力によって常に

固有振動が生じている。打磁検査法は、その鋼材が変位し

た際に生じる僅かな空間磁場（主に地磁気）の揺動を検出

することを原理としている。鋼材の固有振動周波数で磁場

の揺らぎが生じるため、それを高感度磁気センサで検出で

きれば、鋼材の状態を周波数の変動から検知できる。打磁

検査法では、音と異なり、コンクリート等の磁性を含まな

い物体の振動から生じる信号はゼロであり、検出対象であ

る鋼材からの信号のみを検出できるメリットがある。また、

漏洩磁束法と異なり、磁場強度ではなく周波数の変化から

構造物の異常を検知するため、センサと対象物の距離に影

響されない特長もある。本研究では、打磁試験法の基本原

理を実証し、漏洩磁束法と同時計測可能なシステムの実現

を目的として研究を進めた。 

 本実験で用いた装置の概略を図 4 に示す。打磁試験法

の基本原理の確認のため、試料は単純な鉄板とした。測定

の手順は以下の通りである。 

1.非磁性テーブル上に支持台を設置して鉄板を載せる。 

2.板上⾯の中⼼部に打撃装置（圧電素子またはハンマ）

を用いて固有振動を与える。圧電素⼦を使う場合、ピ

エゾドライバで電圧を与え、その周波数を波形生成器

でコントロールする。 

3.板下に 2 cm 離して設置したセンサを用いて、打磁信号

を取得する。 

4.センサで取得したアナログ信号を A/D コンバータでデ

ジタル変換し、PC に保存する。 

図 4 構築した打磁試験法原理確認の測定セットアップ 

 

本実験では⼀般的な鉄鋼板として SS400 を⽤いた。ま

た、本実験では原理検証が⽬的のため、錆や傷のない健全

な鉄鋼板を使⽤した。図 5 (a)に典型的な打磁検査信号の

例を示す。図中の①の時間領域が打撃無しの状態であり、

環境ノイズのみを測定している。②の領域が打撃中であ

り、打撃無しの状態に比べて明瞭な信号が観測された。②

の領域に関してフーリエ変換を行い、周波数スペクトルを

得た。 

図 5 (b), (c) に⻑さと幅を 200 mm, 100 mm に固定し、

板厚を 6 mm, 12 mm とした鉄鋼板試料のフーリエ変換後

の周波数スペクトルを示す。150 Hz 付近にピークが観測

された理由は、環境に存在する 50 Hz の商用電源ノイズ

の高調波が、フィルタで除去しきれなかったためである。

また、この実験では、圧電素子を用いて 617 Hz の微小振

動を試料に与えているため、617 Hz および、その高調波

の鋭いピークが、試料によらず観測されている。一方、打

撃周波数以外の周波数でブロードなピークが観測され、こ

のブロードなピークが板厚方向の固有振動に対応する信

号と考えられる。板厚が 6 mm, 12 mm の試料についてブ

ロードなピークの周波数を比較すると、おおよそ 2 倍の周

波数となっていることが分かる。また、観測されたピーク

強度は数 10ピコテスラ～数 100 ピコテスラでばらついて

いた。これは、鉄鋼板の着磁状態がそれぞれの試料で異な

るためと考えられる。これらの結果から、センサ素子は、

鉄板の固有振動に起因して数 100 Hz～数 kHz 帯域に生

じる微弱な打磁信号を検出できることが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 鉄板を用いた打磁試験の基本原理の実証実験結果 

 

前述の方法で板厚を系統的に変化させ、固有振動周波数

との関係を調査した結果を図 6 に示す。理論式を用いた計

算結果を青の実線、実験結果を線形フィットした結果を赤

の点線で示している。図 6 から明らかな通り、固有振動周

波数が厚さに対して線形に大きくなる傾向が見られた。板

厚が 12 mm 以下の範囲では実験値と理論値は実験誤差

の範囲内であったが、それ以上の厚さではやや乖離があっ

た。これは板厚が薄い場合は単純な板の振動理論で説明で

きるが、厚い場合は幅方向の振動がほとんど無くなってし

まい、梁のように振る舞うためと考えられる。 

板厚方向の固有振動周波数 f は板厚 h に対して、

𝑑𝑓/𝑓=𝑑ℎ/ℎが成立する。この式には境界条件に関するパラ

メータは入っておらず、試料の固定方法に依らず線形にな

ることを表している。従って、鋼板試料の厚さに関しては、

試料の固定方法に依らずに固有振動数から厚さを評価可

能であることを示している。打磁検査法による健全な鉄鋼

板の肉厚推定精度を見積もるために、打磁検査スペクトル

をローレンツ関数によりフィッティングし、その半値幅 

(FWHM)を計測した。半値幅は音の減衰時間に反比例す

る物理量であり、健全試料においては約 30 Hz 程度であ

った。肉厚の推定限界は、図 6 から見積もられる直線の傾

き（𝑑f ⁄𝑑h）を FWHM で割り算した値となる。単位板厚

あたりの周波数変化量は約 120 Hz/mm であり、FWHM

が約 30 Hz であることから、推定限界は 0.3 mm 以下と

見積もられる。インフラ構造物に使用される鋼材や配管の

非破壊検査では、1 mm 程度の精度で減肉を検出すること

が求められているが、本研究によって、十分な肉厚推定精

度が得られることが分かった。 
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図 6 打磁試験法で測定した固有振動周波数と板厚の関係 

 

2.3 非破壊検査用低ノイズ回路の開発 

  スピントロニクスセンサを非破壊検査システムに組み

込むためには、素子出力を低ノイズで増幅し、フィルタリ

ングする回路と接続する必要がある。漏洩磁束法では直流

磁場を検出する必要があるが、打磁試験法では固有振動数

を検出するために数 100 Hz～数 10 kHz の交流磁場を検

出する必要がある。それらを切り替えて測定するための回

路を新たに設計し、制作する必要がある。本研究では、こ

れまでにコニカミノルタが生体磁場測定用に開発した、低

周波用回路をベースとして新規で回路を設計、製作を行っ

た。測定周波数帯での低ノイズ化を実現するために、個々

の回路部品を選別した。また、目標とする 48 チャネルの

回路システムを実現するために、図 7 に示す、4ch/枚の回

路基板をベース回路として作製し、それを 12 枚複製して

連結することにより 48 チャネル化を達成した。2.1 節で

説明したセンサ素子と、この低ノイズ回路とを組み合わせ

た最終システムの評価結果は、2.5 節にて述べる。 

図 7 設計・製作した 4 チャネル低ノイズアンプ回路 

 

2.4 環境ノイズキャンセル技術の開発 

 漏洩磁束法による漏洩磁場は、直流でナノテスラ以下の

レベル、打磁試験法による揺動磁場は交流で数 10 ピコテ

スラレベルと、いずれも微弱である。一方で、環境に存在

する地磁気はマイクロテスラレベルであり、地磁気以外の

都市ノイズも数 10 ナノテスラレベルで存在しており、測

定対象磁場よりも遥かに大きい。また、非破壊検査の現場

では、さらに多くのノイズ源が存在し、それらの巨大なノ

イズの中から微弱な目的信号を抽出する必要がある。本研

究では、ハード的な手法とソフト的な手法の組み合わせに

よって、環境ノイズ除去を試みた。大きな直流磁場を打ち

消すコイルユニットを高速でフィードバック制御するこ

とで、ハード的なノイズ除去を行った。加えて、ソフト的

には、マルチチャネルセンサの出力を解析し、ノイズ成分

を除去する処理を試みた。 

図 8(a)にハード的にノイズをキャンセルするために設

計した回路構成を示す。赤枠で示したノイズ計測用センサ

からの出力を測定し、青枠で示した回路で信号検出用セン

サに取り付けたコイルに、外部ノイズがちょうどキャンセ

ルするように電流を印加する機構になっている。その動作

検証の結果を図 8(b)に示す。外部ノイズとして地磁気相当

の±10μT の磁場を掃引しながら印加した。ノイズキャン

セル機構がない場合は、外部ノイズによってセンサ感度が

減少してしまい、また磁場掃引の向きによってヒステリシ

スが生じてしまっている。一方、ノイズキャンセル機構を

使用した場合、外部ノイズの大きさや掃引方向によらず、

センサ感度が一定になっていることが分かる。このことか

ら、地球上のどの場所の地磁気環境下においても、制作し

たノイズキャンセル機構によって原理的にノイズが除去

可能で、一定のセンサ感度で検査可能であることが示され

た。 

図 8 (a)地磁気キャンセル用に製作した回路の模式図と 

(b)それを用いて行った地磁気キャンセル実験結果 

 

ソフトウェアによるノイズキャンセルに関しては、信号

処理方法として、Adaptive Noise Cancel Method（ANC

法）、Dual signal subspace projection（DSSP 法）、独立

成分分析法（ICA 法）を検討した。日常環境に大きなノイ

ズとして存在しうる、時計・エアコン・電車・揺動する磁

性体・実験装置類（実験室を想定）・OA 機器類（会議室を

想定）などのノイズ信号を実測し、実測したノイズ信号を

擬似信号波形と混合した信号を作成して、マルチチャネル

のセンサに入力し、その出力に対して上述のノイズキャン

セルシミュレーションを行った。図 9 に示す通り、それぞ

れの手法でノイズキャンセルの効果が異なることが分か

った。図 9 (a) は信号処理後の波形の再現性を評価した結

果であるが、ICA＞DSSP＞ANC の順に波形再現性が高い。

また、ノイズの種類による影響も ICA は小さかった。一
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方、図 9 (b)は信号処理後の振幅強度の再現性を評価した

結果であるが、ANC＞DSSP＞ICA の順に振幅強度の再現

性が高いことが分かる。図 9 (c) に結果を表としてまとめ

た。漏洩磁束法、打磁試験法ともに、実際のインフラ検査

では対象物とセンサとの距離が不明であることがほとん

どであることから、振幅強度の再現性よりも、波形の再現

性が優先される。従って、現時点においては ICA 法が最

適な信号処理手法と考えられる。以上より、ハード・ソフ

ト両手法でのノイズ低減効果が確認された。 

 

 
 

図 9 ソフトウェアノイズ処理による (a)波形復元効果, 

(b)振幅復元効果, および, (c)まとめ 

 

2.5 インフラ検査システムおよび診断技術開発 

 前述した技術を統合し、作業性が良く、検査精度の高い

システムを目標として、最終的なインフラ検査システムの

構築を行った。また、システムで得られたデータを診断す

るための技術開発も合わせて行った。 

本研究で開発したシステムは、16 チャネル×3 軸センサ

で構成され、デジタル変換後にデータ収録ユニットを通じ

て PC にデータ転送される。AD 変換器およびデータ収録

ユニットについては、市販品を利用した。2.3 で開発した

回路については、漏洩磁束モードと打磁試験モードに切り

替えが可能であり、そのデータはリアルタイムで測定者が

PC 上で生データを確認可能である。また、解析用 PC に

転送されたデータについては、環境ノイズとの信号分離後、

自動で劣化診断がなされる。診断手法とその結果に関して

は、後述する通りである。 

まず、実際のインフラ構造物の試験に対応可能な、漏洩

磁束法と打磁試験法を測定可能なユニットを構築した。図

10 に構築した走査型非破壊検査ユニットの外観写真を示

す。3 軸センサが 2 m の範囲を 50 cm/sec 以下の速度で移

動可能なリニアアクチュエータが取り付けられている。こ

のことで高速で漏洩磁束および打磁試験プロファイルを

取得することが可能である。 

 

図 10 構築したスピントロニクス非破壊検査ユニット 

 また、アンプ回路については図 7 で製作した 4 チャン

ネル基板を 12 枚連結して、図 11 の写真に示すような 48

チャネル増幅回路を完成させた。 

 

 
 

図 11 製作した 48 チャネルアンプ回路ユニット 

 

48 チャンネルセンサ、走査可能な検査ユニットおよび

アンプ回路を接続して最終的なシステムを構築した（成果

発表展示ブースにて完成品を展示）。この開発したシステ

ムで、漏洩磁束試験および打磁試験の実証実験を行った。

本実験に関しては、長さ 1 m の 6B 配管に対して 5 mmφ

の貫通孔を開けた試料を用いて実験した。また配管長 1 m

に対して、センサはリニアアクチュエータにより、12 

cm/sec で移動させて計測した（約 8 秒間の計測時間）。図

12 に漏洩磁束検査の結果を示す。上段が信号処理をして

いない生データであり、下段がソフトウェアによって、5-

30 Hz のバンドパスフィルタリングした結果である。信号

処理の有無に関わらず、貫通孔の位置で明瞭な漏洩磁束が

観測された。漏洩磁束ピーク間の時間は約 0.04 秒であり、

移動速度から見積もられる貫通孔の径は 0.49 cm であり

加工寸法 (5mmφ) とほぼ一致し、非常に高い精度で欠陥

サイズを推定可能であることが示された。 

 

 
図 12 5 mmφ貫通孔を有する 6B 配管に対する漏洩磁束

検査結果 

 

このように、漏洩磁束検査法により局所的な欠陥を検出

可能であることが分かったので、打磁検査の測定も試みた。

図 13 にその結果を示す。配管を周期的に打撃し、センサ

を配管内部で移動させながら配管の固有振動に伴う交流

磁場を測定した。上段が生データであり、中央が最上段の

データをソフトウェアによりフィルタリングした結果、下

段が打磁信号取得結果である。図 11 の結果と異なり、欠

陥からの漏洩磁束に加えて打撃による磁束の僅かな変化

が周期的に観測されていることが分かる。打磁信号をフー

リエ変換した結果、配管周方向の 2 次の固有振動周波数と

考えられる約 500 Hz のピークが観測できた。このピーク

は同時に測定した加速度計でも観測された。これらの結果

は、漏洩磁束検査と打磁検査信号を独立に取得できること

を示しており、当初の目標を達成した。 
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図 13 開発したシステムによる漏洩磁束検査と打磁検査

の同時測定の結果 

 

漏洩磁束法で得られたデータについては、AI を利用し

た診断システムの開発に取り組んだ。漏洩磁束法の実験デ

ータおよびシミュレーションデータを取得し、機械学習に

より画像認識のアルゴリズムで自動診断が可能かを原理

実証行うこととした。機械学習のためには、膨大なデータ

を扱うことになるので図 14(a)に示す専用の PC を導入お

よび整備した。また、実験データに関しては、破断鋼棒の

漏洩磁場分布を、破断の大きさと試験体とセンサとの距離

（リフトオフ）をパラメータとして、様々な条件で取得し

た。また、実験と並行して、実験によるノイズを含まない、

電磁界シミュレーションによる漏洩磁場分布データの取

得を行った。図 14 (b)にその典型的な例を示す。図 14(b)

の上図は破断の無い 100 mmφ 鋼棒の磁場分布シミュレ

ーション結果であり、下図は 10 mm の破断がある場合の

結果である。実験と同程度の磁場強度がシミュレーション

でも再現されており、学習データとして適切であることを

確認している。この大量の磁場シミュレーションデータを

画像として学習し、欠陥の有無をニューラルネットの手法

で検知するための AI 開発を行った。 

また、打磁試験で得られたデータについては、打音試験

用に開発されたムーブレット解析を利用して自動診断可

能にする取り組みを行った。具体的には、構築したシステ

ムからの信号をデジタル変換し、それを高速 FFT するこ

とで打磁周波数スペクトルを得る。その周波数スペクトル

を高精度に解析することによって、わずかな打磁試験スペ

クトルの違いから減肉の有無を検出可能な診断ができる。

以上の通り、漏洩磁束法および打磁試験から得られたデー

タを、測定者の主観に依存せずに自動診断可能なシステム

が実現された。 

 

図 14 (a)導入した機械学習用 PC、および、(b)破断鋼棒の

電磁界シミュレーション結果 

３．今後の研究成果の展開 
 本研究終了後、約 2 年間の製品化開発を経て、2027 年

頃に委託検査ビジネスを開始する計画である。その方法と

して、以下の 2 通りを計画している。1 つは、コニカミノ

ルタ社が「SenrigaN」の次世代機を本研究成果をベース

として開発し、委託検査をビジネスとして行う。もう 1 つ

は、スタートアップ企業を立ち上げ、より早期に社会実装

を実現する方法である。いずれにしても次世代の非破壊検

査システムでは、現行の SenrigaN と同じチャネル数まで

センサを増やし、512 チャネル×3 軸とする計画である。

このことによって、広い範囲を効率的に検査可能になる。

また、研究期間終了後も非破壊検査データの収集を継続し

て実施することで、開発した AI 診断精度も飛躍的に高め

ることができる。現状モデルで、既に NEXCO、首都高速

道路公団、JR 等から検査委託を受けている状況にあり、

2026 年には受注がさらに拡大し、300 件/年程度の委託件

数が見込まれる。現状の標準的な検査料が 1 件あたり約

100 万円であることから、約 3 億年/年の売り上げが期待

できる。 

また、コニカミノルタ社またはスタートアップ会社での

委託検査事業の推進と並行して、数多のスピントロニクス

センサをインフラ構造物に設置し、常時状態をモニタリン

グ可能なシステムの実現を目指す。そのために、スピンセ

ンシングファクトリー社が、大口径ウェハ上に多数のセン

サを歩留まり良く作製する技術を確立し、センサを低価格

化する。加えて、センサの低消費電力化とエナジーハーベ

スティング技術との融合により、供給電源無しでのセンサ

の動作を目指す。また、Beyond 5G 通信に対応した、セ

ンサとのインターフェースも開発する計画である。さらに、

時系列の膨大なデータをクラウドで AI 処理することは現

実的でなく、センサエッジで AI 処理をし、分析結果のみ

の少量データを低消費電力で通信可能にする必要がある。

これらの Beyond 5G 対応技術とエッジ AI 技術とを、次

国家プロジェクトを設立して (5年間程度のプロジェクト

を予定) 開発する。以上の取り組みにより、約 10 年後に

はスピントロニクスセンサが国内外の多くのインフラに

設置され、インフラを低コストかつ安全に維持管理可能な

社会が実現できる。市場調査結果によると、2030 年頃の

検査装置の市場規模は国内のみで約 1,500 億円/年と予想

され、センサ部のみでも、その 2 割の 300 億年/年が見込

まれる。 

 

４．むすび 

非常に高感度なスピントロニクスセンサを利用した、新

規非破壊検査手法である打磁試験法の開発を行った。打磁

試験法により、多くの鉄を含むインフラ構造物の固有振動

を精度よく計測できることを明らかにした。このことによ

り、構造物の僅かな形状の変化を高感度に検出できると考

えられる。一方で、打磁試験法は配管厚さの平均値を精度

よく測定可能な反面、局所的な傷や減肉を検出するには不

利な手法である。この欠点を補うために、センサを移動さ

せながら漏洩磁束法と組み合わせるシステムを開発した。

開発システムを用いることで、漏洩磁束検査法と打磁検査

法は、同一システムで実施可能であり、対象物の局所的な

劣化状態と平均的な減肉度 (形状変化) の両者を同時に

評価可能であることが示された。さらに、この優れた検査

を環境ノイズに溢れた中で実現するためのノイズキャン

セル技術、得られたデータを自動解析して診断するための

技術の開発も行い、将来のスマートインフラマネジメント

システム実現のベースとなる重要な成果が得られた。 
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概要 

従来の電磁波による神経刺激法では、利用周波数が 100kHz 以下に限定されており、周波数制限から体内深部の局所的な

神経刺激が困難である問題があった。そこで、本研究は人体埋め込み型機器の電磁特性を利用した神経刺激法を提案し、

高周波数帯電磁波による体内深部局所神経刺激技術の確立を目的とする。これまでの電磁波による神経刺激で利用の検

討がされてこなかった高い周波数帯電波へ移行を行い、神経刺激の体内深部局在化の点で神経刺激治療へ有用性を示す。 

 

Abstract 
Conventional electromagnetic wave-based neural stimulation methods have been limited to frequencies of 100 kHz 
or lower, making it difficult to achieve localized neural stimulation in deep tissues due to frequency limitations. 
Therefore, this study proposes a new neural stimulation method that utilizes the electromagnetic characteristics of 
implantable devices, with the aim of establishing a technology for localized neural stimulation in deep tissues using 
high-frequency electromagnetic waves. By shifting to the high-frequency band, which has not yet been explored in 
electromagnetic neural stimulation, this approach demonstrates the potential for deep-tissue localization of neural 
stimulation, thereby demonstrating its utility in neural stimulation. 
 
１．まえがき 
 従来の神経刺激治療では主にインプラント(埋め込み

型)医療機器による直接的な神経刺激 、つまり、神経部位

へ電流を直接印加することにより実現されていた。このよ

うな神経刺激 による治療を実現するためには、電源回路

を伴う体内埋め込み型医療機器から電流を対象部 位に印

加する必要が、電源回路を有する医療機器の体内への埋め

込みにおいて、(1) 数年間に渡る長期治療を想定した場合

は電源回路のバッテリー寿命化の問題、(2) バッテリーや

電源回路の埋め込みに対する厳しい医療機器認証の制限、

があるため、バッテリー・電源回路を伴う埋込み型医療機

器のバッテリーレス化は重要な課題である。そのような背

景を受け、外部から電磁波を人体に照射することによる非

侵襲な神経刺激法が注目を集めている。特に、脳刺激にお

いては限局した大脳皮質への刺激法である経頭蓋磁気刺

激（TMS）と呼ばれる技術が盛んに研究されている。しか

しながら、TMS をはじめとする外部電磁界による刺激法

は体表（TMS の場合は脳表）への刺激が主に検討されて

おり、外部電磁波からの磁気刺激によって体内深部への局

所神経刺激が実現されておらず、その理由として、神経刺

激を誘起する周波数帯は基本的に 100kHz 以下となって

おり、波長が人体と比較して非常に長く体内深部の任意の

箇所への局所化が困難であるためである。そこで、本研究

は埋め込み型の機器の材料特性を利用することによる神

経刺激法に着目し、無線電力伝送方式による高効率なエネ

ルギー伝送方式を応用することで、高い周波数帯電磁波に

よる特定の部位への電流印加(エネルギー伝送)を実現す

る。神経刺激を誘起する周波数変換を高効率に実現する超

小型パッシブ型インプラント機器を開発し、より安全かつ

効果的な神経刺激による治療を実現できることが強く期

待される。 
 

２．研究内容及び成果 
近年，ニューロモデュレーションを使った治療が大きな

注目を浴びている．その一種である迷走神経刺激(VNS: 
Vagus Nerve Stimulation)はうつ病や脳卒中，心不全など

多種多様な症状への効果が見込まれている．現在，VNS の

方法は神経刺激装置を埋め込む方法や外部から超音波や

磁界を用いて刺激する方法がある．しかし，前者はバッテ

リーを伴うため定期的にバッテリーを交換する手術が必

要であることや日本では薬事承認のハードルが高いとい

う問題点がある．後者は，空間分解能が低く局所的な刺激

は困難である．そこでバッテリーの伴わない埋め込み方イ

ンプラント装置を使うことでこれらの問題を解決するこ

とが可能である．本研究では体内に埋め込んだ機器に対し

て外部から電力を伝送して VNS を達成する方法について

検討する．電力伝送には磁界共振方式を採用する．受信機

に用いるコイルは生体内部に配置するため，コイル特性は

空気中のそれとは異なり，既存の設計方法では安定した電

力伝送が困難になる．そのため，生体の影響を考慮したパ

ッシブ型インプラント機器の設計を行い，VNS の効果を

実験にて確認する． 
一般にコイルにはインダクタンス L [H]，巻線の抵抗 R 
[Ω]，巻線の線間容量 C [F] が存在する．そのため，生
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体組織の電気定数によりコイルの特性が変化することが

考えられる．図 1 にコイルを空気中，生体等価液体ファ

ントム（比誘電率：49、導電率：0.3 S/m @13.56 MHz）
中及び生体内部に配置した時のインピーダンスの周波数

特性を示す．コイル長は 10.4 mm，コイルの半径は 7.80 
mm，巻数 10 である．生体等価液体ファントム中及び生

体内部では空気中より尖鋭度が小さくなっている．これは

生体組織の導電率によりコイルの等価回路に対して並列

に抵抗成分が付与されたためである．また，共振周波数が

低くなっていることも確認できる．これは生体組織の比誘

電率により並列にコンデンサ成分が付与されたためであ

る．そのため，生体内部でのコイルの等価回路は図 2 のよ

うに表すことができる．本検討により周波数領域は従来の

100kHz 以上の適用可能性を示しており、MHz 帯や GHz
帯への拡張性も視野に入れた刺激システムの実現可能性

が示されている。 
 

 
図 1. パッシブ型インプラントシステムの周波数特性 
 
 

 
図 2. 等価回路モデル 

 
 

上記の検討のように、巻線抵抗や線間に生じる寄生容量

が存在している。そのため、生体にコイルを配置すること

でこれら寄生成分が変化することが予測される．そのため，

生体の電気定数を模擬したファントム溶液を用いて受信

機に用いるコイルの生体内部における電気定数の変化を

検討した．ファントム溶液内部でのコイルの電気定数を考

慮し，送信機と受信機の共振周波数が一致するように設計

する．送信機は空気中に配置し，受信機を空気中及びファ

ントム溶液内に配置した時の受信機にかかる電圧を測定

して比較評価を行った（図 3 (a)）．図 2 (b)は測定結果であ

る．生体による特性の変化を考慮せずに設計した場合には 
1.5V であったが，影響を考慮して設計した場合には 3 V 
まで電圧が改善された．このことから生体の影響を考慮す

ることで生体内部におけるコイル特性の変化が原因によ

る伝送特性の悪化を低減できることが示された． 

 
図 3. 生体等価ファントムを用いた評価 

 
 

設計した神経刺激装置を用いて in-vivo 実験を実施した．

図 4 はシステムのブロック図である．全身麻酔下の犬で頸

部を切開し，迷走神経を露出した上で，コイルにつながっ

た電極を設置した．設置後，皮膚を閉じ，体表から電力伝

送を行った（図 5 左図）．送信機には VNS 達成に必要な

パラメータを設定した信号を用いた．測定評価には心拍数

の変化を用いる．VNS が達成されている場合には心拍数

が減少し，達成されていない場合には変化が起きない．図 
5 右図は測定結果である．送信機を ON にすると心拍数

は 128 bpmから 85 bpm まで減少した．ON から 20 秒
後，送信機を OFF にすると心拍数は次第に増加し，刺激

前の値に収束した．以上のことから生体組織の影響を考慮

した設計により生体内部のインプラントへの電力伝送及

び神経刺激を達成出来ることが確認された． 
 

 
図 4. In-vivo 実験のブロック図 

 

 
図 5. In-vivo 実験結果 

 

 

３．今後の研究成果の展開 

本研究開発によりパッシブ型のインプラントデバイス

に基づく体内深部局所化された迷走神経刺激技術の有効

性が In-vivo 実験を通して有効性が確認された。今後の成

果展開の方針として、本研究開発技術の臨床研究に取り組

み、医療機器認証を通した実用化が考えられる。医療機器

メーカと協業し、臨床研究を含めた製品化までを見据えた

取り組みを実施する予定である。 

 

４．むすび 

本研究開発は低周波数帯が主であった神経刺激治療に

おいて、パッシブ型インプラントデバイスを用いた体内深

部・局所化を実現し、さらには 100kHz 以上の高い周波数

の利用可能性を示した。生体内刺激機構のための回路モデ

ルを検討するとともに、生体実験を通した有効性検証によ

り本開発技術の有効性を示した。 

(a) 実験環境 (b) 測定結果
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概要 

モバイル通信モジュールを搭載した電源タップ型デバイスの開発、所在に応じて LPWA 通信の通信先／通信方法をボ

ーダレスに切り替える機能の開発を行った。実証に向けてリソース融通を前提とした機器稼働状態データベースの構築

を行い、シミュレーションによりリソース融通の有効性を示した。スマートメータ回線網活用について、ICE 端末－水

道・ガスメータ間の通信規格調査を行い、LPWA 通信と ICE 端末間をバイパスするゲートウェイを開発し、ICE 端末と

の通信が可能であることを実証した。 
 

Abstract 
We developed a power strip device with a mobile communication module that can switch LPWA communication 
destinations/methods borderlessly based on location. For demonstration, we constructed a database of medical 
equipment operating states based on the assumption of medical equipment resource allocation. The simulation 
results showed the effectiveness of resource allocation. We also investigated communication standards between ICE 
terminals and water/gas meters. We developed a gateway to bypass LPWA communications and ICE terminals and 
demonstrated that it is possible to communicate with ICE terminals. 
 
１．まえがき 
医療機器の管理コスト増大や管理人材不足、資金不足か

ら都市部と過疎地域・山間部での医療格差が課題となっ

ており、医療機器リソースの融通による地域規模でのリ

ソース管理や医療機器の貸出による在宅療養の推進が求

められている。本研究は病院ごとに LPWA 通信を用いた

医療機器の位置稼働管理を行うとともに、送信先が固定

である LPWA 通信の技術的課題を克服することで医療機

関間のリソース融通を可能とし、LPWA 通信とモバイル

通信、さらには今後一般的な低容量通信インフラとなる

ことが期待されるスマートメータ通信へのボーダレスな

切り替えを実現することで医療機器貸出を実現し、地域

規模での医療機器リソース有効利用を可能とする通信基

盤を開発することが本研究の目的である。 
本研究では、医療機関間の医療機器融通、および療養の

在宅化による入院日数低減のための医療機器貸出を可能

とするため、機器利用状況を集約管理するシステムを構

築する。 
医療機関間の機器融通における実証研究環境としては、

名古屋大学医学部附属病院（大規模三次病院）及び新城

市民病院（地域型二次・回復期病院）を中心として、医

療機器リース会社との調整を進める。大規模病院及び医

療機器リース先の医療機関において LPWA 通信を用いた

医療機器管理ネットワークシステムを実装し、医療機器

の位置情報および稼働情報の収集を行う。医療機器が実

際に稼働した時間に基づいて医療機器リースの費用を算

出できるよう、医療機器が別の医療機関において使用さ

れた場合でも、稼働情報を同様に収集、管理が可能であ

るかの検証を行っていく。 
また、療養の在宅化のための医療機器貸出では、LPWA
通信の通信可能範囲外である利用者家屋においても医療

機器の稼働情報を収集できるよう、既に開発している医

療機器用電源タップ一体型デバイスに対してモバイル回

線を利用したデータ送信を行う機能を開発する。また、

対象の医療機器が他の医療機関へ融通された場合や在宅

療養のために貸出された場合を GPS の位置情報により自

動的に検出し、LPWA 通信の送信先や、モバイルデータ

通信への切り替えを自動的に行うボーダレスな通信機能

を構築する。 
 

２．研究内容及び成果 
モバイル通信機能を併せ持つ電源タップ一体型デバイス

の開発 

医療機器の管理コスト増大や先行研究（SCOPE、 
JP215006007）において開発した電源タップ一体型デバ

イスに対して、LTE 通信及び GPS 機能を付与するた

め、GPS 機能を有する LTE モジュールを選定した。モ

バイル通信機能を併せ持つ電源タップ一体型デバイスの

プロトタイプ(図 1)を開発し、GPS によるデバイス所在

座標の検出及び LTE 通信でのデータ通信の検証を実施し

た。GPS は一般的に測位結果の補正のために加速度セン

サが用いられるが、GPS のみでも誤差 10m程度であ

り、病院間の融通や病院－患者宅の貸出の検出には十分

な精度であることを確認した。一方で、GPS のリミテー
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ションとして屋内では測位に失敗し、推定座標が得られ

ない場合や、推定座標が最悪の場合で数百m 規模の誤差

で算出される場合があることも確認した。上記の場合に

は推定座標の取得失敗や非現実的な距離の移動（外れ

値）によって屋内に移動したと検出が可能と考えられ

る。 

 
図 1 LTE モジュールを搭載したプロトタイプ基板 

 
本デバイスは先行研究で開発した 1ポート電源タップ型

デバイスを基として、GPS 機能を有する LTE モジュー

ルを搭載し、LTE 通信のための SIMカードスロットを

搭載している。GPS を用いた測位機能、LTE 通信への切

り替え機能のため、デバイスの制御を行う MCU（Micro 
Controller Unit）に必要となる GPIO（センサや通信モ

ジュールとの通信を行う接続ポート）が増加し、先行研

究で用いた MCU では GPIO 数不足となった。そのため

本研究では MCU として M5 Stamp C3U に変更し、合

わせて通信端末側の基板全体の再設計を行った。一方

で、先行研究で開発した 1ポート電源タップ型デバイス

と同一の基板サイズとして設計しており、1ポート電源

タップ型デバイスのケース及び電力供給・測定側の基板

はそのまま利用可能とした（図 2）。本デバイスの製造に

ついて、基板の設計及び実装は研究室内で実施したが、

50台分の組立作業は株式会社ケアコムの協力のもと実施

した。 

 
図 2 LTE対応 1ポート電源タップ型デバイス 

 
電源ポートを 2 つ以上必要とする医療機器（人工呼吸器

など）への対応として、4ポート電源タップ型デバイス

の設計及び製造を実施した。本デバイスについては先行

研究で開発した 4ポート電源タップ型デバイスを基とし

て、GPS 機能を有する LTE モジュール及び SIMカード

スロットを搭載している。電流値に関する情報を 4ポー

ト分通信する必要があり、GPIO がさらに増加すること

から、MCU は M5 Stamp S3 に変更し、合わせて通信端

末側の基板全体の再設計を行った。一方で、先行研究で

開発した 4ポート電源タップ型デバイスと同一の基板サ

イズとして設計しており、4ポート電源タップ型デバイ

スのケース及び電力供給・測定側の基板はそのまま利用

可能とした（図 3）。本デバイスの製造について、基板の

設計及び実装は研究室内で実施したが、30台分の組立作

業は株式会社ケアコムの協力のもと実施した。 

 
図 3 LTE対応 4ポート電源タップ型デバイス 

 

LPWA通信およびモバイル通信のボーダレスな切り替え

機能の開発  

図 2 及び図 3 のデバイスを用いて、LPWA 通信の送信

先 GW（Gateway）切り替え及び LTE 通信への切り替

え機能を開発した。図 4 はシステムの概要を示す。デバ

イスには LoRa モジュールと LTE-M モジュールを搭載

し、送信先を切り替えてデータ送信をする。最初に前回

送信した GW宛に送信する。これにより、デバイスが移

動していない場合には、従来通り直接 GW に送信するこ

とができ、切り替えのオーバヘッドをなくすことができ

る。前回の GW に送信できない場合は、周囲の GW を探

索する。探索にはブロードキャストアドレス宛の Hello
パケットを用いて、サーバまでの疎通を確認する。GW
を発見できた場合は、発見した GW の宛先 ID を設定し

送信する。GW が発見できないか送信失敗した場合、

LTE-M 通信でのデータ送信を試す。 

 
図 4 送信先の切り替え機能の概要図 

 
そして、デバイスを複数箇所に移動する実験を行った。

実験場所は 4カ所用意した。実験場所の概要を図 5 に示

す。site A が名古屋工業大学（名工大）16号館 421 
室、site B は名工大 16号館 321室、site C は名古屋大

学医学部附属病院 ITセンター、site D は名工大 20号館
301室である。site A、site B、および site C にはそれぞ

れ GW-A、GW-B、および GW-C の GW を設置する。こ

こで、site A と site B は互いに近接しているため双方の

GW にデータが届く。これは実際の運用で複数の GW の

受信範囲が重なる部分が生じることを再現している。

site C は GW が整備された site A、B とは異なる施設を

想定しており、site C と site A、B は距離が遠いため互

いに疎通できない。さらに、site D は GW が存在しない

環境を想定して、GW を設置していない。 

 
図 5 実験場所の概要 
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GW には ES920GWX3 を用いた。この GW には 2 つの

識別番号を設定できる。送信先の切り替えありの実験で

は、GW の識別番号は GW-A が 0003 と 0004、GW-B が

0005 と 0006、GW-C が 0007 と 0008 と設定した。デバ

イスの宛先 ID は提案手法により自動設定する。送信先

の切り替えなしの実験では、すべての GW を 0001 と

0002 に設定し、デバイスの宛先 ID は 0001 とした。本

実験では 10 台ずつまとめたデバイスを 4箇所に 1セッ

トずつおく。このグループを毎日 10:00 から 11:00 の間

に場所を移動して通信の品質を確かめた。 
この切り替え機能の導入により、データの到達率は

72.70%から 99.48%と大幅に改善した。とくに、GW が

存在しない site D で、LTE-M による送信が可能となっ

たことが到達率の改善に寄与している。さらに、site D
以外の場所でも到達率の向上が確認された。データの重

複率は、37.19%が 1.70%へと低下し、実際にサーバで受

信した重複パケット数は 53,644個から 3,374個と大幅に

減少した。とくに site A と site B での重複率の低下が顕

著である。一方、平均重複数には大きな変化が見られな

かった。送信時間については、平均 13秒から 17秒へと

増加した。これは、site A と site B では送信時間は約 5
秒短縮された一方で、LTE-M の送信時間が増加したため

である。 
実験結果から、切り替え機能の導入によって、移動する

デバイスの通信の到達率が上がることが確認された。従

来の LoRa 通信では、GW の圏外では通信ができなかっ

たが、Multi-RAT の導入によって GW の圏外でも LTE-
M に切り替えてデータ通信を継続することができてい

る。また、GW圏内の場合、LTE-M によるデータ送信の

割合 1%未満であり、多くの場合 LoRa 通信を選択できて

いる。LTE-M 送信は、LoRa 通信が失敗した場合に切り

替わるが、ログからは LoRa 通信がキャリアセンスを認

識して失敗することが多いことが確認された。このよう

な状況では、一部の通信を LTE-M に分散させることで

site A、B の到達率が上昇していると考えられる。 
 
リソース融通を前提とした機器稼働状態データベース

の構築  
医療機器融通を適切に行うため、医療機関ごと、医療機

器カテゴリごとに稼働率を定義し、医療機器の適正保有

台数を算出した。ここで稼働率は病室における稼働台数

÷医療機器保有台数×100 として算出し、日本赤十字社

医学会の報告から適正稼働率を 85％と設定した[1]。した

がって適正保有台数は医療機器台数×0.85 となる。適正

稼働率に満たない場合は機器を余剰に保有しているとし

て余剰台数＝現保有台数－適正保有台数とし、一方で適

正稼働率を超過する場合に機器が不十分として不足台数

＝適正保有台数－現保有台数と定義した。この上で、複

数の医療機関の保有台数が適正保有台数に近くなるよ

う、資源配分問題に定式化した。本研究の資源配分問題

は、複数の病院と限られた台数の医療機器があるとき、

各病院に融通する台数を決定する問題である。本問題の

目的は適正稼働率と各病院における稼働率の差の分散を

最小化することである。 
資源配分問題は、次のように定式化した。ある病院にお

ける融通可能台数が N台であった場合に、当該医療機器

の稼働率が(𝑂𝑅!、𝑂𝑅"、…、𝑂𝑅#)の医療機関(1、2、
…、𝑀)へ、それぞれ(𝑥!、𝑥"、…、𝑥#)台を融通する。こ

こで、(𝑥!、𝑥"、…、𝑥#)は総和が𝑁以下の非負整数列で

ある。(𝑥!、𝑥"、…、𝑥#)の初期値は全て 0 とし、病院ご

との現在の稼働率と適正稼働率（85％）の差の分散

𝑣𝑎𝑟(0.85 − 𝑂𝑅!、0.85 − 𝑂𝑅"、…、0.85 − 𝑂𝑅#)が最小と

なる(𝑥!、𝑥"、…、𝑥#)を決定する。 
上記資源配分問題の求解には貪欲法を用いた。すなわ

ち、機器保有台数を 1台加算した際に、病院ごとの稼働

率と適正稼働率の差(0.85 − 𝑂𝑅!、0.85 − 𝑂𝑅"、
…、0.85 − 𝑂𝑅#)の減少量が最大となるのが病院𝑖であっ

た場合、病院𝑖への融通機器台数𝑥$に 1 を加算する。上記

の処理を(𝑥!、𝑥"、…、𝑥#)の総和が𝑁と等しくなる、ま

たは𝑣𝑎𝑟(0.85 − 𝑂𝑅!、0.85 − 𝑂𝑅"、…、0.85 − 𝑂𝑅#) = 0
となるまで繰り返す。これにより、医療機器融通問題の

定式化および求解アルゴリズムの構築、擬似データを用

いたシミュレーションが完了した。 
これまでの研究において、医療機器管理システムは既に

開発されているが、単一医療機関内の医療機器保有台数

及び保管場所を評価するシステムであった。医療機器リ

ソース融通が行われる場合には、医療機器融通先の医療

機関も包括した保有台数及び保管場所の評価を行うこ

と、および医療機器を所有する医療機関及び所在の両方

を管理することが必要となる。そのため、医療機器リソ

ース融通を前提とし、機器ごとの所有医療機関及び所在

を含めて格納可能な機器稼働状態データベースを構築し

た。 
先行研究ではデバイスの種類ごとに、デバイスに接続さ

れた医療機器をどの医療機関が所有するかを表すデータ

「team」を割り当てていた。teamは Web ページのユーザ

ーがどの医療機関に所属しているかも表しており、ユー

ザは所属する医療機関が所有している医療機器の情報の

みを Web ページ上で確認可能である。しかし、この方法

では他の医療機関から借りた医療機器の情報を Web上に

表示することが不可能である。そこで、新たに開発した

システムでは表示する医療機器を teamではなく位置情報

のログによって決定する。すべての医療機器について最

新の位置情報を取得することによって、Web ページを利

用した時点で特定の医療機関内にある医療機器を推定す

る。推定された医療機器を Web上に表示することによっ

て、医療機関が所有している医療機器と他の医療機関か

ら借りた医療機器の情報を Web上に表示することが可能

となる。これにより、医療機器融通を行ったうえでの医

療機関内における医療機器の稼働率を求めることが可能

となる。なお、セキュリティの観点から、Web ページの

利用者が所属する医療機関内に無い医療機器についての

情報は表示されない。 

 
[1]今田寛人、山本麻菜、小松千里、奥田真吾、松島安

幸、隅田昌之；中央貸出における医療機器稼働率の有効

活用の検討、日赤医学、Vol.71、No.1、pp.202-
202(2019)。 
 
医療機関間でのリソース融通の実証  
実際の医療機関において医療機器の融通を行うにあた

り、臨床工学技士の方々へのヒアリングを行った。その

結果、医療事故が発生した場合における責任の所在など

の問題を抱えるため、実際に病院間の医療機器融通を行

うことは難しいことがわかった。そのため、適正稼働率

を用いた医療機器融通の優位性を検証するために、仮想

空間上で医療機器融通のシミュレーションを行った。 

シミュレーションでは、「40か所の病院について、すべ

ての病院はある医療機器 Aを必要としている。しかし、

病院ごとに必要とされる医療機器 Aの数に対し、実際に
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各病院に配置された医療機器の数は不適当である。そこ

で、すべての病院で医療機器モニタリングシステムを用

いることによって、それぞれの病院における医療機器 A

の稼働率を求める。その値から適切な医療機器 Aの台数

を求め、医療機器 Aが余剰な場合はチュータに医療機器

Aを預ける。チュータはそれらを医療機器 Aの不足する

病院に渡す。これにより、すべての病院内にある医療機

器 Aを適切な台数とする。」という状況を想定したうえで

医療機器融通の検証を行う。病院は病床と医療機器を持

ち、病床はランダムに医療機器の需要を発生させる。需

要の発生した病床に医療機器を配置することで、病院内

における医療機器の使用を再現する。使用されている医

療機器は「稼働中」の状態となる。病院の所持する医療

機器のうち、稼働中であるものの割合を稼働率とする。

ここで、一定の期間における各病院の稼働率の最大値か

ら、医療機器の需要に対する台数を評価する。これによ

り、医療機器の不足する病院と余剰な病院を特定し、医

療機器融通を行うことでそれぞれの病院が持つ医療機器

の台数を適正化する。これを繰り返し、稼働率を用いた

医療機器融通が有効であることをシミュレーションで確

認した。シミュレーションは「医療機器融通の際に稼働

率を用いるか」「他の病院から借りた医療機器の稼働状態

を取得可能か」医療機器融通をどのように行うかの条件

を変えた複数の手法で行った。シミュレーションの結

果、他の病院から借りた医療機器を含めて求められた稼

働率を用いた手法による医療機器融通が稼働率を最も良

いものとした（図 6）。 

 
図 6 病院ごとの最大稼働率と適正稼働率の差 

 

スマートメータ回線網へのバイパス機能の開発  
中部電力株式会社との NDA締結及び議論を行い、テス

トベッドの開発を開始した。スマートメータ回線網への

バイパス手法として、水道やガスメータの自動検針や保

守管理に用いられる ICE 端末を用いることとした。ICE
端末は IoT ルートと呼称される sub-GHz帯を用いて水

道メータやガスメータの検針情報読み取りや制御を行う

装置であり、従来の T -NCU と同様の形でメータに接続

して利用が可能である。HEMS とスマートメータ間の通

信に用いられる B ルート、ICE 端末とスマートメータ間

の通信に用いられる IoT ルートの規格は秘匿されてお

り、利用が非常に困難である。そこで本研究では、電源

タップ型デバイスと ICE 端末の間をバイパスする GW
の開発を行うこととした。本 GW は Private LoRa 通信

を集約する GW であり、水道メータとして振る舞うこと

を想定して開発を行った。すなわち、電源タップ型デバ

イス－GW 間は Private LoRa 通信を用い、GW－ICE 端

末間は旧来の水道・ガスメータにも利用される手法を用

いて通信を行う。 
本研究開発項目の成果報告に対しては NDA契約のため

細部の記載を避けるが、ICE 端末から水道メータに対し

て発出される起動要求を、信号形式に適したセンサを用

いることで、マイコンにより読み取れることを確認し

た。また、ICE 端末から発呼される信号を解読し、応答

となる信号を生成、ICE 端末への通信に適した形式に変

換し、ICE 端末へ返送する機能を開発した。これによ

り、ICE 端末と GW 間の通信機能開発が完了し、ICE 端

末から GW がメータとして認識されることも確認した。 
上記で開発したバイパス GW について、量産性を考慮

した基板化を行い、 ICE 端末との安定接続試験を行な

った。1週間の耐久試験の結果、欠損率 1％未満での通

信を確認している。今後は耐久期間を 1ヶ月、半年と長

期的な耐久試験を行い、安定性を実証する必要がある。

また中部電力株式会社の協力のもと、 API を用いたデー

タ自動取得と Webアプリケーションの開発を進めてい

る。本研究で開発した電源タップ一体型デバイスは付近

の Private LoRa親局を自動的に選択しデータを送信す

る機能を持つため、在宅療養のために医療機器が貸し出

された場合に電源タップ一体型デバイスは自動的にバイ

パス GW を選択しデータを送信する。バイパス GW は

ICE 端末からスマートメータ回線網を通じてスマートメ

ータ回線網上のサーバへデータを送信する。本研究で開

発している Webアプリケーションは API によりスマー

トメータ回線網上のサーバから自動的にデータを回収し

Webアプリケーション上の表示に反映する。本機能は今

後その有用性を検証すると同時に、名古屋大学医学部附

属病院と協議し取得すべき情報および頻度の策定、取得

した情報をどのように表示するかを策定する予定であ

る。 
 

３．今後の研究成果の展開 

本システムの有用性や効果を検証するために、導入する

病院数の拡大や、医療機器に取り付けるデバイス数の増加

を目指している。異なる規模や環境の医療機関においても

対応可能とすることで、多様な場面で活用できることをし

めしたい。さらに、多様な医療機器での動作検証を通じて、

機器ごとの挙動の違いや課題を把握し、システムの精度向

上や機能改善に役立てる。 
令和 7年度までの活動で残した課題として、医療機器の

リソース融通の有用性を示すための実証実験が未実施で

あることが挙げられる。この背景には、臨床工学技士（CE）

をはじめとする医療従事者へのヒアリングを通じて、医療

機関間での医療機器の貸し借りは実務上困難であるとい

う現状が明らかになった点がある。具体的には、国公立の

病院や大学病院の医療機器は国・自治体の資産であり、こ

うした資産管理上の課題や、医療機器に関する医療事故発

生時の責任の所在といった問題が障壁となっており、機器

の自由な移動や融通が難しいことが分かった。 
一方で、同一法人内のグループ病院間や１病院内の病棟

間であれば、機器を共同で管理・運用するケースが存在す

ることが確認されており、こうした枠組みの中では、機器

リソースの融通が現実的な選択肢となり得る。このため、

グループ病院間や病棟間での医療機器のリソース融通に

関する実証実験を実施し、その有効性を検証することを計

画している。 
本実証実験では、複数の病院・病棟において医療機器を

効率的に運用するために、各病院・病棟で必要とされる機

器台数を予測し、限られた機器を最適に分配する手法の有

効性を検証する。この予測には、我々のシステムにより収

集可能な、医療機器の稼働率や使用時間、配置場所などの
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データを活用する。具体的には、各病棟における機器の稼

働状況を一定期間にわたって観測・記録し、そのデータを

もとに病棟ごとの機器需要を推定する。得られた予測結果

に基づいて、機器の使用効率が最大化されるよう、各病棟

への分配を最適化する。 
そのため、この実験における主要な評価指標として、①

稼働率データに基づく機器需要予測の精度と②本システ

ム導入前後における待機機器台数の変化を設定する予定

である。これらの評価を通じて、本システムが医療機器リ

ソースの効率的な融通に貢献できるかどうかを実証する

ことを目的とする。 
なお、実証実験は名古屋大学医学部附属病院内の 2 つの

病棟（MICU 及び EMICU）にて実施することを計画して

おり、実際の運用環境に即した検証を行うことができるよ

う現在調整中である。 
 

４．むすび 

本研究では、地域医療における医療機器の有効活用を目

指し、病院間の機器融通や在宅医療を支える通信インフラ

の構築に取り組んだ。背景として、医療現場では機器の所

在や稼働状況の把握に時間を要する課題が存在し、特に地

域医療においては、限られた医療資源を効率的に活用する

仕組みが求められている。 
そこで本研究では、LPWA（LoRa）通信とモバイル通信

（LTE）を併用可能な電源タップ型デバイスを開発した。

このデバイスは、機器の所在に応じて通信方式や送信先ゲ

ートウェイをボーダレスに切り替える機能を備えており、

病院内・病院間・在宅といった異なる利用環境においても

柔軟な通信を可能とする。実際に、従来のデバイスでは

LoRa 単独通信により通信到達率が 72.70%にとどまって

いたが、モバイル通信との切り替え機能を導入することで

99.48%にまで向上させ、安定したデータ収集が可能とな

った。 
また、リソース融通を前提とした機器稼働状態データベ

ースの構築を行い、機器ごとの所有医療機関及び所在を

含めて格納可能な機器稼働状態データベースを構築し

た。シミュレーション上での実験により、本システムに

よるリソース融通の有効性を示した。 
スマートメータ回線網活用について、ICE 端末－水

道・ガスメータ間の通信規格調査を行い、LPWA 通信と

ICE 端末間をバイパスするゲートウェイを開発し、ICE
端末との通信が可能であることを実証した。 
今後は、グループ病院間や病棟間での医療機器のリソー

ス融通に関する実証実験を実施し、その有効性を検証する

ことを計画している。また、開発したデバイスと通信基盤

を在宅医療の現場に展開し、医療機器の運用状況を患者宅

からも把握できる仕組みを構築することで、医療従事者の

負担軽減や患者の QOL 向上を目指す。また、スマートメ

ータ通信との統合を進めることで、都市インフラと医療の

連携を実現する新たなモデルケースとして発展させてい

く予定である。 
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概要 

本研究では、偏光イメージセンサを用いた電界イメージングの感度および周波数範囲の拡張手法を開発した。2 重偏光子

構造により高強度照射が可能となり、さらに偏光子の 3 層化や画素寸法の拡大により感度が大幅に改善された。画素配

置に起因する空間分解能の低下や感度の不均一性も画像処理で補正された。光変調には 25 GHz 信号の 4 逓倍を用いる

ことで 100 GHz 帯まで対応し、ミリ波近傍電界の動画像撮像も実証した。今後は性能向上と装置の小型化・簡便化によ

る実用化が期待される。 

 

Abstract 

In this study, a method was developed to extend the sensitivity and frequency range of electric field imaging using 

polarized image sensors. The dual-polarizer structure enabled high-intensity irradiation, while sensitivity was 

significantly enhanced by utilizing three layers of polarizers and increasing the pixel dimensions. Image processing 

also corrected the spatial resolution reduction and sensitivity non-uniformity caused by the pixel arrangement. By 

employing quadrupled 25-GHz signals for optical modulation, the system can now manage signals up to the 100-GHz 

band, demonstrating video imaging of electric fields near millimeter waves. Future practical applications are 

anticipated through performance improvements and by reducing the size and complexity of the equipment. 

 

１．まえがき 

本研究では、フォトニクス技術を応用したリアルタイム電

界イメージング技術を発展させ、ミリ波から THz 帯の超

高周波において、回路近傍電界を高感度検出するための基

礎技術開発を行う。高感度化を実現するために独自の偏光

計測イメージセンサ技術を用いるとともに、申請者らが以

前に開発した光学的な共振を高周波検出に応用する手法

を発展させる。これにより、リアルタイム電界イメージン

グを 100 GHz帯まで拡張するとともに従来法よりも 100倍

以上の高感度化を目指す。（図 1） 

 5G 以降の移動体通信においては、ミリ波やサブミリ波・

THz 波といった超高周波帯を用いることも想定されてい

る。この周波数帯においては、伝送線路による減衰が大き

く従来のプローブを用いた電界計測を行うことが困難と

なる。また、指向性が高いことからビームフォーミング技

術を用いて通信機器間に効率的に電波を照射することが

必須となる。そのため、刻一刻と変化する機器の状態をリ

アルタイム計測することが求められる。 

 これらの課題に対して、本研究では、高周波フォトニク

ス技術を応用し並列度の高い計測を行うことでイメージ

ングする。これまでの高周波フォトニクス技術は、広帯域

ではあるものの感度が低い、あるいは、高感度化手法を取

ると対応周波数が低く制限されるという課題があった。こ

れに対し、光計測に用いる偏光イメージセンサの高度化、

および、光変調の高度化、共振効果の利用等によって感度

向上を図った。これらによって従来の電界イメージング手

法に対して大幅な高速化、高感度化を実現される。本研究

ではミリ波から THz 帯で動作する高周波デバイスの動的

な変化をイメージング可能とすることで、効率的な評価手

法へと展開させることを目的とした。 

 
図１本研究の概要 

 

２．研究内容及び成果 

■２重偏光子を用いた電界イメージングシステム 

本研究における高周波電界イメージングは、申請者らが

提案した二重偏光子構成を持つ微弱偏光イメージングシ

ステムを基盤としている。この構成では、第一の偏光子で

ある一様偏光子、および、第二の偏光子であるイメージセ

ンサ画素上偏光子の二重偏光子構造を取る。（R. Okada et 

al., Electron. Lett. 57, 472, 2021. 笹川 清隆ら, 特願 2020-

203070）独自に設計する偏光イメージセンサでは、画素上

偏光子の方向は画素ごとに異なる方向に設計できる。本手

法では観察対象（本研究では電界センサである電気光学結

晶）に、第一の偏光子（一様偏光子）に対して不透過な直

線偏光を照射する。偏光は電界プローブである電気光学結

晶に電界を印加することでわずかに回転する。偏光回転で

生成された入射偏光に対する直交偏光成分は、第一偏光子

である一様偏光子を透過する。一方、入射偏光と同じ偏光

方向の成分は、偏光子を「ほとんど」透過することができ

ない。ここで、「ほとんど」と書いたのは現実的な偏光子
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では、わずかに透過するためである。電界イメージングシ

ステムでは偏光ビームスプリッタを用いることを想定し

ているが、その消光比は数百程度が通常である。本手法は

この透過成分を有効に利用することに特徴がある。結果と

して、第一偏光子は、（１）光強度を低減し、（２）偏光回

転角度を増大させる働きをもつ。イメージセンサ画素を光

検出器として用いる場合、これらの効果は、（１）画素飽

和を回避し、（２）信号変化率が大きくなり検出しやすく

することが可能となる。  

 
図 2 偏光イメージセンサを用いた２重偏光子構造 

 

本提案を実証するために、画素上偏光子を互いに直交す

る 2 種類（0 度、90 度）とした偏光イメージセンサを試

作し、消光比が約 800 の一様偏光子を画素上偏光子に対

して 45 度となるように配置した。入射偏光角に対する 2

種の偏光子搭載画素の出力特性を図３に示す。図中 0 度は

一様偏光子の透過率が最低となる偏光角である。画素上偏

光子を透過することによって、互いに逆方向に極小点がシ

フトしている。更にこれらの差分を取ることによって、偏

光回転量に比例する値が得られる。すなわち、偏光の回転

によって信号が相補的に変化する構成であり、両者を比較

することによって、単一のイメージセンサで差動検出を行

い、同相雑音を低減することができる。 

 
図 3 ２重偏光子構造における 

偏光イメージセンサ画素出力特性 

 

本手法を用いた装置構成を図 4 に示す。光強度変調器と

光増幅器を用いることで、高周波の局所発振信号を生成す

るとともに、十分に高い光強度に増幅される。光源波長は

780nm である。この波長帯では、イメージセンサ画素の

Si フォトダイオードが感度を有するとともに、高速な光

変調器や半導体光増幅器が入手可能である。また、光通信

に広く用いられている 1550nm 帯を第二高調波発生によ

って半分の波長とした光源も利用することができる。この

変調光は、偏光を適切に調整することによって、変更ビー

ムスプリッタでほぼ完全に反射され、波長板を透過して電

気光学結晶へと照射される。 

電気光学結晶には基本的に ZnTe を用いた。結晶底面に

光源波長である 780nm 帯の広い反射コート、上面には低

反射コートそれぞれを施している。波長板のペアは、1/8

波長板と 1/4 波長板であり、光が往復して 2 回透過した結

果、それぞれ 1/4 波長板、1/2 波長板として作用すること

で任意の偏光状態とできるように構成されている。これに

より、」反射光は偏光ビームスプリッタの透過率が最低と

なるように調整されることで図２に示したような条件と

なる。 

電気光学結晶は、電界が印加されることによって屈折率

が変化する。例えば、(100)-ZnTe の板状結晶では、電界が

印加されていない状態では、等方的な屈折率を有するが、

面に対して垂直方向の電界が印加されることで、面内方向

に複屈折性が生ずる。これを 780 nm の光を照射し、偏光

変化として読み取る。 

電気光学結晶を透過した光は、周波数 fLO で強度変調、

周波数 fRFで偏光変調された状態となっている。偏光の変

調度は一様偏光子を透過することによって増強され、画素

上偏光子によって、強度変調に変換され、fLO と干渉、ミ

キシングされる。その結果として、中間周波数成分

fIF=|fRF－fLO|が現れる。イメージセンサのフレームレー

トは観察対象である fRFよりも非常に低いが、この中間周

波数を偏光イメージセンサのフレームレートよりも低く

設定することによってイメージセンサで高周波電界分布

像を取得することが可能となる。実際には、信号処理の容

易さからフレームレートの 1/4 にすることが基本となる。 

 
図４ 電界イメージング装置基本構成 

 

図５にマイクロストリップライン線路に 100 MHz の信

号を入力した際の撮像例を示す。電気光学結晶は、3mm

×3mm×0.5mm の(100)-ZnTe である。画像に対して垂直

方向の電界が明瞭に観察されており、線路を中心としてに

両側に電界がひろがっており、位相が反転していることな

どが画像から確認できる。 

 
図５ 基本構成による電界撮像例 

 

 

■微弱偏光変化検出用偏光イメージセンサ 

提案する電界イメージングでは、電気光学結晶に電界を

印加した際の屈折率変化を光を用いて偏光の変化として

読み取る。そのため、偏光イメージセンサの基本性能向上
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は提案手法の実現を行う上で不可欠な技術である。 

偏光イメージセンサの画素上偏光子は、イメージセンサ

製造に用いる CMOS 配線層をグレーティング状にし、ワ

イヤグリッド偏光子とすることで製造プロセスを簡略化

することができる。我々は以前に微細なプロセスである

65nm CMOS プロセスの配線層を用いることによって

100 程度の消光比作製できることを報告しているが、この

ようなプロセスでは画素の受光特性が低いという課題が

あった。本研究では、良好な受光特性が得られる 0.35-μm

プロセスを用いて、多層偏光子構造による画素上偏光子の

性能向上、製造誤差低減のためのレイアウト最適化を行っ

た。 

本研究では、最適化を行うために複数のチップ製造を行

ったが図６(a)に試作したチップの一つの外観を示す。初

期のテスト用チップでグレーティングの周期が異なる画

素を複数用意し、実測で最適な構造を検討した。想定する

光源波長である 780 nm では、line/space=0.7μm/0.7μm

が最適な周期となることが確認された。しかし、1 層の構

造では、消光比は 1.5 程度であった。これに対し、図 6(b)

に示すような多層化によって消光比の改善を図った。使用

した CMOS プロセスの 2 層目と 3 層目を積層した構成で

は、当初目標値の 3 以上を達成した（図７(a)）。この値は、

従来比 2 倍以上の改善であり、提案する高感度偏光変調検

出において画素上消光比が無限大の場合の約 50％以上の

性能が得られると見積もられる。 

偏光検出限界を見積もるために、推定検出角度の安定性

を測定した結果を図４に示す。画像は毎秒 30 フレームで

取得し、70×55 画素を 150 フレームの移動平均を行った。

この測定結果において、偏光検出値の標準偏差は 9×10-5

度であり、目標以上の計測感度を達成できることを確認し

た。 

  

 さらに、3 層を積層した構造の画素上偏光子では、消光

比は 5.7 まで改善することが確認された。消光比と偏光検

出感度の関係を図８に示す。実線は理論曲線であり、黒点

は画素上偏光子の値をプロットした結果である。この結果

より、3 層の偏光子では、1 層に対して３倍以上の感度が

得られることがわかる。また、理論曲線との比較から消光

比が無限大の場合と比較して 70%程度の感度に到達する

ことが確認できる。透過率が最も低くなる領域の周辺を用

いる場合には高い消光比が要求されるが、本研究の場合の

ように、偏光変化に対して最も変化が大きくなる領域を用

いる場合には提案するような多層偏光子でも高い性能が

得られる。 

 
図８ 消光比と偏光感度の関係。 

 

 本研究では、780 nm 帯の光を用いて電気光学結晶の屈

折率変化を読み取る構成としている。この波長帯は可視光

と比較して Si の光透過率が高く、画素間のクロストーク

を避けるため当初の試作画素では、画素寸法 30 μm 角、

受領域であるフォトダイオードを 15 μm としていたが、

偏光子の最適化の後に画素構造の改善を行った。 

 現在の一般的なイメージセンサは、画素上マイクロレン

ズを用いてフォトダイオード部に就航を行っているが、本

研究では画素寸法を 45 μm と大きくし、その条件でフォ

トダイオード間隔を最適化した。その結果として、画素内

偏
光
感
度

(a
.u

.)
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M1 (ER:1.7)
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M2M3 (ER:3.1)
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図６(a)偏光イメージセンサ外観。(b)2層グレ

ーティング偏光子構造。 

 

(a) 

 
(b) 

 
図７ (a)2層グレーティング偏光子を搭載した画素

の偏光依存性。(b)偏光出力安定性。 

 

 



 

戦略的情報通信研究開発事業（SCOPE） 

令和７年度成果発表会（2025 年） 

の受光領域の割合である開口率は、従来の 25%から 54％

と 2 倍以上に改善した。図 9 は画素出力の信号およびノ

イズの比較を行った結果である。45 μm 画素で開口率が

大きくなっても信号強度の増加は大きくはない。これは、

フォトダイオード寸法の増加によって画素容量も大きく

なっているためである。雑音のいずれの画素も光強度の増

加とともに雑音が増加する傾向がみられており、画素飽和

付近でフォトンショットノイズ限界に近付いていること

が確認できる。しかしながら、45 μm 画素のほうがノイズ

成分の値は低い。この低下も、画素容量が大きくなってい

ることが大きな要因となっている。結果として、画素飽和

点付近の信号対雑音比を比較から、45 μm 画素は 30 μm

画素に対して約 5 dB の改善を達成した。また、この画素

を用いて100×110画素の偏光イメージセンサを作製した。 

 
図９偏光画素特性の光強度依存性。(a)30 μm画素。 

（b）45 μm画素 

 

■電気光学結晶への共振構造の導入 

本研究では、高感度電界増幅のために光共振を行うこと

を目指している。変調によって生成されるサイドバンドの

波長が、光源波長とは異なる次数の共振モード波長に一致

する様に設計を行う。このように FSR(Free Spectral Range)

を最適に設定することにより、変調後の信号のロスを減ら

すことができる。光共振器のフィネスは 10 以上を目標と

した。 

図７に示す光共振器構造を作製した。電気結晶としては、

高い電気光学係数と光透過特性を有し、導波路型の光変調

器に用いられている X-cut の LiNbO3 を用いた。結晶の底

面に波長 780nm 帯に対する高反射コートを上面に低反射

コートを施し、その上に約 90%の反射率をもつ Al ミラー

を配置した。結晶とミラーの間はガラスとなっており、厚

さは約 1.6mm である。結晶底面の高反射コートと Al との

間で形成される共振器の特性を測定するため、発振波長

785 nm、線幅 3MHz の単一波長レーザー(Distributed Bragg 

Reflector laser)を光源とし、温度を制御することによって

波長の走査を行いつつ反射光強度の測定を行った。 

共振器の形成により、波長に対して周期的に反射率が低

下する。フィネスを求めるには、Q 値を求める必要がある

ため、透過率の逆数を取ってプロットした結果を図１０に

示す。共振ピークの幅と周期の比からフィネスが求められ

る。ローレンツ関数でピークをフィッテングして求めた結

果からフィネスは 10 以上と見積もられ、目標値を達成し

た。また、FSR については、レーザーの波長校正が不十分

で精度が低いが、今回の構成では約 57 GHz と推定され、

次数が 2 つ異なるモードを用いると 104 GHz の周波数と

共振する・ 

 
図１０ 共振スペクトル測定結果 

 

■露光時間制御による中間周波数向上手法の開発 

 イメージセンサは、多点の情報を並列に一括して取得す

ることが可能であることから様々な分布を一括して取得

する事が可能である。最も広い応用は、写真や動画像の取

得であるが、個々の画素からの光情報を信号処理すること

によって、単純な光強度分布ではなく様々な情報を取得す

ることができる。その一つの例が、画素の信号の時間的な

変化から光信号処理によって位相検波をする手法である。 

 このような手法を実現するためには画素内で信号処理

を行うような手法もあり、比較的高い周波数に対応可能で

あるが、画素構造が複雑になるため、導入が難しい場合も

ある。また、例えば、我々が目的とする高周波電界イメー

ジングにおいては、そのような手法を用いても応答周波数

が不十分となる場合もある。 

 比較的低速なイメージセンサを用いる場合には、光ヘテ

ロダイン法によって中間周波数帯に周波数変換すること

が解決法の一つとなる。この周波数をイメージセンサのフ

レームレートより低くすることで、高周波帯の強度及び位

相情報を得ることができる。これに対応するために電界イ

メージングにおいてヘテロダイン法を導入し、中間周波数

を 90 Hz に設定して電界分布計測をデモンストレーショ

ンした。しかし、このような低周波帯では、商用電源のハ

ムノイズや機械振動のノイズなどが重畳しやすい。一方、

フレームレートの向上は、システムの制限により上限が低

い。これに対して露光時間を制御し、等価時間サンプリン

グ手法を導入することによって、フレームレートを上げる

ことなく観察する信号の中間周波数を向上させる手法を

開発した。 

 しかし、単純なサンプリング手法では、観察対象となる

中間周波数の向上はできるものの従来と同様、フレームレ

ートの 1/4 の周波数成分を検出してしまう。図１１ではそ

 
図１１イメージセンサを用いた単純な等価時間サンプリング

における位相検出の模式図。フレームレート fframeより高い周

波数 fが検出可能となるものの f/5の成分も検出してしまう。 
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の例を示している。この例では露光時間を 1 フレームの

1/5 としている。観察対象となる周波数成分 f の信号に対

して露光タイミングが 1/4 周期ずつずれるようにするこ

とで、等価時間サンプリングによる高い周波数成分の取得

が可能なる。この例では、フレームレート fframe に対し、

観察対象信号はその 5/4 倍である。しかし、この単純な検

出法では、f/5 の周波数成分も検出される。すなわち、ノ

イズ低減効果が得られず、中間周波数向上の利点が損なわ

れる。これに対し、本研究では、４フレームに１度フレー

ム遅延を追加し、これに対応した位相検波を行う手法を提

案した。図 1２に提案手法での周波数 f および f/5 の信号

に対するサンプリングタイミングを示す。各サンプリング

タイミングにおける正負の符号を比較するとこの場合で

は図 1１と異なり、両者で一致しないものとなっている。

そのため、周波数 f の成分を選択的に検出することが可能

になる。 

 

従来法と提案手法を用いた電界イメージングの比較結

果を図 1３に示す。観察対象はストリップライン線路であ

り、3 GHz の信号を入力した。電界を光信号に変換するた

めの電気光学結晶は(100)-ZnTe であり、撮像面に対して

垂直な電界成分に感度がある。フレームレートは 240 Hz

に設定しており、通常サンプリングでは 60 Hz が検出さ

れる。これに対して等価時間サンプリングを行うと 300 

Hz を検出可能となる。しかし、60 Hz も検出されること

がわかる。提案法では、60 Hz の成分は検出されていない。

これに伴い、この周波数帯の雑音成分が低減され、信号対

雑音比が改善されることが実証された。すなわち、光ヘテ

ロダインを用いた検出系において SNR の改善に寄与する

ことが可能であることを示した。この提案手法は、デジタ

ル・ドメインで加減算のような単純な計算によって前処理

ができる。そのため、リアルタイムイメージングへも適用

することができると期待される。 

 

さらに本手法を拡張し、フレームレート 360 fps、露光時

間を 1 フレームの 1/12 とすることによって、中間周波数

を 1080 Hz とし、目標の 1 kHz 以上を達成した。電界撮

像結果を図１４に示す。光増幅器を用いた高出力の局所発

振信号生成法と組み合わせることによって、安定的な信号

検出ができるものと期待される。 

 

■画像処理による空間分解能と感度均一性の改善 

偏光イメージセンサ上には互いに直交する偏光画素が

隣り合って配置されており、前節までの結果は、2 画素を

一組として出力の差分をとることによって信号処理を行

ってきた。この時、2 画素の位置はほぼ同一であると仮定

した信号処理を行っているため、前画素数の半分の分解能

となっていた。また、提案手法のようにイメージセンサを

光の干渉等の影響で面内の輝度分布が不均一になりやす

い。その場合、結果として、電界検出感度も不均一になる。

これらの課題を解決するため、画素間およびフレーム間の

輝度補正、および、画素補完を行い再構成する手法を開発

した。 

手順は以下のとおりである。 

(a) 偏光イメージセンサによる連続画像取得 

(b) 0 度画素と 90 度画素の画像に分離 

(c) 画素補完を行う。 

(d) 直前までのフレーム平均像を用いて輝度補正 

図１５にそれぞれの工程での画像の例を示す。 

提案手法を適用した結果の電界撮像結果の比較を図１

６に示す。観察対象はマイクロストリップライン線路であ

り、画像生成に利用したフレーム数は 65,536 枚である。

図中上段が電界強度像、下段が位相像を示している。図１

６(b)では画素補完によって、空間分解能の改善がみられ

ることがわかる。図１６(c)では、さらに輝度補正を行った

結果を示す。この処理によって、特に画像右下の低感度領

域が補正され、線路上の電界強度がほぼ一定となっている。

また、線路の両側の電界分布についても、補正によって対

称性が高くなり感度分布が改善されていることが示唆さ

れている。 

 
図１３ 試作したチップを用いた提案手法の実証。フレー

ムレートは 240 Hz。等価時間サンプリングによってフレー

ムレートより高い 300 Hzの信号が検出されている。また、

提案手法により 60 Hzの成分は検出されず、信号対雑音

比が改善されている。 
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図１４ 中間周波数 1080 Hzでの電界撮像例。 
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図１２ 提案する等価時間サンプリングにおける位相検出の模式図。露光タイミングにおける周波数 fと f/5の位相が徐々に

ずれるため、fの成分のみ選択的に抽出可能となる。 
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図１７に積算回数と取得像の関係を示す。信号強度が高

い線路部分は、積算枚数 4,096 枚程度からほぼ改善が見ら

れなくなる。一方で、線路外の信号が低い部分から、積算

枚数の増加によってさらに雑音低減効果が得られている

ことがわかる。 

 

図１７における線路中央の信号強度と雑音強度を図１

８に示す。ここで雑音強度としては、高速フーリエ変換に

よって、中間周波数からわずかに異なる周波数の強度を用

いている。この結果から、信号強度は積算フレーム数に比

例していることがわかる。また、雑音については、積算枚

数が 4,096 以上において、積算枚数の平方根に比例してい

る。本実験では、中間周波数 90 Hz、フレームレート 360 

fps であるが、これらを向上させることによって、同一の

画像取得時間でより高い信号対雑音比を実現できること

が示唆される。その際に、より高い光強度の変調光源が必

要となるが、より出力の高い光増幅器を用いることで対応

可能と考えられる。 

 

 

■観察対象周波数変動への追従 

 前節までの装置構成では、観察対象の波源と LO 信号の

波源を同期して生成していた。しかし、実環境では観察対

象のデバイスの周波数を LO 信号と同期することが難し

い場合も多い。その場合、観察対象の周波数が変動してい

る状態となる。これに対し、LO 信号をこれに追随して変

動させることによって、中間周波数を一定に保ち、可視化

する手法の開発を行った。（図１９） 

 
図１９ 周波数追跡システムによる電気光学イメージン

グの概念図。 

 

 LO 生成部の構成を図２０に示す。観察対象としては、

平面アンテナを用い、そこから放射された電波を受信する。

観察対象の周波数は fc = 2.45 GHz であるが、LO 信号波

源とは同期されていない状態である。周波数の変動分をΔ

f とすると、観察対象の電界周波数は 2.45 GHz +Δf と表

される。これを増幅した後、2.45 GHz –433MHz–90Hz の 

信号とミキシングし、433 MHz＋90Hz＋Δf をバンドパ

スフィルタによって抽出する。この成分は、さらに、2.45 

GHz – 433 MHz の信号とミキシングすることで、

2.45GHz + 90Hz +Δf が得られる。この信号を fLOとして

 
 

図１６ マイクロストリップライン上の電界強度と位相

画像の例。(a)前作で使用した単純処理の結果。(b）列

補間処理を施した結果。(c）列補間と強度補正処理を

施した結果。画像数は 65,536枚。(K. Sasagawa et al., 
Sensors,2025より) 

 
 

図１７ 積算枚数による電界像の比較。 (K. Sasagawa 

et al., Sensors,2025より) 

 
図１５ 各画像処理ステップの処理結果の例。(K. 

Sasagawa et al., Sensors,2025より) 

 

 
 

図１８ マイクロストリップ線路上の 5×5 ピクセルか

ら計算された信号強度とノイズ成分の積分枚数依存

性。信号強度は、ソフトウェアのロックイン検出と FFT

によって抽出されたものである。ノイズは、中間周波

数からわずかに離れた領域の 20 点の平均値として計

算した。すべての値は 65,536フレームでの値を基準に

正 規 化 さ れ て い る 。  (K. Sasagawa et al., 

Sensors,2025より) 
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光強度変調を行うことで、電界イメージング系では中間周

波数が 90 Hz となり、これまでに利用してきた装置で電

界分布を取得できることになる。 

 
図２０ 周波数追従 LOシステムと各点における信号。

(R.Okada et al.,ELEX,2025より) 

 

 撮像例を図２１に示す。図２１(a)は周波数が変動しな

い状態で取得した像である。一方、図２１(b)は波源の周

波数を 100 kHz で走査することで変動させた場合の結果

である。従来システムでは、この条件では電界取得でき

なかったが、提案手法では、周波数が変動しない場合と

ほぼ同様の電界分布像が得られている。 

 

■100 GHz帯電界観察への対応 

光ヘテロダイン法での観察を行うためには観察対象と

なる電界と同期した局所発振光信号を生成することが必

要となる。例えば、観察対象と電界の周波数が fRF(例えば

100 GHz)である場合に、局所発振周波数 fLO (例えば 100 

GHz + 1 kHz)は fRFとの周波数差が fIFとなるであり、周

波数差 1 kHz が高い精度で固定されていることが必要と

なる。この局所発振光の生成には、モードロックレーザー

を用いる手法が初期に開発されたが、大きい強度ノイズや

発振条件の不安定性があった。申請者らのグループは、光

通信用の導波路型光変調器を用いることによって安定性

の高いシステム構築が可能であることを示し (K. 

Sasagawa et al., Electron. Lett. 42, 1357 (2006), K. 

Sasagawa et al., IEEE/OSA JLT 26, 2782 (2008))、その

後、他のグループでも同様の手法が取られるようになった

(D. J. Lee et al., Meas. Sci. Technol. 19, 115301 (2008))。 

 導波路型光変調器は、他の手法と比較しても高い変調速

度を実現できるものの高々40-65 GHz 程度の変調周波数

が上限となる。100 GHz 以上の変調信号を生成するため

に、逓倍変調技術を用いる。すなわち、光変調器に光位相

が反転する半波長電圧（Vπ）以上の電圧を印加して変調す

ることで高次変調成分を生成し、これを用いる。 

 試作した変調光生成系の構成を図２２に示す。レーザー

光源には、DBR (Distributed Bragg Reflector)を用いた単

一波長の半導体レーザーを用いた。Si 製のイメージンセ

ンサを用いるために、波長は Si フォトダイオードで検出

可能な 785 nm としている。強度変調器と位相変調器を直

列に接続した。高調波成分を生成するためには、高い変調

度が必要となるため、位相変調器については、低 Vπのも

のを用いている。また、この波長帯では導波路のフォトリ

フラクティブ効果を避けるため変調器への入射光強度を

数 mW 程度に制限する必要がある。この波長帯では、半

導体光増幅器が利用可能であるため、これによって、変調

光を増幅した。光スペクトルの計測により、位相変調器を

組み合わせることで、0 次成分を高次側帯波成分と同程度

以下に低減し、信号検出に必要となる成分を十分強くでき

ることを確認した。 

 

図２３に電界イメージングの実験系を示す。開発した LO

 
図２２ 局所発振変調光生成系の構成図、および、各部での光スペクトル。 

 

 
図２１ 周波数追従型光 LO光源を用いた電界イメー

ジングの結果 (a) AUTに入力された CW信号、(b) 

AUTに入力された FM信号。これらの結果は電界強度

をノイズレベルとして正規化した。 (R.Okada et 
al.,ELEX,2025より) 
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信号生成系を用い、電界イメージングシステムに導入した。

観察対象は、17.5 G + 15 Hz の信号を 6 逓倍器によって

6 倍とした信号を出力している導波管端面とした。電気光

学結晶には(110)-ZnTe を用いており、面内に水平方向の

電界成分を検出する構成となっている。 

 観察対象には図２４に示す WR-10 導波管を用い、端面

の開口における電界分布の可視化を行った。面内方向の電

界を観察するため(110)-ZnTe 結晶を用いた。図２５に撮

像結果を示す。積算枚数は 10000 フレームである。この

結果から 105 GHz の電界分布も強度及び位相を明瞭に可

視化することができていることがわかる。 

 この測定結果は、30 μm 画素を用いたものであるが、45 

μm 画素ではより高い信号対雑音比が得られることも確

認できている。 

 

 
図２３ 105 GHz電界イメージング実験系。 

 

 
図２４ 105 GHz電界イメージング観察対象。 

(WR-10導波管) 

 
図２５ 105 GHz電界撮像撮像結果。(a)強度分布。(b)位

相分布。 

 

■動画像取得 

 本研究の提案手法は、偏光イメージセンサを用いて分布

を一括撮像することに特徴があり、短時間で画像取得が可

能である。これは、動画像のリアルタイムイメージングに

つながる。 

図２６は 30 GHz のパッチアンテナ上の電界についてフ

ェーザー表示を行い共振電界の振動を可視化したもので

ある。この撮像では、観察対象の電界信号を観察する周波

数から 0.1 Hz だけシフトさせることによって、10 秒間で

位相が 1 回転するようにしている。また、1 画像あたりの

フレーム数は 360 枚としている。動画像は、以下の論文の

補助資料として公開されている。 

https://www.mdpi.com/article/10.3390/s25051596/s1 

 

 
図２６ パッチアンテナ上の電界分布変化の撮像例。 

 

 本実験ではフレームレート 90 fpsの撮像システムを用

いて観察を行ったが、現在では 1000 fpsで撮像可能なシ

ステムとなっており、同一の撮像時間における 3倍程度の

信号対雑音比の改善、あるいは約 10 倍高速な動画像の取

得が可能となる。 

 

３．今後の研究成果の展開 
 本研究で得られた成果により、観察対象の高周波デバイ

スからの電界の周波数に同期して、マイクロ波からミリ波

までの電界を可視化する要素技術を確立した。 

 現状、100×110 画素であるが、技術的にはより画素数

を増やして、高い解像度の画像取得を行うことも可能であ

ると考えられる。 

 製品化を行うためには、装置構成が複雑であり、個々の

要素を小型化することが求められる。現在のシステムでは、

光学系やイメージセンサについては比較的小型であり、大

型となる要因は主に光源部分が占める。これを解決するた

めにため、観察対象に同期して動作するＬＯ信号生成のた

めの高周波源、レーザー光源、変調器、光増幅器等を統合

した上で、小型化したモジュールを作製する必要がある。

この点については、近年の光電融合技術の進展により、特

に光デバイスについては。従来よりも個々のデバイスが小

型化しているため、技術的には可能であると考えられる。 

 観察対象の高周波電界のへの LO 信号の同期について

は、本研究では、対象デバイスからの信号を分岐したもの

を LO 信号生成回路に入力していたが、都度ケーブルを接

続することは多数のデバイスを評価するうえでは課題と

なると考えられる。LO 信号生成についても EO プローブ

等を使って信号を検出し、ケーブル等での接続を不要と実

現することが必要となると考えられる。この点については、

新たな構成を提案することで、知的財産権の取得を検討す

る。 

 現在の装置全体としては、可搬性が低い。しかし、これ

を用いた計測サービス等は比較的短期間で達成できるも

のと期待される。まずは、共同研究や技術指導等で技術を

蓄積し、実用化を目指す。 
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４．むすび 

 本研究では、偏光イメージセンサを用いた電界イメージ

ングの感度及び周波数範囲を拡張するための手法開発を

行った。 

 2 重偏光子構造を用いることによって、画素飽和上限の

あるイメージセンサでもより高い照射光強度の光源を照

射することが可能となる。本研究で用いた偏光ビームスプ

リッタは消光比 800 の一様偏光子としてはたらき、信号

対雑音比の改善効果は、その平方根で与えられる約 28 倍

と見積もられる。また、偏光画素の設計による改善として

は、偏光子の 3 層化によって約 2.7 倍、画素寸法の増加に

よって約 3.1 倍の改善が得られた。この改善を得るために

は、照射光強度が十分に高くでき、イメージセンサ画素飽

和付近のフォトンショットノイズ限界領域で動作してい

る必要があるが、本研究で用いた 780nm 帯では半導体光

増幅器が利用可能であり十分な強度に増幅できる。 

 偏光イメージセンサによって一括計測する際の課題と

して 0 度と 90 度の 2 種の偏光画素を交互に配置するため

に、全体画素数に対して空間分解能が半分となる点があっ

たが、画像処理によって改善する手法を提案、実証した。

また、照射光の不均一性によって感度も不均一になる問題

についても、補正を行うことで改善することを示した。 

 観察対象の周波数については、100 GHz までに対応可

能であることを実証した。本システムは、光ヘテロダイン

法を用いるため、照射光を観察対象の電界に対してわずか

に異なる周波数で変調する必要があるが、100 GHz 帯で

直接変調することは技術てきに難しい。本研究では、

25GHz 帯の信号源と増幅器を用いて 4 逓倍の光変調を行

うことでこれに対応した。 

 また、提案システムを用いて、ミリ波近傍電界の動画像

を撮像できることも実証した。 

 以上のように電界イメージングにおいて感度改善、周波

数拡張、画質改善、動画対応等を行った。さらなる性能改

善の余地が見いだされており、性能改善を推進するととも

に、装置の小型化、簡便化を行うことで、実用化が期待さ

れる。 
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概要 

本研究開発の目標では、７９ＧＨｚ帯チャープシーケンスＦＭＣＷレーダにおいて、レーダ間広帯域及び狭帯域干渉を

抑えて、８台以上のレーダが高密度利用できる干渉環境適応ＦＭＣＷレーダを実現することである。７９ＧＨｚ帯高分

解能レーダの高密度の利用普及のためには、干渉を抑圧し、複数のレーダで周波数を共用するための技術開発が必須と

考えられる。しかし、多数の干渉源から干渉を受ける実環境において、レーダ間干渉を積極的に除去する手法について

は、これまで十分に検討されていない。 
本研究では、時間領域広帯域干渉抑圧手法及び周波数領域狭帯域干渉抑圧手法を考案し、計算機シミュレーションを行

うことにより、提案法の干渉抑圧効果を定量的に評価し、提案法が有効であることを明らかにした。また、最大８台ま

でのレーダ装置を用いて広帯域干渉及び狭帯域干渉を発生させる実験を行い、学習・評価用データを収集した。最後、

ＲＮＮを用いた時間領域広帯域干渉抑圧技術を実装した７９ＧＨｚ帯ＦＭＣＷレーダのプロトタイプを試作し、広帯

域干渉を抑圧できることを実証した。 
 

Abstract 
In this study, we propose a time-domain wideband interference suppression method using Recurrent Neural 
Networks (RNN), as well as a frequency-domain narrowband interference suppression method using 
Convolutional Neural Networks (CNN). Through computer simulations, we quantitatively evaluated the 
interference suppression performance of the proposed methods and demonstrated their effectiveness. 
Furthermore, we conducted experiments involving up to eight radar units to generate both wideband and 
narrowband interference, collecting data for training and evaluation. Finally, we developed a prototype 79 GHz 
FMCW radar implementing the RNN-based time-domain wideband interference suppression technique and 
successfully demonstrated its capability to suppress wideband interference. 
 
１．まえがき 
次世代モビリティ技術として、自動運転技術や先進運転

支援システムＡＤＡＳ (Advanced Driver-Assistance 

Systems)の研究開発が世界的に進められている。自動運転

やＡＤＡＳでは、人間の視覚に代わり車両の周囲環境を認

識するセンシング機能が必要となる。センシング技術には、

ミリ波レーダ、ＬＩＤＡＲ(Light Detection and 

Ranging)、カメラなどがあり、それぞれ性能や経済性に長

所と短所がある。そのため、実際の車両センシングには複

数のセンサが併用される。 

ミリ波レーダは広帯域が利用可能で、比較的高い距離分

解能を得ることができ、気象や逆光などの影響を受けにく

い特徴を有する。中でもミリ波ＦＭＣＷ（Frequency-

Modulated Continuous-Wave）レーダは小型で、目標との

距離や相対速度を同時に計測可能であり、かつ経済性にも

優れていることから、車載レーダとして期待されている。

自動運転やＡＤＡＳに用いる車載レーダは、２００ｍ程度

先の車両の検出・識別、数十ｍからの近接する歩行者や自

転車、二輪車などの分離・識別ができる、高感度で距離分

解能の高いレーダが求められる。歩行者を高精度に分離・

識別するには０.２ｍ程度の距離分解能が必要であり、距

離分解能と反比例するレーダの占有周波数帯域幅に換算

すると３ＧＨｚ程度の帯域が必要になる。しかし、既存の

２４ＧＨｚ狭帯域レーダ（帯域幅２００ＭＨｚ以下）や７

６ＧＨｚ/６０ＧＨｚ帯レーダ（帯域幅５００ＭＨｚ）で

は帯域が不足するため、十分な距離分解能を達成できない。 

そこで、４ＧＨｚ帯域が利用可能で、送信電力の制約が

ない７９ＧＨｚ帯高分解能レーダシステムが導入された。

自動運転車両１台当たり、このような高分解能レーダは４

～５台程度使用される。また、７９ＧＨｚ帯レーダは自動

車用だけでなく、交差点や周辺エリアにおける歩行者や自

転車の監視、警備における建物や立ち入り禁止区域への不

法侵入者の監視など、多様な利用シーンが期待されている。

将来、７９ＧＨｚ帯高分解能レーダが広く普及することで

多数のレーダが高密度に利用されると予想される。しかし

その一方で、高分解能レーダでは１つのレーダで広い帯域

を使用するため、レーダの普及に伴うレーダ間の「干渉」

が将来の重要な問題となりうる。レーダ間干渉は広帯域干

渉と狭帯域干渉に分けられる。広帯域干渉では、図１に示

すように、希望レーダ信号のチャープ率が干渉レーダ信号

のチャープ率と異なる場合に発生する。干渉レーダ信号の
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受信電力は希望レーダの対象物から反射して受信される

電力より大きくなるため、干渉レーダ信号と希望レーダ信

号の周波数差（ビート周波数）がＬＰＦ（Low Pass Filter）

の通過帯域幅より小さくなると、時間領域ではインパルス

状の干渉信号として観測される。この信号の周波数スペク

トルでは、周波数全体にわたり雑音レベルが上昇し、ター

ゲットの不検出率が増加する。狭帯域干渉では、希望レー

ダ信号のチャープ率が干渉レーダ信号のチャープ率と同

一の場合に発生する。干渉レーダ信号のタイミングと希望

レーダの対象物から反射して受信されるタイミングとの

差が小さい場合、ビート周波数が共により小さくなると、

時間領域では干渉信号のビート周波数が掃引周期におい

て常時受信される。この信号の周波数スペクトルを観測す

ると、ターゲットと共に、実際には存在しないゴーストタ

ーゲットが誤検出される。このように、同一の周波数帯域

で複数のチャープシーケンスＦＭＣＷレーダが動作する

と、広帯域及び狭帯域干渉により、ターゲットの不検出と

誤検出が発生してしまい、特に自動運転のようなクリティ

カルな用途では、大きな問題となる可能性がある。 

本研究開発では、高密度実用上の技術課題を解決し、７

９ＧＨｚ帯周波数のさらなる有効利用を図るため、多数の

チャープシーケンスミリ波ＦＭＣＷレーダが同一周波数

帯域を同時に利用可能とする、機械学習を用いた干渉環境

適応ＦＭＣＷレーダを新たに提案する。具体的には、

Attention BiGRU および ConvMixer を用いた時間領域広帯

域干渉抑圧手法と、DnCNN および Attention BiLSTM を用

いた周波数領域狭帯域干渉抑圧手法を考案する。実際の道

路交通において、道路１ｋｍあたり２５台程度の車両が走

行している状態は「交通量が多い道路」と見なされる。こ

の状況を考えた場合、ミリ波レーダの検知距離２５０ｍの

範囲内にある対向車線の車両は６台である。よって、各車

両が装備するレーダと交差点の監視レーダ、合わせて７つ

以上の干渉信号を同時に受ける可能性が高い。そこで、本

研究では、同一周波数を同時に８台以上利用可能な７９Ｇ

ＨｚチャープシーケンスＦＭＣＷレーダを実現し、７９Ｇ

Ｈｚ周波数帯利用効率を大幅に向上することを目的とす

る。また、機械学習を用いたチャープシーケンスＦＭＣＷ

レーダのプロトタイプを民間会社と共同で開発し、実証実

験を通じて実用化を目指す。 

 

図 1 提案した Dual-Channel Attention BiGRU の構造 

図 1  FMCW レーダにおけるレーダ間干渉 

図 2 提案した Attention BiGRU モデルの構造 
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２．研究内容及び成果 
本研究の内容および成果は以下の３つの項目にまとめる。 

（１） 時間領域レーダ間広帯域干渉抑圧技術の開発 

◯成果 

l Dual-Channel Attention BiGRUモデルを用い

た時間領域広帯域干渉抑圧法を提案し、計算機

シミュレーションを行い、８台のレーダが共存

する場合における抑圧効果を定量的に評価し、

既存手法と比べ、SNR、振幅絶対誤差および F1

スコアの優位性を確認した。 

 

本研究で提案した Dual-Channel Attention biGRU

モデルの構成図を図 2 に示す。入出力には時間領域

ビート信号の実数部と虚数部を用いる。モデルにビ

ート信号が入力されると biGRU層とSelf-Attention 

Block に交互に入力され、最後の biGRU の出力に対

し、Average Pooling を行い、出力とする。  

提案手法では、𝑁サンプルを含む１チャープに対す

るタイムサンプリングされた干渉を含むビート信号

を入力𝑥、同じターゲット条件でかつ、干渉を含まな

いビート信号をラベルのペアにより学習を行う。出

力𝑦とラベル𝒚%により計算される損失 L を最適化アル

ゴリズム Adam により最小化させるパラメータを決

定する。この時、損失 L の適切に設定することによ

り性能の向上が期待できる。提案法では時間サンプ

ルの平均二乗誤差（MSE）を用いた損失関数と、周波

数ピークの振幅および位相の MSE を加えた複合損失

関数を用いて学習を行い、抑圧性能を比較した。 

シミュレーションにおいて合成したビート信号を

学習用データおよび評価用データをとして用いる。

学習用データは干渉レーダ数を 1～4 台に設定し 25

チャープを含む 300 シナリオを用い、評価用データ

には干渉レーダ数を 1～7 台に設定し 75 チャープを

含む 100シナリオを用いた。 

図 3と 4に干渉あり・なし、既存および提案手法に

よる干渉抑圧後の SNR の PDFおよびピークの振幅絶

対誤差を示す。干渉のない場合、SNR 分布は、全体的

に高い SNR に集中しており、干渉がある場合、分布

の低い SNR 領域にシフトし、干渉の影響が大きいこ

とが確認できる。アルゴリズムベースの既存手法（WD, 

CFAR）は干渉抑圧効果が確認できるが、学習ベース

の手法よりも低い SNR 集中して分布している。提案

手法は既存の学習ベース手法（Single Attention 

biGRU、CV-FCN）と比較するとより高い SNR に集中し

ており、また分布の広がりも小さい。さらに、複合

損失関数により学習を行うことでより高い SNR を達

成できていることがわかった。振幅絶対誤差を見る

と WDと Single Attention biGRUは干渉抑圧前より

も悪化する。これは、被干渉成分の再構築能力が比

較的低いことが原因と考えられる。一方、時間周波

数領域上で干渉抑圧を行う CFAR と CV-FCNは干渉抑

圧後の Inverse STFT により、参照信号成分が再構

築されやすいため、より低い値に分布している。特

に、CV-FCNは約 99%が 10ｄB以下の値に収まってい

る。提案手法は CV-FCNと概ね同じ分布をとっていて、

複合損失関数により学習を行うと大幅な改善がみら

れ、約 90％が５ｄB 以下の絶対振幅誤差となってい

る。 

 

 
図 3 各手法の SNR の PDF 

 
図 4 振幅絶対誤差の CDF 

表1にPrecision、Recall、F1スコアの結果を示す。

WD は Precision と Recall がともに低く、誤検出の

割合は 4 割近くが高くターゲット検出ができていな

い。これにより F1 スコアが低い値となっている。

CFAR は Precision は高く、Recall は低いため、誤検

出は少ないが、検出率は低い。そのため、WDと比較

すると F1 スコアは高い値となっている。CV-FCN は

Precision が最も高い値をとっており、誤検出が少

ないことがわかる。また Recall も比較的高く、F1ス

コアは複合損失関数を用いた場合の提案手法と同等

の値となっている。Single Attention biGRUは学習

ベースの手法の中で Precision、Recall ともに最も

低くなっている。提案手法の Precision は CV-FCNや

CA-CFAR より低い値をとるが、Recall は高い値をと

っており、F1スコアも高い値を達成している。さら

に複合損失関数の採用により、Precision が改善さ

れ、F1スコアは最も高い値となっている。 

表 1 各手法の Precision, Recall, F1 スコア 
 Precision Recall F1 

score 
w/ interference 0.970 0.513 0.671 
w/o interference 0.960 0.834 0.893 

WD 0.649 0.543 0.591 
CFAR 0.944 0.588 0.725 

CV-FCN 0.963 0.707 0.815 
Single Attention 

biGRU 
0.828 0.684 0.749 

Proposed 0.864 0.754 0.805 
Proposed(customized) 0.858 0.777 0.816 
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l ConvMixerモデルを用いた時間周波数領域広帯

域干渉抑圧法を提案し、計算機シミュレーショ

ンを行い、８台のレーダが共存する場合におけ

る抑圧効果を定量的に評価し、既存手法と比べ、

SNR、相関係数、検出率、計算時間など優位性を

確認した。 

 

本研究で提案したConvMixerモデルの構成図を図5

に示し、時間周波数領域で干渉なしのビート信号を

再構成することは目的とする。提案した構造には、

パッチ埋め込み層の後に複数の ConvMixer 層と CNN

層を備えている。モデルは、時間周波数スペクトル

の実数部と虚数部の両方を入力として受け取る。そ

の後、同じ形式の時間周波数スペクトルを出力し、

FFT やターゲット検出アルゴリズムなどのさらなる

信号処理に使用される。 

シミュレーションにおいて合成したビート信号を

学習用データおよび評価用データをとして用いる。

学習データセットは、400 のシナリオから生成され

た 6,400 のサンプルで構成されており、各シナリオ

には 64のチャープが含まれる。提案手法は平均二乗

誤差（MSE）損失関数と ADAM アルゴリズムを用いて

学習を行う。学習率は 0.001に設定し、GPU 上で 100

エポックにわたり学習を実施した。 

図 6と 7に干渉あり・なし、既存および提案手法に

よる干渉抑圧後のSNRおよび相関係数のCDFを示す。

提案したConvMixer手法のSNRは既存手法を上回り、

干渉のない場合の結果に最も近い分布を示す。相関

係数および位相差に関しても、提案手法は既存手法

を上回り、干渉を受けた信号の再構成能力の高さを

示している。ANC 手法は出力として正の周波数のみ

を考慮するため、4 つの既存手法の中で最も低い相

関係数を示す。 

最後に、表 2に検出率、処理時間、およびパラメー

タ数をまとめる。ターゲット検出には OS-CFAR アル

ゴリズムを使用し、トレーニングセルを 20、ガード

セルを 4、ランクを 4、誤警報確率を 0.001に設定し

ている。ANC 手法の検出率は最も低く、WD 手法はこ

れを 0.635 まで向上させる。注意機構付き biGRU 手

法はさらに検出率を 0.666 まで向上させるが、処理

時間が長く、学習可能なパラメータ数も多いという

課題がある。一方、提案手法は最も高い検出率 0.789

を達成しながらも、処理時間が短く、パラメータ数

も少ないことがわかった。これにより、提案した

ConvMixer手法が、高い干渉抑制性能を達成しつつ、

計算コストを低減できることが示された。

 
図 6 各手法の SNR の CDF 

 
図 7 各手法の相関係数の CDF 

 
表 2 各手法の検出率、計算時間およびパラメーター数  

Detection 
rate 

Processing 
time [msec] 

No. of 
Trainable 

parameters 
w/ interference 0.515 - - 
w/o interference 0.831 - - 

ANC 0.494 1.89 - 
WD 0.635 3.45 - 

Attention biGRU 0.666 18.26 67205 
ConvMixer 0.789 2.43 22850 

 

（２） 周波数領域レーダ間狭帯域干渉抑圧技術の開

発 

l DnCNNモデルを用いた周波数領域狭帯域干渉抑

圧法を提案し、計算機シミュレーションを行い、

狭帯域の発生率が２％前後の実環境における、

誤検出率が 0.2%以下のことを確認できた。 

 

図 5 提案した ConvMixer モデルの構造 
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提案した DnCNNモデルの学習を行うにあたり、干渉

信号を含む𝑀チャープの２Ｄ－ＦＦＴ処理で得られ

た距離-速度を表す N×M の複数行列の入力と、同じ

シナリオでの干渉信号を含まない Mチャープの距離

-速度を表す N×M の複数行列のラベルをペアで用意

した。出力複素行列とラベル複素行列の実数部と虚

数部のＭＳＥの和は損失関数と定義され、クリーン

信号と干渉抑圧後信号のズレを表す。干渉抑圧前と

抑圧後の RDマップ結果の一例を図 8に示す。レーダ

間狭帯域干渉の発生時に、真のターゲットとゴース

トターゲット（左下）が持つ異なる特徴を学習する

ことで、ゴーストターゲットの識別・抑圧が可能で

あることを確認できた。 

 

 
図 8 干渉抑圧前と抑圧後の RD マップ 

CFAR 法によりピークを検出し、誤検出率を評価し

た。具体的には、周波数領域で周波数𝑖に対して左右

それぞれ 24 点の平均値から雑音電力𝑁(𝑖)を計算す

る。この周波数𝑖に対し、𝑇ℎ[dB]だけ大きな電力をし

きい値とし、周波数𝑖における電力が𝑁(𝑖) + 𝑇ℎより

大きな点をピークと判定し、本来のターゲットがな

い距離にピークが検出された場合を誤検出とした。

図 9 に示すように、𝑇ℎが 10dB 以上になると、提案

手法は誤検出率を 10%以下に抑圧することができた。

今回の評価データは 100%で狭帯域干渉を発生させ

るものとなり、実環境に狭帯域の発生率は２％前後

になるため、0.2%の誤検出率を達成できたと考えら

れる。 

 
図 9 誤検出率 

 

l Attention BiLSTM モデルを用いた周波数領域

狭帯域干渉抑圧法を提案し、計算機シミュレー

ションを行い、F1 スコアと処理時間を確認し

た。 

 

DnCNN 手法の入力には RD マップとなるため、複数

のチャープをまたいて処理必要がある。そのため、

チャープごとの干渉抑圧ができず、処理の遅延が長

くなる問題点が存在する。RDマップが 128チャープ

で構成される場合、1 秒以上の推論時間がかかるこ

とがわかった。リアルタイムでの干渉抑圧を実現す

るため、シングルチャープで処理でき、attention 

biLSTM を用いた狭帯域干渉抑圧法を考案した。

biLSTM, Attention biLSTM はそれぞれ 3 層とし、隠

れ層サイズ数を 200、バッチサイズを 256 とした。

また，最適化アルゴリズムは Adam であり。損失関数

は平均二乗誤差である。入力（干渉ありの周波数ス

ペクトル）𝑋 = [𝑥!, 𝑥",⋅⋅⋅ 𝑥#]に対する出力（干渉抑圧

後の周波数スペクトル）𝑌 = [𝑦!, 𝑦",⋅⋅⋅ 𝑦#]とラベル

（干渉なしの周波数スペクトル）𝑌4 = [𝑦5!, 𝑦5",⋅⋅⋅, 𝑦5#]と
すると平均二乗誤差を損失関数にし、Adamアルゴリ

ズムにより最小化するように学習し、モデルの学習

を行った。干渉あり・なし、抑圧後の RDマップを図

10に示す。レーダ間狭帯域干渉の発生時に、真のタ

ーゲットとゴーストターゲットが持つ異なる特徴を

学習することで、ゴーストターゲットの識別・抑圧

が可能であることを確認できた。 

また表 3に Precision、Recall、F1スコアの結果を

示す。biLSTMおよび Attention biLSTM の F1スコア

が干渉ありの場合と比べて向上していることから、

干渉抑圧後に真のターゲットの検出率が向上するこ

とが検証された。biLSTM に比べ Attention biLSTM

では Precision の数値が向上して、Attention モデ

ルは精度が高くなると示された。最後、抑圧の処理

時間は大幅に低減し、attention biLSTM モデルでも

16ms 程度に確認できた。 

 



 

 

戦略的情報通信研究開発事業（SCOPE） 

令和７年度成果発表会（2025 年） 

 
(a) 干渉あり 

 
(b) 干渉なし 

 
(c) biLSTM 

 
(d) attention biLSTM  

図 10 干渉あり、なし、抑圧後の RD マップ 
 

表 3  F1 スコア 

 
 

（３） 干渉環境適応 FMCW レーダの実証実験と開発 

l 最大８台までの７９ＧＨｚチャープシーケン

スＦＭＣＷレーダを利用し、多数のシナリオに

おける高密度レーダ間広帯域干渉及び狭帯域

干渉を発生させる実験を行い、レーダ間干渉デ

ータを収集した。 

 

８台の７９ＧＨｚチャープシーケンスＦＭＣＷレ

ーダを利用し、機械学習のために必要なレーダ間干

渉のデータを取得するため、干渉なし、ならびに干

渉レーダ数が１～７の場合における広帯域干渉およ

び狭帯域干渉のレーダ間干渉実験を南山大学にて実

施した。実験に用いたＦＭＣＷレーダのパラメータ

を表４に示す。掃引周波数幅は１、２、３GHz、掃引

周期は 30、60μs とした。ＦＭＣＷレーダはチャー

プシーケンスレーダで、チャープ数を 17 に設定し

た。狭帯域干渉実験においては、8チャープに 1回、

希望レーダが送信を停止する場合の実験も実施し、

広帯域干渉と狭帯域干渉の発生状況をモニタリング

しながら実験を実施した。サンプリング周波数は掃

引周期が 30 μs の時 55.3MHz、60μs の時 26.6MHz

で、レーダの最大検知距離を決めるＬＰＦの帯域は、

それぞれ 53.3MHz/2、26.6MHz/2となっている。 

図 11 と 12 にレーダ間干渉実験におけるレーダの

配置と実験の様子を示す。実験用レーダは PCへのデ

ータ転送に時間を要することから、１秒間に２回し

か送信できないため、遅延量を可変可能な８チャネ

ルのパルス発生器をトリガ信号としてレーダの送信

開始タイミングを制御し、干渉レーダの送信タイミ

ングを干渉がチャープ毎に毎回発生するよう設定し

て、レーダ間干渉データを取得した。干渉レーダ数

は０、１、４、７とした。広帯域干渉は、干渉レー

ダのチャープ率が希望レーダのチャープ率と異なる

場合に発生するが、広帯域干渉の発生状況のモニタ

リングを容易にするため、干渉レーダのチャープ周

期は希望レーダと同一とし、掃引周波数幅を変更す

ることにより、チャープ率を変更した。 

表 4 実験レーダのパラメータ 
パラメータ 値 

掃引周波数幅 1,2[GHz] 

掃引周期 30,60[𝜇𝑠] 
掃引開始周波数 77.5[GHz] 

サンプリング点数 1024 

サンプリング周波数 26.6,53.3[MHz] 

キャリアセンス周期 8 

キャリアセンス回数 3 

チャープ数 17 

干渉レーダの数 1,4,7 

 

 
図 12 レーダ間干渉実験の様子 

レーダ間干渉実験による広帯域干渉と狭帯域干渉

の観測例を図 13 と 14 に示す。ターゲットは１０m

に設置されており、６，７m のターゲットは干渉レ

ーダ自身である。６，７mのターゲットは、１０ｍの

ターゲットより散乱断面積が小さいため、受信レベ

ルは約 10dB 低い。広帯域干渉により雑音レベルが約

20dB 増加し、６，７m のターゲットが干渉雑音以下

になっている。一方、狭帯域干渉は干渉レーダ数が

１の場合のレンジスペクトルからわかるように、狭

帯域干渉によるスペクトル周辺の雑音レベルが上昇

している。これは、隣接タイミングのチャープシー

ケンスのレンジスペクトルを逆相で加算すると、狭

帯域干渉と雑音が共にキャンセルされることから、

干渉レーダ信号に起因しており、さらに干渉レーダ

数が７の場合の実験データからわかるように狭帯域

干渉スペクトル毎に発生していることから、チャー

プが線形でないために発生する FM 雑音ではないか

と推測される。これより、狭帯域干渉については、

干渉抑圧を行うだけでなく、ターゲット検出につい

ては白色雑音を仮定することができないため、この

FM雑音を考慮したCFAR（Constant False Alarm Rate）

!"#A !"%& '(F*+, -..LM.(1M2'(F*+,
P4RST 89:; 89<= 89>= 89>?
@ALB(C(1M 4 89a? 89<; 89<:
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図 11 レーダ間干渉実験におけるレーダの配置 
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法を用いたターゲット検出を行う必要があると考え

られる。干渉センシングの結果を用いた干渉レプリ

カに基づく干渉抑圧法、機械学習を用いた狭帯域干

渉抑圧法の双方において、この雑音の影響を考慮す

る必要があることがわかった。この対策には、FM雑

音と狭帯域干渉とを分離し、狭帯域干渉抑圧の基準

となる雑音レベルをレンジ周波数毎に推定すること

が必要になると考えられる。 

 
図 13 レーダ間広帯域干渉の観測例 

 
図 14 レーダ間狭帯域干渉の観測例 

 

l 収集した実データを用いて、提案した広帯域干

渉を評価し、干渉抑圧できることを実証した。 

 

    CS レーダでは、チャープ信号の生成を行う PPL回

路の位相雑音によって、ビート信号に DC変動と呼ば

れる低周波の振幅変動が発生する。そのため、実験

データを扱う際には、前処理として DC変動除去を行

う必要がある。具体的な手順として、まず DC変動を

含むビート信号𝑟(𝑛)に対し、窓幅 32のスライド窓 W

を用いて、サンプルごとの移動平均𝐷(𝑖)を求める。

その後、ビート信号𝑟(𝑛)から移動平均𝐷(𝑖)を減算す

ることで DC変動を除去する。また、学習モデルに入

力する前、データの正規化を行う必要がある。正規

化では、データ内の各サンプルにおける最大値を取

得し、それを用いて全てのサンプルを除算している。 

 
(a) 干渉なし 

 
(b) 干渉あり 

 
(c)Dual-channel Attention BiGRU 抑圧後 

 
(d) ConMixer 抑圧後 

   図 15 実データを用いた時間-周波数スペクトル

評価 
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図 15と 16に、ターゲット位置が 5m と 8m、干渉を

４つ含むシナリオにおける、提案した Dual-channel 

Attention BiGRU および ConvMixer手法を用いた抑

圧前後の時間周波数スペクトルとレンジプロファイ

ルの結果を示す。図 15における、2つのターゲット

信号は時間-周波数スペクトル上で水平な線として

現れ、干渉信号は傾いた線として現れる。提案した

ConvMixer 手法は優れた性能を示し、干渉のない理

想的な時間周波数スペクトルに非常に近い結果を生

成したことがわかる。干渉なし、干渉あり、Dual-

channel Attention BiGRU、ConvMixer手法により干

渉を抑圧した場合における、OS-CFAR アルゴリズム

によって算出されたレンジプロファイルおよび検出

しきい値を図 16に示す。提案した二つの手法はノイ

ズレベルを効果的に低減し、2 つのターゲットを正

確に検出できたことが確認できた。 

 

 
(a) 干渉なし 

 
(b) 干渉あり 

 
(c) Dual-channel Attention BiGRU 抑圧後 

 

 
(d) ConvMixer 抑圧後 

 図 16 実データを用いたレンジプロファイル評価 

 

l RNNを用いた時間領域広帯域干渉抑圧法を実装

した７９GHz 帯 FMCW レーダのプロトタイプを

試作し、広帯域干渉を抑圧できることを実証し

た。 

 

まずバニラＲＮＮを用いた時間領域広帯域干渉抑

圧技術を実装した７９ＧＨｚ帯ＦＭＣＷレーダのプ

ロトタイプを試作した。実装された広帯域干渉抑圧

処理では、１送信チャープ信号に対してＡＤ変換さ

れた全ての系統の受信信号に対して、 それぞれ、 広

帯域干渉抑圧処理を行う。 広帯域干渉抑圧機能の動

作フローは図 17に示し、全て時間領域で行う。まず、

ビート信号データの前処理として、DC変動除去、メ

ディアンフィルタによる最大値設定、正規化、入力

最大長調整を行う。その後、処理済みの１チャープ

の ビ ー ト 信 号 𝑖𝑛𝑝𝑢𝑡 =
[𝑖𝑛𝑝𝑢𝑡!, 𝑖𝑛𝑝𝑢𝑡", … , 𝑖𝑛𝑝𝑢𝑡#, … , 𝑖𝑛𝑝𝑢𝑡$]と学習ずみの３

層バニラ RNNモデル（重み行列及びバイアスベクト

ル）の行列計算を行い、干渉抑圧後の１チャープの

ビート信号𝑠𝑢𝑝 = [𝑠𝑢𝑝!, 𝑠𝑢𝑝", … , 𝑠𝑢𝑝#, … , 𝑠𝑢𝑝$]を得

る。ただし、𝑛は番号、𝑁は１チャープのサンプル総

数。抑圧前の𝑛番目の時間サンプル𝑖𝑛𝑝𝑢𝑡#から、干渉

抑圧後の𝑛番目の時間サンプル𝑠𝑢𝑝#を得られる。最

後、非正規化された干渉抑圧後のビート信号を用い

て、２D-FFT処理によりターゲットの検出を行う。試

作したバニラＲＮＮを用いた時間領域広帯域干渉抑

圧技術を実装した７９ＧＨｚ帯ＦＭＣＷレーダのプ

ロトタイプは、図 18に示すように、広帯域干渉を抑

圧できることを確認した。 

 
図 17 実装した広帯域干渉抑圧機能のフローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、任意の RNNモデル(バニラ RNN、GRU、LSTM

とそれぞれの双方向モデルおよび attention付きモ

デル)を自由に切り替えるように、外部アプリケーシ

図 18  試作したプロトタイプの画面 



 

 

戦略的情報通信研究開発事業（SCOPE） 

令和７年度成果発表会（2025 年） 

ョン(Python)がオンラインでデータ共有して干渉抑

圧を行う方法を実装した７９ＧＨｚ帯ＦＭＣＷレー

ダのプロトタイプを試作した。処理手順は以下の図

19になり、データとメッセージのやりとりは共有メ

モリーを使用する。外部アプリケーションは、本ソ

フトウェアが子プロセスとして起動し、本ソフトウ

ェアからのメッセージ(sm.bMsgSvToCl)を定期的に

チ ェ ッ ク し 、 (sm.bMsgSvToCl) が 

(SHMEM_MSG.MSG_NEW_DATA) の 場 合 は 、

(sm.dsDataSvToCl[ ][ ][ ]) に新規データがある

た め 、 干 渉 抑 圧 処 理 を 実 施 し 、 結 果 を 

(sm.dsDataClToSv[ ][ ][ ]) へコピーする流れと

なる。外部アプリケーションによる干渉抑圧手法の

実装により、異なる R N Nモデル（バニラ RNN, GRU, 

LSTM）と双方向モデルの拡張および attention block

の追加は簡易に切り替えるように実現した。 

 
図 19 外部アプリケーションによる手法の処理手順 

 
３．今後の研究成果の展開 

本研究で開発した機械学習を用いた干渉環境適応 79GHz

帯 FMCW レーダは、自動運転車両や先進運転支援システム

（ADAS）における高精度センシング技術としての社会実装

が期待される。特に、提案した時間領域広帯域干渉抑圧手

法と、周波数領域狭帯域干渉抑圧手法は、高密度環境下で

も精度の高いターゲット検出率を実現する。これにより、

都市部の自動運転や交差点における歩行者・自転車の高精

度検知、さらには危険回避システムへの応用が可能となる。

さらに、自動配送ロボットや無人搬送車（AGV）、産業用ド

ローン(UAV)の自律移動システムにも応用可能であり、新

規サービスや新産業の創出が期待される。 

本研究で開発した干渉抑圧技術は、他分野への波及効果

も大きいと考えられる。無線通信とセンシングの融合、ド

ローン監視システムにおける異種レーダ間の干渉抑圧に

も応用できる。また、転移学習やフェデレーションラーニ

ングを活用することで、異なる環境・シナリオへの適応も

可能となり、さらなる技術革新が促進される。 

今後は、これらの成果をもとに自動運転社会の安全性向

上、交通事故の削減、交通渋滞の緩和、CO2排出量の削減

など、社会課題の解決に貢献していく。また、地方都市へ

のスマートインフラ導入による地域社会の活性化、地域経

済の振興も期待される。さらに、日本の自動運転技術を国

際市場へ展開することで、国際競争力の強化にも寄与する。

特に、国際標準化への提案活動を通じて、グローバル市場

でのリーダーシップ確立を目指す。 

 

４．むすび 

本研究では、自動運転における、今後ますます重要とな

るレーダ間干渉問題に着目し、機械学習技術を活用した広

帯域および狭帯域干渉抑圧手法を提案した。提案手法によ

り、従来の手法と比較してより高い検出性能を達成し、実

データにおいても有効な干渉抑制が可能であることを示

唆した。今後は、より現実的な環境下での検証や、汎化性

能のさらなる向上を目指した改良を進めていく予定であ

る。 
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概要 

本研究開発の目的は、高機能自律走行型ロボット(AMR)がロボット同士の緊密な協働や人間(歩行者や車など)との連携を

行いながら、安全で安心な自動走行(自動運転)を行える社会を実現するために、質の高い情報を自由に通信するための高

度な知的通信技術を用いた高効率な無線通信システムを研究開発することである。この目的に対して、走行型ロボット群

の自動運転のための通信データ量削減と信頼性向上機能を実現した。 

 

Abstract 
The objective of this research is to develop a highly efficient wireless communication system that uses advanced 
intelligent communication technology to freely communicate high-quality information in order to realize a society in 
which a highly functional autonomous mobile robot (AMR) can safely and securely drive automatically (automatic 
driving) while working in close cooperation with other robots and with humans (pedestrians, cars, etc.). The goal is 
to research and develop a highly efficient wireless communication system that uses advanced intelligent 
communication technology to freely communicate high-quality information. For this purpose, we have realized a 
communication data volume reduction and reliability communication function. 
 
１．まえがき 

本研究開発の目的は、高機能自律走行型ロボット(AMR)
がロボット同士の緊密な協働や人間(歩行者や車など)と
の連携を行いながら、安全で安心な自動走行(自動運転)を
行える社会を実現するために、質の高い情報を自由に通信

するための高度な知的通信技術を用いた高効率な無線通

信システムを研究開発することである。 
高齢化社会は、高齢者の移動問題と少子化による労働人

口の減少問題に直面している。高齢者の運転免許返上が推

進されるなどの状況から高齢者の「足」の確保は喫緊の課

題である。一方、「足」を提供する側の若者の人口は減少

傾向にあり、高齢者の「足」を供給することは今後ますま

す難しくなる。「足」の確保のみならず、必要な労働人口

を付加価値の高い産業に確保するためにも、AI・ロボッ

ト・自動化技術などを用いて、人の移動や物流といった「足」

を自動化する必要がある。大きく期待されている製品が、

走行型ロボット(Autonomous Mobile Robot: AMR)である。

AMR については、各種の機器が想定されているが、ここ

では、図 1 の右上の電動の車イスのような(荷物のみを載

せるものも含めて)自律走行 4 輪車を想定している。機能

的には、公道の歩道や会社敷地内などを比較的低速で移動

する小型ロボットである。この自動運転 AMR を用いるこ

とで、公共交通機関の端点から自宅までやスーパーマーケ

ットから自宅までといったラストワンマイルに(時間はか

かるが)タクシー的な機能を実現できる。既に羽田空港な

どでの搭乗口などへの人の送迎や年賀状などの郵便配達

などで実験段階の AMR も存在し、今後の用途拡大が期待

される。このような AMR の高機能化・普及が、高齢化社

会における高齢者の「足」問題と労働人口の減少問題を解

決すると期待される。 
この自動運転 AMR の発展のためには、いくつか解決す

べき問題がある。その中でも、AMR と歩行者との共存や

AMR 同士の協働にかかる問題解決は、大きな普及促進要

因となる。普及のためには、低価格化と高機能化が欠かせ

ない。しかしながら、LiDAR のような高価なスキャンデ

バイスの低価格化だけには限界があり、また、高機能化を

実現しようとして高価なプロセッサ(CPU)を搭載するこ

とは、低価格化と逆行してしまう。これに対して、近年の

コネクテッドカー技術を AMR にも用いることで、複数の

センサで並列に取得した多くの情報や高精度画像あるい

は高精度な位置情報や人流情報など高品質な情報を複数

の AMR 間および歩行者やエッジコンピュータと共有で

きる。すなわち、AMR においてもコネクテッド AMR の

実現で、AMR と歩行者との共存や AMR 同士の協働が可

能となる、ダイナミックマップの活用をはじめ、大幅な高

機能化が望める。しかし、このような高品質情報の共有(通
信)のための無線通信資源は限られている。市街地のよう

な多数の AMR と歩行者が稠密に存在し動き合うような

状況においても、滞りなく情報を通信しあえるような無線

資源の活用方法(電波資源の有効活用)のためのシステム

構築は、喫緊に解決すべき課題である。 
そこで、本研究開発においては、高機能自律走行型ロボ
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ットが、ロボット同士および人間(歩行者など)との連携を

行いながら、自律的にあるいは自動運転的に安全で安心な

走行を実現するための高度な知的通信技術および無線通

信プラットフォームを開発する。限られた通信資源を有効

活用するためには、課題(1)通信量削減、課題(2)通信性能

向上、という 2 つのアプローチの両方が必要であり、それ

ぞれのアプローチにおける複数の技術開発が必要になる

(表 1)。 
まず、課題(1)通信量削減を実現するために、(ア)情報集

約を行い、(イ)集約した情報から通信すべき情報を選択し、

(ウ)必要に応じてそのような情報を近似して圧縮する技

術を開発する。同時に、課題(2)通信性能向上のために、(ア)
コンテクストに応じて適する通信メディアと端末の選択

を行い、(イ)信頼性向上のためにそのような端末を重畳し、

(ウ)端末を組織化することでそのような端末の中で最適

な端末に情報を集めて通信を行い、(エ)そのような端末を

移動させることで、最適な位置で通信し、通信効率を高め

る技術を開発する。 

 
図 1 自律走行ロボット(AMR)システムと提案技術 

表 1 研究課題 (カッコ内は主担当の研究機関) 
(名古屋大学：名大、国立情報学研究所:NII、電気通信大学：電通大、大阪大学：阪大 ) 
課題 1: 通信量削減のための情報

集約・情報選択・情報近似技術の

開発 

(ア)情報集約のための FL を用い

た情報共有技術の開発(電通大) 
(イ)情報選択における情報の鮮度

を反映したキャッシング技術の

開発(NII) 
(ウ)情報近似のための適応的多段

階並列計算技術の開発(名大) 
課題 2: 通信性能向上のための端

末選択・端末重畳・端末組織化・

端末移動を用いた協調適応制御技

術の開発 

(ア)端末選択のためのコンテクス

ト予測・利用技術の開発(電通大) 
(イ)端末重畳を用いた走行制御の

ための超高信頼 R2R 通信の開発

(阪大) 
(ウ)端末組織化による移動アクセ

ス制御の開発(NII) 
(エ)端末移動のモビリティを活用

したネットワーク適応制御の開

発(名大) 
課題 3:  実装と検証(PoC) 通信量削減・通信性能向上技術を

用いた AMR 通信システムの実装

と検証(名大)（阪大）(電通大)(NII) 
 
２．研究内容及び成果 

課題毎の具体的な内容および成果は以下の通りである。 
課題 1(ア)においては、情報集約のための FL を用いた

情報共有技術の開発に挑戦する。フェデレーテッド・ラー

ニング(Federated Learning：FL)を用いることで、機械学

習のため情報収集に必要な通信量を大きく減らすことが

できるため、大規模な学習が期待できる。 
FL を用いて、センサデータのローカル処理を行い、生

データではなく、エージェント間で学習知見の共有を行う

方式を利用することで、エージェント間で交換するデータ

量を最低限までに抑えた。FL を用いてエージェント間連

携を促進し、多数のエージェントのセンサデータからの知

見を活用し、各エージェントの行動を最適化した。情報集

約プロセスにおいて、情報量を維持したまま通信量を大幅

に削減する方式に焦点を当てた。具体的には、分散学習手

法である FL を用いて、送信データ量の削減を実現しなが

ら、クライアント(AMR)間の情報共有を達成するための基

盤技術の研究開発を行った。図 2 のように、小型ロボット

３台、ノートパソコン１台を利用して、提案技術のプロト

タイプを開発した。 

図 3 は FL と従来手法の性能評価である。ここでは

CIFAR-10 を用いた画像認識のアプリケーションにて評

価を行った。ここで、従来手法は、すべてのデータをクラ

ウド（ここではノートパソコンで模擬）に集めて、集中型

機械学習を行うものである。図 3 の結果からわかるよう

に、集中型機械学習の精度が高い一方、通信量も多いこと

が分る。多くのシナリオにおいて、ネットワーク帯域制限

により、すべての生データをクラウドに上げることが不可

能である。提案手法は、学習初期段階において、集中型手

法の通信量が約 160MB であるのに対し、FL では約 5MB
に抑えられており、約 96.9%の通信量削減を実現している。

これは、提案 FL 手法の優位性を十分示している。従来の

RLモデルに比べて不確実な環境下でも安定したナビゲー

ションが可能であることを図 3 に示している。 

 

     

図 2 協調型ロボットシステムにおける FL の

プロトタイプ 

      

図 3 異なるラウンドにおける FL と従来手法

の性能評価（左：精度、右：通信量） 
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また、車両ネットワーク（Internet of Vehicle: IoV）環

境における個別化学習を実現するため、階層型 FL とメタ

学習を組み合わせた新しいフレームワーク「Hier-
FedMeta」を提案した。図 4 のように、提案フレームワー

クは、IoV におけるデータの多様性と複雑な階層構造に対

応し、迅速な適応と高い汎化能力を持つモデルを構築する

ことを目的としたものである。Hier-FedMeta は、モデル

独立型メタ学習（Model-Agnostic Meta-Learning: MAML）
を用いて、迅速に新しいタスクに適応できる初期パラメー

タを学習することで、IoV システムにおける個別化と効率

を高める。 

実験結果により、提案した Hier-FedMeta フレームワー

クが、従来の FL アルゴリズムと比較して、より迅速な収

束と優れた汎化性能を達成することが確認できた。図 5 に

示すように、Hier-FedMeta フレームワークを使用したア

ルゴリズムは、500 回のトレーニング後に従来の

HierFAVG アルゴリズムと比較して、約 13%の精度向上

が見られ、収束に必要な訓練回数も約 20%減少したこと

が明らかとなった。これにより、メタ学習によってモデル

の汎化能力が向上し、学習がより速く進むことを示してい

る。 

 
課題 1(イ)では、多くのユーザ端末が同じネットワーク

資源を共有する場合、情報の鮮度を考慮した送信データの

選択方法を検討し、転送データ量の削減と通信の効率を向

上させることが目的である。周期的に発生するデータなど

においては、周期遅れのデータの送信価値は一般的に低い。

従って、本課題で検討されている情報選択技術では、情報

の鮮度を考慮して選択的にオリジナルあるいはキャッシ

ュされたデータを送信することで、限られた無線通信帯域

に対して送信データ量が多く発生する場合において、送信

データ量を削減し、無線ネットワークの輻輳を解消するの

に有効である。 
本研究ではまず、AMR 間における情報更新のモデル化

を行った。自律型システムでは、データを消費するノード

が関連する情報を採取するノードによる情報の更新を管

理し、収集された情報の処理を行う。採集された時刻が刻

印されたデータの更新には遅延が発生する。転送されるデ

ータの AoI の値は、更新がない限り大きくなっていく。デ

ータの更新によって AoI の値は情報が採集された時刻か

らの経過時間分まで減少する。また、AMR の処理が複数

の箇所からのデータが必要である場合、サービスの鮮度は

個々のデータの AoI によって影響されるため、それらを

総合的に考慮している。 
さらに最適化技術を利用して、AMR による情報サンプリ

ングと更新の問題を数式化し、AoI の値を最小化するアル

ゴリズムの設計を行った。また、最適化する事象の発生と

利用者のサービスの要求に対する事前知識があるか否か

のそれぞれの場合に対応して、オフラインとオンラインの

アルゴリズムの検討を行った。オフラインアルゴリズムで

は、AMR の挙動やアプリケーションの要求に関する知識

が事前に有している前提で伝送制御とスケジューリング

を行うため、情報選択と更新をユーザ要求の発生に応じて

最適に行うことが可能である。しかし、現実的にはそのよ

うな正確な知識を持つことは困難である。そのため、将来

に関する知識を持っていないにも関わらず、潜在的に発生

する状況に正確に反応できるオンラインのアルゴリズム

の設計を行った。近似性能の高いヒューリスティクアルゴ

リズムや学習手法に基づくアルゴリズムについて考案し、

シミュレーションによってその有効性を示した。 
また、ロボットに使用する処理ノード間の実証実験を実施

し、AoI を利用した情報更新手法では、ヒューリスティク

アルゴリズムと学習手法による AoI の削減効果の比較を

行い、学習の手法を利用することによって、過去の経験を

反映したより適切な判断が可能であり、情報の鮮度が高め

られることを確認した。図 6 に検討したアルゴリズムを実

装した通信処理ノードを使った実験において、比較対象の

ゼロ待機、有限差分による送信間隔調節の方式、および X-
Armed Bandit(XAB)オンライン学習手法による送信間隔

調整アルゴリズムの実験結果を示す。オンライン学習によ

る提案手法では、情報鮮度の向上(AoI 値の減少)とデータ

転送量の削減(ゼロ待機に比べてデータ量が半分に削減)
の効果が明らかになった。 

      

図 4  Hier-FedMeta のフレームワーク 

      

図 5  異なるアルゴリズムの学習精度の

比較 
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課題１(ウ)では、図 7 に示す情報近似のための適応的多

段階並列計算技術の開発に挑戦した。課題は、(1)アルゴリ

ズムの開発および(2)計算資源とネットワークの両方のリ

ソースを考慮した情報送出量(計算先)の決定方法の開発

である。本研究では、前記基礎検討で用いた非常に小さい

エリアモデルを現実的な(3 倍程度の)エリアモデルに拡大

(性能向上要因)し、なおかつ多様な情報処理を前提(性能低

下要因)とする現実モデルに拡張した。 
まず、多様な情報処理を前提(性能低下要因)とする現実

モデルに拡張する検討においては､各情報処理を行う

VM(仮想マシン)が､一定の条件を満たすという制約(性能

低下要因)の下で､性能評価を行い､性能を向上する制御方

法を提案した｡図 8 に示すように､提案方法を用いること

で､何も手を打たない従来の場合の 2 倍程度の性能向上を

示すことができた｡ 

エリアモデルの拡大においては、具体的には、従来の 4
サーバ程度であった小規模なエリアモデルを 100 サーバ

までの大規模なエリアモデルに拡大している。このように

サーバ数が多いモデルにて、最適な計算資源割り当てを行

うソリューションにおいて問題となるのは、計算量の組み

合わせ爆発である。この問題を回避するためのクラスタリ

ング手法を用いたヒューリスティックアルゴリズムの提

案(図 9)およびその性能評価(図 10)を行った。また、計算

資源の全体最適化として、全体の総計算資源を最大化する

従来のモデルを拡張し、個々の AMR が最適源の資源を確

保するという前提条件の下での最適解を発見するCPU推

測ベース VM 移動制御法を確立した。 

 

この前提条件において、従来比 2 倍程度の性能向上が確

認できた。 
 

      

図 7 適応的多段階並列計算 概念図 

 
図 9  クラスタリングモデル 

 
図 10 正確度評価 
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図 8  制約条件モデル 

       

 

 
         送信パケット数の比較 

図 6 情報鮮度を利用した送信制御 

 



 

戦略的情報通信研究開発事業（SCOPE） 

令和７年度成果発表会（2025 年） 

課題 2(ア)では、端末選択のためのコンテクスト予測・

利用技術の開発に挑戦した。ファジィ論理に基づいた手法

で課題 1(ア)で提案している FL における効率的なクライ

アント選択を実現し、さらにコンテクスト・アウェアな手

法で各端末における通信効率を改善する。 
階層型フェデレーテッドラーニング（Hierarchical 

Federated Learning: HFL）の効率を向上させるため、フ

ァジィ論理に基づくエッジサーバ選択手法を提案した。従

来のエッジサーバ選択手法は、ネットワーク状況やサーバ

性能の不確実性を適切に扱えず、効率的なリソース割り当

てが困難であった。これに対し、図 11 のように、提案手

法では利用可能なスループット（Available Throughput: 
AT）、デバイス負荷（Device Load: DL）、計算能力

（Computing Capability: CC） の 3 つの指標を用いてフ

ァジィ論理に基づくスコアリングを行い、最適なエッジサ

ーバを選択する。また、これまでに開発したクライアント

選択手法と統合し、HFL 全体の性能向上を図った。 
提案手法の有効性を、CIFAR-10 データセットを用い

た実験により検証した。その結果、提案手法が既存手法

と比較して学習精度の向上と処理時間の短縮を実現する

ことを確認した。 

 
図 12 は、非 IID データセットを用いた FL の性能評価

結果を示しており、左図は FL の完了時間、右図は学習精

度の推移を表している。提案手法は、ランダムなエッジサ

ーバ選択およびクライアント選択を行う手法（RR）、エッ

ジサーバ選択がランダムでクライアント選択にファジィ

論理を用いる手法（RF）、およびエッジサーバ選択にファ

ジィ論理を用い、クライアント選択がランダムな手法（FR）

と比較して、学習完了時間が大幅に短縮している。具体的

には、提案手法は RF 方式（約 600 秒）と比べて約 67%
短縮され、約 200 秒で完了しており、スループット（単位

時間あたりに完了する FL ラウンド数）において約 3 倍の

向上を達成している。これは、提案手法がエッジサーバと

クライアントの選択を同時に最適化することで、計算リソ

ースの有効活用と通信コストの削減を同時に実現した結

果である。また、学習精度の面でも、提案手法は他のベー

スライン手法に比べて収束が速く、短時間で高い精度に到

達している。特に、RF 手法と同程度の精度を維持してい

ることから、ファジィ論理に基づくクライアント選択が、

学習性能の向上において重要な役割を果たしていること

が示された。 
 
課題 2(イ)では、まず、提案する NOMA 機能の基本と

なる受信重畳と送信重畳を同時利用した場合のパケット

受信率の解析式を構築した。中継重畳は、送信重畳の特殊

ケースとしてモデル化できる。そのため、本研究により、

全ての重畳機能を利用したユーザが混在してもパケット

受信率を解析できるようになった。解析式の構築として、

難しくなるポイントは、送信重畳機能を利用したユーザが

送信した 2 つのパケットのチャネルゲインに相関が生じ

ることである。相関が生じることで、パケット受信率の条

件式が複雑になる。そこで本研究の工夫として、パケット

受信率の解析対象となるユーザに対しては、その正確性を

担保する観点からチャネルゲインの相関ありとしつつ、干

渉となるだけのユーザには、解析の複雑性を解消するため

に、相関なしとして近似するアプローチを提案した。 
次に、この解析式を用いて、中継重畳において重要なパ

ラメータである中継重畳電力比に着目し、中継重畳電力比

に対するパケット受信率を評価した。以下の図 13 は、中

継重畳電力比を 1/5 から 1/100 まで変化させたときのパ

ケット受信率を示している。横軸が中継重畳電力比で、縦

軸がパケット受信率を示している。中継重畳電力比の決定

の基準として、あるユーザが中継重畳した際に、他のユー

ザから中継重畳されない時でも、十分なパケット受信率を

達成できることを目指す。協調再送なしの場合の PRR と

比較して、99%以上のパケット受信率を示すためには、中

継重畳電力比が 1/95 以下である必要があり、95%以上の

パケット受信率を示すためには、中継重畳電力比を 1/20
以下にすべきであるということが明らかになった。 

次に、この解析式を用いて、受信重畳と中継重畳の統合

利用による効果を検証した。14 は、中継重畳電力比を 1/20
を用いた場合の空間的なパケット受信率を示している。図 
右は、中継重畳機能がなく受信重畳機能のみの場合の結果

を示している。図 左は、受信重畳機能に加えて中継重畳

機能を実装した場合の結果を示している。図 では、全て

のユーザの送信電力が一定の中で、その一部を中継パケッ

ト信号に割り当てる。この評価では、パケット受信率を計

測する対象ユーザが原点に存在し、対象ユーザの干渉ユー

ザが (200, 0) に存在し、あるスロットにおいて同時送信

する。また、それ以降のあるスロットにおいて、対象ユー

ザのパケットを中継重畳するユーザが (50, 0) に存在し、

その干渉ユーザが (-500, 0) に存在し、同時送信すると考

える。 

   

   

図 12 非 IID データ環境で異なるラウンドにおけ

る FL と従来手法の性能評価（左：FL 完了時間、

右：精度） 

      

図 11 ファジィ論理に基づくエッジサーバ選択

手法 

      

図 13  中継重畳電力比に対する中継重畳ユーザ

の単独のパケット受信率 
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図 14  受信重畳 + 中継重畳の両立によるパケット受信

率の空間的特性の解析結果 
 

図 14 右の受信重畳機能のみの場合において、(119, 0)で
は、パケット受信率が低く、0.5761 となった。一方、図 14
左の中継重畳機能 + 受信重畳機能の場合では、同一の地

点において、パケット受信率が 0.9869 まで達成になって

おり、中継重畳機能と受信重畳機能の統合利用により、パ

ケットロス率の低下度合いは約 1/33 まで抑えられること

が明らかになり、目標として掲げていた 1/10 を達成でき

た。 
 

課題 2(ウ)では、高機能自律走行型ロボット(AMR)がロ

ボット同士の緊密な協働や人間(歩行者や車など)との連

携を行いながら、安全で安心な自動走行(自動運転)を行え

る社会を実現するために、質の高い情報を自由に通信する

ための高度な知的通信技術を用いた高効率な無線通信シ

ステムを研究開発することである。 
研究では自律分散接続制御を行う方法を検討し、オンラ

イン学習を利用した端末側の知的分散接続制御を通して

AMR 間通信の性能と電波使用効率を向上させる。そのた

めに、マルチエージェント強化学習、ならびにマルチプレ

イヤー多腕バンデットによるオンライン学習を利用した

知的分散接続制御方式を提案した。 
その結果、端末間の自律協調によって通信負荷の増加に

伴うパケット衝突を回避し、端末数が多い場合、それらを

グループ化することによって、通信スループットの低下を

抑えることが可能であることを理論解析とシミュレーシ

ョンで示した。 
さらに、多数の端末による分散学習のタスクを実行する

場合、空中計算による学習モデルの集約を行う空中計算連

合学習によって、複数の端末の同時通信を実現でき、通信

効率の大幅な向上が可能である。図 15 に空中計算連合学

習システムの構成を示す。研究では、通信チャネルの状態

と学習データ量、および端末のエネルギーを同時に考慮し

た端末の選択方法の最適化アルゴリズムを検討し、通信効

率を大幅に向上させながら、学習性能も確保する手法を提

案した。 
 

 

図 15 空中計算連合学習システムの構成 
 

課題 2(エ)では、端末移動のモビリティを活用したネッ

トワーク適応制御の開発に挑戦した。無線端末においては、

通信品質が距離に大きく関係するため、AMR 同士および

AMR と歩行者の位置関係を理想的なものに近づけるよう

な位置に自然に移行させることで、低コストに通信性能を

向上させる技術を開発した。無線アクセスポイント(AP)と
AMR との距離が、の関係について 

AMR や歩行者の自由な移動(もともとの目的に沿った

移動)に対して、多少の移動経路変更を依頼し、それに従

った場合と従わない場合との差を観測することで、端末

移動モビリティの貢献度を評価した(図 16)。 

さらに、移動経路の多少の度合い(寄り道可能度合い)
が変化するときの、性能を評価した(図 17)寄り道度を大

きくとることで、大きくスループットを増加させること

が十分可能であることを示した。たとえば、寄り道度合

いが 1(つまり寄り道しない)場合に比べて、寄り道を 1.5
倍する(つまり 50%余計に移動)ことで、スループットが

2 倍以上にできることを示している。 

 
課題 3 では、理論的に開発した技術が、早期に実用化・

社会展開されること、すなわち社会実装に主眼に置き、

Proof of Concept のため、課題 1 と課題 2 で開発した技術

の実証を兼ねた試作システムの構築を行い、実証実験を行

った 
課題 2(ア)の PoC： FL の実機実証を目的として、ロボ

ットをクライアントとして使用し、実環境における FL の

有効性を検証した。特に、FL におけるクライアント選択

の重要性に着目し、ファジィ論理を用いたクライアント選

択手法を利用した。この手法では、各デバイスのデータ量、

   

   

図 16 移動経路を変更する場合(橙)と 
しない場合(青)のスループットの時間変化 

   

   

図 17 寄り道度合いとスループットの関係 
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計算能力、および利用可能なネットワーク帯域を考慮し、

FL のパフォーマンス向上を図った。本研究では実際のロ

ボットを用いた実証実験を行い、より現実的な FL 環境下

での評価を実施した。 
提案手法の有効性を検証するため、図 18 のようにロボ

ットおよびノートパソコンを用いた FL 環境を構築し、

IID データおよび Non-IID データの両方のシナリオで実

験を行った。図 19 および図 20 に示すように、IID データ

環境下においては、提案手法はランダム選択法と比較して

学習精度を約 15%の向上を達成し、処理時間を約 25%短

縮した。また、図 21 に示す Non-IID データ環境において

も、提案手法は他の手法と比較して常に高い精度を維持し

ており、実機環境下における汎用性と安定性の高さが確認

された。 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

課題 2(エ)の PoC：端末移動のモビリティを活用したネ

ットワーク適応制御の効果を評価するため、ロボットおよ

び制御端末を開発し、提案アルゴリズムの検証を行った。

図 8 に示すように、提案アルゴリズムを他の直感的方法と

比較し、提案手法が 39％程度良くなるという机上計算の

パラメータを用いて、実際の AMR の走行実験を行った。

実験の結果、提案方法が最も良い性能を示すことが、机上

と同様に得られた。また、机上検討では、安全側の評価(性
能を低く見積もっている)を行っていたため、実機実験で

は、提案方法がより優れているという数値結果を得た。 
 

 

 

３．今後の研究成果の展開 
本研究成果においては、いくつかの課題は、実用的な問

題も考慮して、課題 3 での実証評価などを通して、効果の

あることを確認しつつ手法を開発した。そのため、製品化

を目指すことが、可能である。今後は、そのためのステッ

プとして、以下のように進めることを予定している。 
技術的な観点としては、今回の研究成果の原理やフィー

ジビリティに基づき、これらをより具体的に実現するよう

な実用研究へと拡張していく。実用研究を得意としている

研究者や技術者らとコンタクトを取り、実用化に向けての

仮題を解決する。そのために、まずは、学会発表などによ

り、研究成果の技術者への広報をはかる。また、技術的な

議論から発展した事業化ということも視野に入れて、学会

以外でも、積極的に成果情報を発信していく。 
産業界に向けては、本技術に関して、広報した中からい

くつかの商談案件が進行中であり、それに注力していく。

CEATEC2024 において、本技術成果をブース展示し、多

くの来場者の興味を曳いた。名刺交換だけでも 80 名を超

え、多くの技術者に興味を持ってもらった。その中の 1 社

とは、現在協議中である。 
以上のような取組を通じて、本研究成果の実用化・事業

化を図っていきたい。 

      

図 18  実ロボットを利用して提案手法を検証

している様子 

      

図 19 IID データ環境での FL 処理時間の比較 

      

図 20  IID データ環境での学習精度の比較 

     

図 8  実ロボットを利用して提案手法を

検証している様子 
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図 21  Non-IID データ環境での学習精度の比較 
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４．むすび 

本研究開発の目的は、高機能自律走行型ロボット(AMR)

がロボット同士の緊密な協働や人間(歩行者や車など)と

の連携を行いながら、安全で安心な自動走行(自動運転)を

行える社会を実現するために、質の高い情報を自由に通信

するための高度な知的通信技術を用いた高効率な無線通

信システムを研究開発することである。この目的に対して、

走行型ロボット群の自動運転のための通信データ量削減

と信頼性向上機能を実現した。設定した技術目標を以下の

ように達成した。 

研究課題 1(ア)においては、生データの送信を不要とし、

学習に必要なデータのみを送信する情報集約技術を確立

し、従来比 90%以上の送信データ量を削減。 (イ)におい

ては、情報の鮮度を考慮したキャッシングで、転送データ

量を 1/2 以下に削減し、2 倍の通信効率を達成。 (ウ)にお

いては、エッジとクラウドの計算リソースの処理能力に応

じたデータ量だけを送受信する情報近似により、情報量を

従来比 50%以上削減。 研究課題 2(ア)においては、学習端

末の選択と各端末における通信を同時に効率化すること

で、従来のランダムな端末選択方式に比べて、スループッ

トを 2 倍増加。 (イ)においては、それぞれの端末での送

信・受信・中継によるハイブリッド重畳を用いた端末重畳

技術により、パケット廃棄率を従来比 1/10 程度に低減。 
(ウ)においては、近くのノードへのアクセスを確保するこ

とで 2 倍程度のゲイン、及び移動によるハンドオフの回数

を 1/10 に削減。 (エ)においては、移動経路の変更制御に

より、スループットを従来比 2 倍以上の増加。 研究課題

3 においては、課題 1 と課題 2 から抽出した技術をプログ

ラマブル走行可ロボットに実装し、センサや疑似データな

ど情報送出源を実装。ロボットを実際に動作(走行)させ、

本研究開発技術のデモを行った。 
以上の成果は、学術論文、国際会議、研究会を通して研

究成果を展開した。世界トップレベル論文誌、国際会議に

て研究成果を発表し、予定を超過する成果を挙げた。年間

計 15件以上の論文発表、39件以上の査読付き口頭発表論

文を通して、研究成果の可視性を高めた。その多くは、IEEE

など著名なものであり、技術成果は、学術界に高く認めら

れている。年間１件以上(全 2 件)の特許の申請を達成し

た。また 2024年には、試作結果および研究成果に基づき、

CEATEC2024展示会にて、発表を行い、成果を学会のみなら

ず、産業界および一般市民にも広報するように努めた。 

本研究課題の目標を達成したことで、無線通信を有効に

用いてリッチ情報を通信することで低コストかつ高機能

化した AMR を実現することができ、ラストワンマイルの

「足」の早期実現が可能となる。なお、前記 AMR および

それを実現する技術は、工場内や病院内といった特定の閉

じた空間でも、もちろん有効である。さらに、高齢化社会

を見据えた人々の移動問題の解決のみならず、物流などの

労働力不足を補い、発展する産業への労働力の供給に貢献

できる。これからの高齢化社会の我が国の、産業の発展の

第一歩として、大きく貢献する研究開発である。 
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概要 

本研究開発課題では、ミリ波帯及びサブテラヘルツ(THz)帯周波数を用いる 5G 高度化方式の OFDM 及び DFT-spread 
OFDM waveform における超多値変調方式を用いたときのビット誤り率(BER)が 10-6 - 10-8以下の高品質受信を実現する

位相雑音補償及び等化技術を開発した。また、周波数利用効率の向上のため、目標の誤り率を満たす所要受信 SNR を低

減する高効率変調、チャネル符号化方式、及び復調、復号法を開発した。さらに、初期アクセスにおける制御チャネルの

検出確率への位相雑音の影響を明らかにし、キャリア周波数オフセット補償を含む高精度検出法を開発した。 
 

Abstract 
In the millimeter-wave (mmW) and sub-terahertz (THz) bands, the major impairments are phase noise (PN) that is 
induced in local oscillators of a base station and user equipment (UE), and signal distortion due to multipath fading 
channels for achieving high quality reception such as bit error rate of lower than 10-6 – 10-8. Therefore, we developed 
PN compensation method associated with frequency domain equalization for orthogonal frequency division 
multiplexing (OFDM) and discrete Fourier transform (DFT)-spread OFDM waveforms aiming at the application of 
5G evolution. We also developed efficient modulation and demodulation techniques, channel coding and decoding 
techniques, and accurate detection techniques for initial access control channels in mmW and sub-THz bands.  
 
１．まえがき 
ミリ波帯及び 100GHz - 300GHz の周波数を含むサブテ

ラヘルツ(THz)帯周波数における誤り率の主な劣化要因

は、基地局及びユーザ端末(UE: User Equipment)のロー

カル発振器で生じる位相雑音及びマルチパス干渉に起因

する周波数選択性の波形歪みである。本研究開発課題では、

ミリ波帯及びサブ THz 帯周波数における 3GPP (3rd 
Generation Partnership Project)の 5G NR (New Radio)
規格で採用されている OFDM (Orthogonal Frequency 
Division Multiplexing)、及びシングルキャリア(SC)の
DFT (Discrete Fourier Transform)-spread OFDM (DFT-
S-OFDM) waveform に対して、ビット誤り率（BER: Bit 
Error Rate）が 10-6 - 10-8以下の高品質受信を実現する位

相雑音推定・補償、及び等化技術を開発した。OFDM 及

び DFT-S-OFDM における位相雑音推定用パイロット信

号の最適多重法を示した。また、OFDM 及び DFT-S-
OFDM における位相雑音補償後に周波数領域等化(FDE: 
Frequency Domain Equalization)を行う構成を提案し、

効果を示した。5G 高度化方式が適用されるミリ波帯及び

サブ THz 帯周波数における高い周波数における高ドップ

ラ周波数及び位相雑音に対する耐性を有し、広エリアカバ

レッジを実現するために必要な低ピーク電力対平均電力

比(PAPR: Peak-to-Average Power Ratio)を実現する高効

率変調、チャネル符号化方式、及び高効率復調、復号法を

開発した。最後に、ミリ波帯及びサブ THz 帯周波数にお

ける初期アクセスに必要な制御チャネルの検出確率への

位相雑音の影響を明らかにし、キャリア周波数オフセット

補償法を含む高効率検出法を開発した。  
２．研究内容及び成果 

2.1.OFDM 及び DFT-S-OFDM waveform における高精

度位相雑音推定・補償技術の研究開発 
2.1.1. OFDM における高精度位相雑音推定・補償技術の

確立 
OFDM の位相雑音補償法が多数報告されているものの、

殆どの文献は精々10-5 程度までの BER を対象としてい

る。既報の位相雑音補償法の中で、低密度パリティチェッ

ク(LDPC: Low-Density Parity-Check)復号と結合してフ

ァクタグラフ(FG)を用いる繰り返し位相雑音補償法が、

他の位相雑音補償法に比較して優れた位相雑音補償性能

を実現できている[1]。しかしながら、FG を用いて位相雑

音を推定する繰り返しループに LDPC 復号を含むため演

算量が大きい点が課題である。本研究開発課題では、位相

雑音推定、補償ループに LDPC 復号を含まない低演算量

の位相雑音補償法を確立する。 
 (1) PSA-EKF PNC の提案：OFDM における位相雑音推

定・補償法として位相ロックループ(PLL: Phase Locked 
Loop)、拡張カルマンフィルタ(EKF: Extended Kalman 
filter)等を用いる繰り返し処理の位相雑音補償法が有効

であることが報告されている。しかし、これらの位相雑音

補償法は、位相雑音の分布をガウス雑音近似するため位相

誤差及び分散を計算するための参照信号の生成精度が位

相雑音補償精度に大きな影響を与える。そこで、図 1 に示

すパイロット信号を用いる(PSA: Pilot Symbol Assisted)
位相雑音補償 (PNC: Phase Noise Compensation)及び

EKF を用いる繰り返し処理の PNC で構成される 2 ステ

ップの PSA-EKF PNC 構成を提案した。提案法の第 1 ス

テ ッ プ の PSA PNC で は 周 波 数 分 割 多 重 (FDM: 
Frequency Division Multiplexing)パイロット信号を用い
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て位相雑音を推定・補償する。パイロット信号のみを用い

るため情報シンボルを用いた場合の復号の誤りを受けず

に高精度に位相雑音を推定できる。第 2 ステップでは、

PSA PNC で位相雑音を補償後の信号からデマッピングし

たビットからシンボル推定値を生成し、EKF の初回ルー

プの位相雑音誤差及び分散を計算するための参照信号と

して用いる。EKF で位相雑音補償後の信号のデマッピン

グビットから生成したシンボル推定値を 2 回目以降の参

照信号に用いる。初回ループで高精度に位相誤差及び分散

が生成できるため、EKF を用いる繰り返し処理により残

留位相雑音を非常に低いレベルに抑圧できる。図 2 に、

256QAM を用いた場合の位相雑音を考慮した場合の

PSA-EKF PNC の受信 SNR に対する BER 特性を示す。

位相雑音モデルには 20dB/decade で減衰する周波数特性

を有するモデルを用いた[2],[3]。0-Hz オフセット周波数

における位相雑音電力密度(PSD)を KW = -25dBc/Hz とし

た。チャネル符号化には符号化率が R = 8/9 の LDPC 符

号を用いた。図 2 より PSA-EKF PNC を用いた場合の

BER が 10-8 を満たすための所要受信 SNR の位相雑音無

しからの劣化を 0.5dB に抑圧できており、高精度に位相

雑音補償が実現できている。また、PSA PNC のみを用い

る場合に比較して、所要受信 SNR を約 1dB 低減できてい

る。PSA PNC で位相雑音補償後の判定シンボルを EKF 
PNC の初回ループの位相誤差及び分散の計算の参照信号

に用いる方法の有効性がわかる。PSA PNC で位相雑音補

償後の判定シンボルの生成法として、LDPC 復号前のデマ

ッピングビットを用いて判定帰還シンボルを生成する方

法と LDPC 復号後の対数尤度比(LLR)から情報シンボル

を生成する方法がある。図 3 に PSA PNC で位相雑音補償

後の判定シンボルを用いて EKF PNC の参照信号を生成

する方法の受信 SNR に対する BER を示す。図 3 に示す

ように、LDPC 復号前のデマッピングビットを用いて判定

帰還シンボルを生成する方法は、2 回目の繰り返しループ

で LDPC 復号後の硬判定ビットを用いて判定帰還シンボ

ルを生成する方法に比較してBERが 10-8を満たすための

所要受信 SNR を約 0.5dB 低減できている。LDPC 符号化

ブロックの誤りパターン及び残留位相誤差より、LDPC 復

号前のシンボル推定値を EKF PNC の初回ループの参照

信号に用いる方法の妥当性を示した。提案の LDPC 復号

前のデマッピングビットに基づく判定シンボルを用いる

PSA-EKF PNC は位相雑音補償後に LDPC 復号を 1 回の

み行うため演算量の低減に有効である。 
(2)位相雑音モデルに適した非線形カルマンフィルタの検

討：位相雑音は ejθで表されるため非線形関数になる。非

線形カルマンフィルタとして EKF、Unscented KF 
(UKF)、Ensemble KF (EnKF)が提案されている[4]。線形

近似を行う EKF に比較して、標準偏差に対応する複数の

シグマポイントを選択し、集合平均的に確率分布を近似す

る UKF の高精度性が報告されている。非線形関数である

位相雑音に対して、EKF 及び UKF を用いた場合の BER
を評価した。図 4 に PSA-EKF PNC と PSA-UKF PNC の

BER の比較評価を示す。図 4 より、PSA PNC で位相雑

音補償後の信号のデマッピングビットから生成したシン

ボル推定値を初回ループの位相誤差及び分散を計算する

ための参照信号に用いた場合、EKF PNC と UKF PNC は

ほぼ同等の BER を実現できている。一方、EKF の演算量

は UKF に比較して低いため、PSA PNC と EKF PNC の

組み合わせが実用の観点から有効であることを示した。 

(3)各種位相雑音モデルにおける誤り率評価：基地局及び

UE のローカル発振器で生じる位相雑音は、LSI チップを

生成するプロセス及び個々のデバイスに依存する。一方、

基地局及び UE の実際のローカル発振器を含む PLL 周波

数シンセサイザの性能に基づいた位相雑音モデルが提案

されている。従って、ミリ波帯周波数における既報の代表
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的な 3 種類の位相雑音モデルにおける PSA-EKF PNC の

BER を評価した：(1)Single-pole single-zero (SPSZ) LPF
モデル[2],[3]、(2)3GPP Technical Report (TR)で規定され

ているミリ波帯周波数の位相雑音モデル[5]、(3)フリッカ

ー雑音の影響が大きい広帯域位相雑音モデル[6]。3GPP の

TR では、位相雑音の周波数領域の伝達関数が記載されて

いるため、シミュレーション評価では、離散時間の z 変換

が必要である。3GPP 位相雑音モデルの異なる減衰特性を

有する 4 種類の位相雑音の z 変換で表される離散時間の

電力スペクトル密度(PSD)の伝達関数を導出した。図5に、

導出した 3GPP の位相雑音モデルの伝達関数を用いた場

合の PSA-EKF PNC の BER 特性を示す。図 5 より、UE
用の 3GPP PN Model 1 において位相雑音推定用の周波数

分割多重(FDM)パイロット信号を適用した PSA-EKF 
PNC を用いたとき、BER が 10-8を満たすための所要受信

SNR の位相雑音無しの場合からの劣化を約 2.3dB に抑え

られている。同様に、BS 用の 3GPP PN Model 2 では BER
が 10-8を満たすための所要受信 SNRの位相雑音無しの場

合からの劣化を約 0.6dB に抑圧できている。また、フリッ

カー雑音の影響が大きな広帯域位相雑音モデルにおいて、

0-Hz 周波数オフセットの位相雑音の PSD が-34 dBc/Hz
以下の場合にBER が 10-8の高品質受信を実現できること

を示した。ローカル発振器で生じる位相雑音は、周波数領

域の PSD の減衰特性に比較して、総合の位相雑音電力が

BER に影響を与えることを示した。 
2.1.2. DFT-S-OFDM における高精度位相雑音推定・補償

技術の確立 
71GHz までのミリ波帯周波数では、OFDM waveform を

用いる NR 無線規格を用いることが決定されている。一

方、サブ THz 帯周波数を含む 71GHz 超の周波数では、

伝搬損失がさらに増大するため、実用的なカバレッジ距離

を実現するために、PAPR が低い DFT-S-OFDM の適用が

有効である。FDM パイロット多重は TDM に比較して高

速に変動する位相雑音を高精度に推定できるものの、SC
の DFT-S-OFDM に FDM パイロット信号を多重すると

PAPRの増大を招く。図6にDFT-S-OFDMにおけるFDM
パイロット多重法を示す。ND シングルキャリアシンボル

で構成されるブロックの先頭にパイロットサブキャリア

数 NP以上のシンボル区間 NZ にゼロを多重する[7]。NZ + 
ND シンボルを DFT で周波数領域信号に変換し、周波数

領域で一定のサブキャリア間隔で NP個のサブキャリア信

号をパンクチャ（除去）し、パイロット信号を多重する。

位相雑音推定用 FDM パイロット信号多重を用いた場合、

DFT-S-OFDM では、受信機で IDFT 後の時間領域の情報

シンボルには、パイロット信号の干渉、及びパイロット信

号を多重したサブキャリア位置のシングルキャリア信号

をパンクチャした波形歪みが受信される。そこで、DFT-
S-OFDM において、図 7 に示す PSA-EKF PNC を適用し

たときの受信機構成を提案した。提案構成では、(a) FDM
パイロット信号を用いて時間領域の PSA PNC を用いて

位相雑音を推定・補償する。(b)初回繰り返しループでは、

IDFT 出力の M シンボル長の”0”多重区間に現れるパイ

ロット干渉及びパンクチャで生じる歪みを信号”0”を多

重する窓の繰り返し数 L 個の窓で平均化して時間領域の

パイロット干渉及びパンクチャ歪みの繰り返し波形を推

定し、M x (Q - L+1)情報シンボル区間から差し引く。2 回

目以降では、前回の繰り返しループでデマッピング後のビ

ットから FDM パイロット信号を多重した DFT-S-OFDM
信号を生成し、IDFT 出力の M シンボル区間の干渉及び

波形歪みを抽出して、M x (Q -L+1)情報シンボル区間から

差し引く。(c)情報シンボルをデマッピング後の復号ビッ

トからシンボル推定値を生成し、EKF の初回ループの位

相雑音誤差及び分散を生成する。図 8 に FDM パイロット
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多重を用いる DFT-S-OFDM の位相雑音を考慮した場合

の受信 SNR に対する BER 特性を示す。図より L が 2 の

場合、パイロット干渉及びパンクチャに起因する歪みが高

精度に推定できており、BER が 10-7 を満たす所要受信

SNR を約 1.5dB 低減できている。また、L が 4 の場合の

DFT-S-OFDM において、提案の PSA-EKF PNC を用い

た場合の BER が 10-8 を満たすための所要受信 SNR の

OFDM からの劣化を約 1.0dB に抑圧できている。また、

提案の FDM パイロット干渉及び SC 信号の波形歪みの繰

り返し補償を含む PSA-EKF PNC は、256QAM を用いた

とき受信 SNR が 26.0dB で BER が 10-8 の高品質受信を

実現できている。 
2.2. OFDM 及び DFT-S-OFDM における最適なパイロッ

ト信号多重法の確立 
2.2.1. OFDM における位相雑音推定用パイロット信号の

最適な多重法の検討  
図 9 に OFDM における提案の位相雑音推定用パイロット

信号、及び伝搬路推定用パイロット信号多重法を示す。サ

ンプル単位で時変の位相雑音を高精度に推定するため、離

散的なサブキャリア位置に時間領域で連続的に多重する

狭帯域な FDM を用いる。一方、短いスロット区間におけ

る伝搬路変動はほぼ一定と見做すことができるため、伝搬

路推定用パイロット信号は、スロットの先頭の OFDM シ

ンボル位置に時間分割多重(TDM)する。計算機シミュレー

ション結果より、OFDM における 256QAM 変調を用いた

場合の位相雑音推定用 FDM パイロット信号を 8 サブキ

ャリア間隔で多重した場合に BER の改善がほぼ飽和する

ことを示した。 
2.2.2. DFT-S-OFDM における位相雑音推定用パイロット

信号の最適な多重法の検討  
図 10 に、DFT-S-OFDM における 256QAM を用いた場合

の FDM 及び TDM パイロット多重の PAPR の相補累積

分布関数(CCDF)を示す。図 10 より FDM パイロット多

重は CCDF が 10-4 における PAPR を OFDM に比較して

約 2。7dB 低減できているものの、TDM パイロット多重

を用いる場合に比較して約 1.4dB 増大している。図 11 に

DFT-S-OFDM における 256QAM を用いた場合の位相雑

音推定用 FDM 及び TDM パイロット多重を用いたときの

受信 SNR に対する BER 特性を示す。図 11 より、DFT-
S-OFDM において、256QAM 及び情報シンボルブロック

の前に信号”0”を多重する窓の繰り返し数 L が 4 のとき

、時間分割多重(TDM)パイロット信号多重を用いた場合の

BER が 10-8を満たすための所要受信 SNR は、FDM パイ

ロット信号多重を用いた場合に比較して約 1.2dB 低減で

きることを示した。 従って、DFT-S-OFDM において同一

の周波数帯域を仮定した場合、PAPR 及び BER が 10-8を

満たすための所要受信 SNR の観点からは、位相雑音推定

用 TDM パイロット信号多重が適していることを示した。 
2.3. OFDM 及び DFT-S-OFDM waveform における高信

頼位相雑音補償・等化技術の研究開発 
遅延波に起因するマルチパスフェージングでは OFDM 及

び DFT-S-OFDM のサブキャリアの位相及び振幅はラン

ダムに変動する。一方、送信機及び受信機のローカル発振

器で生じる位相雑音により各サブキャリアの位相変動が

生じる。位相雑音を受けた状態で等化処理を行った場合に

は、等化器はシンボル間干渉(ISI)を充分低いレベルに抑

圧できず、残留 ISI が増大してしまう。送信機及び受信機

の位相雑音、無線伝搬路のマルチパスフェージングの波形

歪みを受けた受信信号の位相雑音補償と等化処理の順序

が誤り率に影響を与える。本研究開発では、図 12 に示す

周波数選択性フェージングに起因する位相（及び振幅)変
動と分離して高速に変動する位相雑音を推定、補償し、位

相雑音推定、補償後に周波数領域等化(FDE: Frequency 
Domain Equalization)を行う受信機構成を提案した。  
2.3.1. マルチパスフェージングチャネルにおける OFDM
の高信頼位相雑音補償・等化技術の検討 
図 13 に OFDM における提案の PSA-EKF PNC 及び 1 タ

ップ等化を用いた場合の受信 SNR に対する BER 特性を

示す。無線バックホールの伝搬モデルである直接波に地面

からの反射波が干渉する Rummler フェージングモデル

図 9 OFDM におけるパイロット多重法 

図 10 DFT-S-OFDM におけるパイロットを多重した
ときの PAPR の CCDF 

図 11 DFT-S-OFDM における位相雑音推定用 TDM 及び
FDM パイロット多重の BER 

図 12 提案の PSA-EKF PNC と FDE を含む受信機構成 
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を用いた。遅延波干渉で生じるノッチ深さρを 10dB、シン

ボルレートで正規化したノッチ周波数 fN をパラメータに

した。図より、送信帯域の中心（ノッチ周波数が 0.0）に

深さが 10dB のノッチが存在する Rummler フェージング

において、R = 8/9 と高い符号化率の場合においても 10-8

の BER の高品質受信が実現できている。また、PSA-EKF 
PNC を用いた場合の BER が 10-8 を満たすための所要受

信 SNR の位相雑音無しからの劣化は 1dB 程度に抑えら

れている。図 14 に、3GPP の見通し内(LOS)環境の 3GPP 
Tapped Delay Line (TDL)-D チャネルモデル[8]における

PSA-EKF PNC 及び 1 タップ等化を用いた場合の受信

SNR に対する BER 特性を示す。TDL-D モデルの NLOS
成分の遅延波のパス数は NNLOS = 13 である。しかし、指

向性ビーム送信/受信を用いた場合遅延波の数は 13 より

少ないと考えられるため、NNLOS = 2、5 及び 9 の場合の

特性を示す。図 14 より、NNLOS が小さくなるに従って残

留等化誤差が減少するため BER が改善している。特に

NNLOS が小さくなるに従って PSA-EKF PNC を用いた場

合の平均 BER が 10-8 を満たすための所要平均受信 SNR
の位相雑音無しからの劣化が低く抑えられている。  

2.3.2. マルチパスフェージングチャネルにおける周波数

領域等化(FDE)を用いたDFT-S-OFDMの高信頼位相雑音

補償・等化技術の検討 
図 15 に DFT-S-OFDM の 3GPP TDL-E チャネルモデル

における平均受信 SNR に対する平均 BER 特性を示す。

位相雑音推定用パイロット多重は TDM を用い、L = 4 の

場合の特性を示す。図 15 より、NNLOS が増大するに従っ

て、等化後の残留マルチパス干渉に起因して BER が劣化

している。NNLOS が 14 の場合、CP 長を超える遅延波が

あるものの電力が非常に低いためシンボル間干渉の影響

が小さい。NNLOSが大きい場合の残留マルチパス干渉に起

因する BER を改善するためには、低符号化率の LDPC 符

号を用いる必要がある。しかしながら、図 15 より、NNLOS 
= 9 及び 14 の場合においても、PSA-EKF PNC を用いた

場合の目標の BER を満たすための位相雑音無しの場合か

らの劣化は、約 2.0dB に抑えられている。また、DFT-S-
OFDM において位相雑音推定用 TDM パイロット多重を

用いたときの最適パイロット多重法の検討を行った。

DFT-S-OFDM シンボル内の全パイロットシンボル数が

一定の条件でパイロットシンボルの挿入損失が約 10%及

び 20%の場合、パイロットブロック内のパイロットシン

ボル数が、それぞれ 3 及び 2 の場合に 10-7以下の BER を

実現するための所要受信 SNR を最も低減できることを示

した。これは、パイロットブロック間隔を短くすることに

より位相雑音の変動に対して位相雑音推定が高精度に追

従できるためである。DFT-S-OFDM においてパイロット

ブロック内のパイロットシンボル数が 3、パイロットブロ

ック間隔が 26 シンボルのとき（パイロットシンボルの挿

入損失は 10.3%）、PSA-EKF PNC を用いた場合の BER
が 10-8を満たすための所要受信 SNRの位相雑音無しの場

合からの劣化を約 2.2dB に抑圧できることを示した。 

2.4. OFDM 及び DFT-S-OFDM における高効率変調・チ

ャネル符号化，及び位相雑音補償・等化技術の研究開発 
2.4.1. 高効率 Circular QAM 信号空間配置の検討 
 DFT-S-OFDM を用いるアクセスリンクへの適用を目指

し て 各リ ング に 同数 の信 号 点を 有す る Circular 
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16/32/64QAM 信号空間配置の様々なターボ符号化率に対

して、PAPR の現実的な規範である Cubic metric (CM)を
考慮したブロック誤り率(BLER：Block Error Rate)を評

価した。図 16 に(8, 8) Circular 16QAM リング振幅比ρに
対する平均 BLER が 10-2を満たすための CM を考慮した

所要平均受信 SNR を示す。図 16 より、ターボ符号の符

号化率 R が 1/5 及び 1/3 のとき、(8, 8) Circular 16QAM
の平均 BLER が 10-2を満たすための CM を考慮した所要

平均受信 SNR は Rectangular 16QAM に比較してそれぞ

れ約 1.1dB、0.7dB 低減できている。同様に、(8, 8, 8, 8) 
Circular 32QAM 及び(16, 16, 16, 16) Circular 64QAM
の、それぞれ Cross 32QAM 及び Rectangular 64QAM に

対する目標 BLER を満たすための所要平均受信 SNR の

低減効果を示した。 

2.4.2. 下りリンク報知チャネルへの階層化変調の適用効

果の検討 
OFDM 下りリンクにおけるセルサイト近傍に位置する

UE のリソースの高効率利用を実現するため、制御情報を

含む報知チャネルへの階層化変調 (HM: Hierarchical   
Modulation)の適用効果を評価した。セルサイト近傍の

UE は受信 SNR が高いため、基本情報に加えて、2 次情

報を受信することができる。報知チャネルにおいて受信品

質が良好な UE が基本情報に加えて 2 次(3 次)情報を同時

に受信できる HM の適用を提案した。HM では異なる情

報ビット系列を信号空間配置の信号点に階層的にビット

マッピングする。図 17 に 64QAM を用いた HM の信号空

間配置を示す。信号点間のユークリッド距離が等しい

QAM 信号空間配置では、上位ビットにマッピングされる

基本情報の信号点間のユークリッド距離は、均一信号空間

配置の信号点間のユークリッド距離に比較して短くなっ

てしまう。従って、HM では、セル内の全 UE が基本情報

を所要の BER で受信でき、セルサイト近傍の受信 SNR
の高い UE が 2 次(3 次)情報を受信できるように不均一信

号空間配置を用いる。図 18 に、不均一 16QAM 信号空間

配置を用いる HM を適用した場合の平均 BLER を示す。

λ1 = d2/d1であり d1及び d2はそれぞれ QPSK、16QAM の

信号点間距離の 1/2 である。図 18 より、16QAM を用い

る HM を適用した場合、λ1 = 0.2 のとき基本情報の平均

BER が 10-3 を満たすための所要平均受信 SNR の QPSK
からの劣化を約 0.5dB に抑え、2 次情報の所要平均受信

SNR の 16QAM 均一信号空間配置からの劣化を約 6.8dB
にできている。また、所要平均受信 SNR を基に、HM を

用いた場合の基本情報、2 次情報、3 次情報を提供できる

セルサイトからのカバレッジエリアを明らかにした。 
2.4.3. サブ THz 帯周波数における変調方式の検討 
サブ THz 帯周波数では基地局及び UE のローカル発振器

で生じる位相雑音の影響がミリ波帯周波数に比較して大

きいことが報告されている。また、サブ THz 帯周波数で

は数 GHz 幅の超広帯域な周波数帯域になるため、位相雑

音は Wiener ランダム過程に従う Wiener 位相雑音に加え

て高域周波数成分を有する無相関な Gauss 位相雑音から

構成されることが報告されている[9]。サブ THz 帯周波数

の位相雑音モデルにおける LDPC 符号を用いたときの各

種変調方式の BER を計算機シミュレーションにより評価

した。提案手法では相関を有するWiener位相雑音はPSA-
EKF PNC を用いて補償し、無相関な Gauss 位相雑音は

LDPC 符号の符号化利得により、目標の誤り率を満たすた

めの所要受信 SNR を低減する。図 19 に、AWGN チャネ

ルにおける 64QAM 及び 256QAM を用いたときの BER
が 10-3 及び 10-6 を満たすための所要受信 SNR の位相雑

音無しの場合からの増大を示す。Wiener 位相雑音の 0-Hz
周波数オフセットの PSD は KW  = -25dBc/Hz とし、高周

First quadrant of 
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2d32d3

2d2

2d1

In-phase 

Quadrature 

図 17 64QAM を用いた HM の信号空間配置 

図 18 16QAM を用いた HM の平均 BER  

図 19 サブ THz 帯周波数の位相雑音を考慮したときの
64QAM 及び 256QAM の BER が 10-3及び 10-6を満たす

ための所要受信 SNR 

図 20 TDL-D 及び E チャネルにおけるサブ THz 帯周波数
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波数成分を有する Gauss 位相雑音の PSD KGをパラメー

タにした。図 19 より、256QAM では R = 1/2 以下の場合

には BER が 10-3 及び 10-6 の品質が実現できているもの

の、R が高い場合は実現できていない。同一の周波数利用

効率は、高い LDPC 符号化率を用いる 64QAM でカバー

できるため、256QAM の適用性は低いと言える。64QAM
の場合、KG = -105 dBc/Hz の場合、R = 8/9 程度に高い

LDPC 符号を用いた場合においても、位相雑音無しの場合

からの所要受信 SNR が約 2.3dB 及び 2.5dB 増大するこ

とを許容すれば、BER が 10-3及び 10-6の受信品質を実現

できている。図 20 に、LOS 環境の TDL-D 及び E チャネ

ルモデルにおける 64QAMのKGに対する平均BERが 10-

3 及び 10-6 を満たすための所要平均受信 SNR の位相雑音

無しの場合からの増大示す。図 20 より、Gauss 位相雑音

の PSD の高い領域では 10-6の BER が実現できていない。

TDL-D 及び E チャネルモデルにおいて、KG = -100 
dBc/Hz の場合、R = 3/4 のときの平均 BER が 10-6を満た

すための所要平均受信 SNR は位相雑音無しの場合に比較

してそれぞれ約 1.3dB 及び 1.8dB の増大に抑えられてい

る。R = 8/9 の場合には、KG = -105 dBc/Hz 程度までは平

均 BER が 10-6の高品質受信が実現できている。サブ THz
帯周波数の位相雑音を考慮した 3GPP の LOS 及び見通し

外(NLOS)環境の TDL チャネルモデルにおいて、PSA-
EKF PNCを用いた場合、64QAMまでの変調方式が、BER
が 10-6以下の高品質受信を実現できることを示した。 
2.4.4. 高効率チャネル符号化、復号方式の検討 
Polar 符号は、同質の通信路を良好・劣悪な通信路に分極

（通信路分極）させ、良好な通信路のみを用いることによ

り、符号長が長い場合にシャノン限界に漸近する特性を実

現できる。この Polar 符号は、3GPP NR 無線規格で符号

長の短い制御チャネルに採用されている。Polar 符号は、

一般的に復号に用いられる逐次除去復号器 (SCD: 
Successive Cancellation Decoder)の符号長の増加に伴う

復号処理遅延の増大が技術課題である。そこで、本研究開

発では Polar 符号の処理遅延低減を目的として、逐次除去

復号とは異なる低処理遅延の復号アルゴリズム、及び高効

率符号化について検討を行った。 
(1) 低処理遅延の復号アルゴリズム：復号アルゴリズムと

して(a) LDPC 符号で主に用いられている復号法である

Belief Propagation (BP)復号器、(b) ニューラルネットワ

ーク(NN: Neural Network)復号器の 2 種類について検討

した。両復号器ともに処理遅延の低減には有効であるが、

情報セット（通信路分極における良好な通信路の集合）、

凍結セット（劣悪な通信路の集合）が逐次除去復号器と異

なり、新たに最適化することで特性が改善するが、理論的

に導出できない。そこで、図 21 に示す繰り返し最適化ア

ルゴリズムを提案し、特性改善効果を示した。 
(a) BP 復号器：BP 復号器は、繰り返し復号における繰り

返し数に比例して処理遅延が増大するため、符号長が長い

場合、SC 復号に比較して大幅に遅延を低減できる。しか

し、特性に大きく影響する情報セットを理論的に最適化で

きないため図 21 に示す繰り返し最適化を用いる。図 21
において、誤り率を改善できる 1 ビットを正確に選択する

ためには、全ての組み合わせに対して BP 復号処理を行

い、誤り率を測定する必要がある。しかしながら、符号長

が長い場合には計算量が膨大となり、最適化時間が大きく

なるため、Union Bound を用いる方法を提案した。図 22
に提案最適化アルゴリズムにより最適化した情報セット

を用いた場合の受信 SNR に対する BLER 特性を示す。図

22 より、BLER が 10-4を実現する所要受信 SNR を SCD
に対して最適化した情報セットを用いる場合に比較して

約 0.5dB 改善できている。(b) NN 復号器：NN 復号器は

受信信号を入力とする K 次元の二値分類問題とみなし、

NN を用いて復号処理を行う。このため、K の増大に対し、

指数関数的に学習が困難となる課題を解決するため、複数

の NND を連接する連接 NND が提案されている。しかし

ながら、この場合の情報セットの最適化については検討さ

れていない。計算機シミュレーションにより、K = 32、 N 
= 64 の場合、図 21 に示す提案アルゴリズムを用いて情報

セットを最適化した連接 NND は SCD に比較してほぼ同

等の誤り率特性を実現しつつ、大幅に処理遅延を低減でき

ることを示した。 
(2) 高効率符号化：Polar 符号は Polarization unit と呼ば

れる排他的論理和を規則的に配置した構成をもつ。特性の

改善、処理量・処理遅延の低減を目的として、Relaxed 
Polar 符号の適用の検討を行った。Relaxed Polar 符号は

十分特性が改善した場合、Polarization unit を削除するこ

とによって分極を停止し、特性劣化なく処理量・処理遅延

を低減可能である。Polarization unit 部の分極停止の有無

を示す情報（分極停止信号）を送受で共有する必要がある。

そこで、“信頼性情報”を用いず“分極停止信号”のみを

用いて、可変符号長・符号化率を実現する方法を提案した。

提案法は、従来の Polar 符号と同等の特性を実現しつつ、

処理量・処理遅延は 20%から 70%程度低減できることを

示した。また、高効率符号化の設計には密度発展法(DE: 
Density Evolution)が有効である。従来、Polar 符号では

計算が容易な近似手法である Gaussian Approximation
が用いられているが、正確な Polar 符号の設計には密度発

展法が有効でるため、詳細な効率的な実装法を示した。 
2.5. ミリ波帯及びサブ THz 帯周波数における位相雑音、

キャリア周波数オフセットの制御チャネルへの影響 
2.5.1.下りリンクにおける高精度物理セル ID (PCID: 
Physical Cell Identity)検出法の確立 
(1)OFDM における下りリンクの高精度 PCID 検出法 
3GPP NR無線規格の下りリンクの初期アクセスには階層

化同期信号が用いられる。同期信号には同期信号の受信タ

イミングを検出する第 1 同期信号 (PSS: Primary 
Synchronization Signal)とセルの PCID グループを示す

第 2 同期信号(SSS: Secondary Synchronization Signal)
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初回 1回繰り返し後

誤り率を最も低減できる1ビット交換組み合わせを選択
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SCDに最適化した情報セット

提案法で最適化した情報セット

図 21 提案の情報セット及び凍結セットの繰り返し最適化
アルゴリズム 

図 22 提案の繰り返し最適化アルゴリズムを用いたときの
BP 復号と逐次除去復号の BER 比較 
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が規定されている。同期信号は、UE が最初に受信、検出

する物理チャネルであるため、UE のローカル発振器の周

波数が基地局の高精度な周波数に追従する前の自走の周

波数で同期信号を検出する必要がある。UE のローカル発

振器の自走モードの周波数安定度は、基地局の周波数の安

定度に比較して 2 桁精度が劣化しているため、UE のロー

カル発振器の周波数誤差に起因してキャリア周波数オフ

セット(CFO: Carrier Frequency Offset)が生じる。 
 そこで、図23に示す主な2つのCFO補償を行うPCID
検出法の PCID 検出確率を比較評価した。測定範囲で-π - 
+πの位相回転を与える CFO が測定可能である。しかし、

CFO が大きい場合は、周波数範囲を超えてしまう。従っ

て、CFO は、測定区間で 2π以下の位相回転を与える

Fractional 周波数オフセット(FFO)と 2πの整数倍の位相

回転を与える Integer 周波数オフセット(IFO)に分けられ

る。第 1 の PCID 検出法は、PSS の受信タイミング及び 
系列検出後に PSS の部分相関の内積に基づく FFO 推定、

補償を行った後に、IFO と SSS 系列のジョイント推定を

行う PCID 検出法である。第 2 の方法は、Cyclic prefix 
(CP)を用いる FFO 推定、補償を行った後に PSS と IFO
のジョイント推定を行う PCID 検出法である。計算機シ

ミュレーション結果より、NR 無線規格の同期信号を用い

た場合の 60GHz のキャリア周波数で UE のローカル発振

器の周波数安定度が 5ppm のとき、PSS 検出前に FFO 補

償を行う PCID 検出法は、PSS 検出後に FFO 補償を行う

PCID 検出法に比較して、平均受信 SNR が-5dB における

PCID 検出確率を約 16%増大できることを示した。また、

FFO 補償後に PSS 検出を行う PCID 検出法は平均受信

SNR が 0dB で 90%以上の PCID 検出確率を実現できる

ことを示した。さらに、ミリ波帯周波数における NR 規格

の同期信号を用いたときの受信 SNR が低い状態(セル端

の環境に相当)における PCID 検出確率を向上するため

に、PSS のリソースエレメント(RE)当たりの送信電力

(EPRE: Energy Per RE)を増大した場合の PCID 検出確

率の改善効果を計算機シミュレーションにより評価した。

シミュレーション結果より、PSS の RE 当たりの送信電

力を 3dB 増大した場合、平均受信 SNR が-10dB における

PCID 検出確率を約 24%増大できることを示した。  
(2)サブTHz帯周波数における下りリンクの高精度物理セ

ル ID 検出法 
サブ THz 帯周波数では、CFO がミリ波帯周波数に比較し

てさらに増大する。また、前述のようにサブ THz 帯周波

数ではシステム帯域が広帯域化するため、高域の Gauss 
位相雑音を含むため、位相雑音電力がミリ波帯周波数の場

合に比較して増大する。図 24 にサブ THz 帯周波数にお

ける主な 2 つの CFO 補償を行う PCID 検出法の PCID 検

出確率を評価した。図 24 より、CP を用いる FFO 推定、

補償後に PSS 検出を行う PCID 検出法は、PSS 検出を

FFO 補償前に行う PCID 検出法に比較して、サブ THz 帯

周波数の位相雑音の影響は大きいものの、高い PCID 検

出確率を実現できている。 
(3) DFT-S-OFDM における同期信号構成及び CFO の再

推定を行う PCID 検出法 
サブ THz 帯周波数は、ミリ波帯周波数に比較して伝搬損

失がさらに増大するため、広エリアカバレッジを実現する

ためには、低い受信 SNR 環境における PCID 検出確率を

向上することが必要である。PSS 及び SSS を用いる階層

化同期信号構成では、PSS 検出確率が PCID 検出確率に

大きな影響を与えるため、PSS 検出確率を向上するため

に 2 種類の PSS 多重法を提案した。第 1 の多重法は、SSB
内の 1 つの PSS を多重し、RE 当たりの送信電力を増大

する方法である。第 2 の多重法は、2 DFT-S-OFDM シン

ボルに 2PSS を多重する構成である。また、ミリ波帯周波

数における PCID 検出確率の主な劣化要因である CFO の

推定精度を向上するために、図 25 に示す CFO の再推定

を行う PCID 検出法を提案した。計算機シミュレーショ

ン結果より、FFO 及び IFO の再推定を用いる PCID 検出

法を用いた場合、1PSS を多重し、EPRE を増大する方法

は、2 DFT-S-OFDM シンボルに 2PSS を多重する構成に

比較して、PCID 検出確率を増大できることを示した。平

図 23 CFO 補償を用いる PCID 検出法 
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図 25 2 階層の同期信号を用いたときの CFO の再推定を
用いる PCID 検出法 
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均受信 SNR が-17dB のとき、EPRE を 3dB 増大した 1 
PSS を多重した場合、FFO 及び IFO の再推定を行う 
PCID 検出法は，従来の SSB に PSS を１ブロック多重し

た場合の 1 回ループの FFO 及び IFO 推定を行う方法に

比較してPCID検出確率を約 20%増大できること示した。  
2.5.2.下りリンクにおける物理報知チャネル（PBCH）の

誤り率の改善法の検討 
(1)PBCH の高品質受信：NR 無線規格で採用されている

同期信号及び PBCH を含む同期信号ブロック(SSB)構成

は、基地局が指向性ビーム送信を用いる場合に UE が間欠

受信で高精度に下りリンクの初期アクセスを確立できる

ため、サブ THz 帯周波数を用いる 5G 高度化システムに

おいても有効である。本研究開発では、CP を用いる FFO
推定及び PSS とのジョイント IFO 推定に基づいて、

PBCH の CFO 補償、PBCH の復調用参照信号(DMRS)に
加えて、SSS を用いて周波数領域の各サブキャリア位置

のチャネル応答を推定して PBCH ペイロードの同期検波

を行う方法を提案した。提案の CFO 補償、及びチャネル

推定を用いることにより、平均 BLER が 10-3 を満たすた

めの所要平均受信 SNR の理想推定の場合からの劣化を約

1.8dB に抑圧できることを示した。 
(2)5G NR の SSB を用いる下りリンク初期アクセス特性

の評価：ミリ波帯周波数において NR 無線規格の SSB を

用いたときの PCID 検出、PBCH の復調用参照信号

(DMRS)系列検出、及び PBCH ペイロードの復調、復号を

含む CFO 及び位相雑音を考慮した NR 下りリンクの初期

アクセス特性を評価した。計算機シミュレーション結果よ

り、PSS の誤検出が PCID 検出確率、PBCH DMRS 系列

検出確率、及び PBCH ペイロードの誤り率に与える影響

が大きいことを示した。また、CFO 補償後の残留 CFO が

PBCH ペイロードの誤り率に影響を与えるものの、位相

雑音が PCID 検出に与える影響は小さいことを示した。

さらに、3GPP TDL-C (TDL-E)チャネルモデルにおいて、

平均受信 SNR が約-3dB (-5dB)で PBCH ペイロードの復

号情報に基づく 90%の高い無線フレームタイミングの検

出確率を実現できることを示した。 
2.5.3. 上りリンクにおける物理ランダムアクセスチャネ

ル（PRACH）検出確率の改善法の検討 
(1)5G NR 無線規格の物理ランダムアクセスチャネル

(PRACH)の同時アクセス UE の評価：OFDM を用いる

NR 無線規格の上りリンクでは送信タイミング制御が採

用されている。従って、複数 UE が送信したデータチャネ

ル、制御チャネルは BS で CP 区間内に受信されるため複

数 UE 間の直交性が維持される。PRACH は、唯一、BS
で非同期受信されるため UE が同一の PRACH 系列を選

択した場合には、PRACH の衝突が生じる。従って、 複
数 UE 間で PRACH の干渉が生じるものの、同時アクセ

ス可能な UE の詳細な検討は報告されていない。そこで、

計算機シミュレーションにより、ミリ波帯の周波数におけ

る NR 無線規格の PRACH のセル半径に対する誤検出確

率(MDP: Miss Detection Probability)が 10-1及び 10-2を

満たすことができる同時アクセス UE 数を明らかにした。  
(2)下りリンクの SSB で推定した CFO を補償する

PRACH 送信法の検出確率：UE が下りリンクの SSB を

用いて推定した FFO 及び IFO 推定に基づく CFO 補償を

行う上りリンクの PRACH 送信法を提案した。図 26 に提

案の UE 送信で CFO を補償する PRACH 送信法の平均受

信 SNR に対する PRACH 誤検出確率を示す。図 26 より、

UE のローカル発振器の周波数安定度が 10ppm までの範

囲において、提案の UE 送信における CFO 補償法を用い

るPRACH送信は、CFO無しの場合とほぼ同等のPRACH 
MDP を実現できている。 

(3)ローカル発振器の位相雑音の PRACH 検出確率への影

響：ミリ波周波数における Wiener 位相雑音を考慮したと

きの PRACH 誤検出確率を評価した。計算機シミュレー

ション結果より、オフセット周波数 0Hz における位相雑

音電力密度 KW が-10 dBc/Hz 程度まで大きい場合におい

ても、位相雑音が PRACH 誤検出確率に顕著な劣化を与

えないことを示した。図 27 にサブ THz 帯周波数におけ

るローカル発振器で生じる位相雑音を考慮したときの

PRACH MDP を示す。Wiener 位相雑音のオフセット周

波数が 0Hz における PSD を KW = -25dBc/Hz とし、高域

の Gauss 位相雑音の PSD, KGをパラメータにした。図 27
より、高域の周波数成分を有する Gauss 位相雑音の PSD
が KG = -100dBc/Hz までのサブ THz 帯周波数の位相雑音

を考慮した場合の PRACH MDP は、位相雑音無しの場合

からの劣化が殆どないことを示した。 
(4)高速移動のユーザ端末に対する PRACH 検出確率の評

価：ミリ波帯の周波数における UE が高速移動環境では、

ドップラ周波数が非常に高くなり、特に高速移動環境の

UE に対する PRACH 検出確率が課題となる。サブ 6GHz
帯周波数においてキャリア周波数が 4GHz の場合、及び

ミリ波帯周波数においてキャリア周波数が 28GHzの場合

の高速移動環境の UE の PRACH MDP を評価した。計算

機シミュレーション結果より、NR の PRACH は同一のプ

リアンブル系列が複数回繰り返される構成のため、UE の

移動速度が高くなるに従って、時間ダイバーシチ効果によ

り複数のプリアンブル系列の相関値の合成の電力が増大

することを示した。従って、UE の移動速度が時速

図 26 提案の UE 送信で CFO 補償を行う上りリンク
の PRACH 誤検出確率 
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300km/h における PRACH MDP が 10-2 を満たすための

所要平均受信 SNR は歩行速度に比較して、約 1dB 低減で

きることを示した。シミュレーション結果より、UE が高

速移動、あるいはキャリア周波数が高周波数化してドップ

ラ周波数が高くなった場合に 10-2 の PRACH MDP を所

要受信 SNR の増大なく実現できることを示した。 
2.5.4. サブ THz 帯周波数における初期アクセスに必要な

制御チャネルの高効率多重法 
サブ THz 帯周波数における下りリンクの SSB、上りリン

クの PRACH 等の初期アクセスに必要な制御情報の多重

法を提案した。サブ THz 帯周波数では、広帯域な周波数

帯域が確保でき増大する位相雑音の影響を低減するため

データチャネルのサブキャリア間隔(SCS)は増大する。デ

ータチャネル及び物理レイヤの制御チャネルを多重する

広帯域な SCS を用いる周波数帯域と異なる狭帯域な SCS
を有する専用の周波数帯域に初期アクセスに必要な制御

情報を多重する方法を提案した。下りリンクでは狭帯域な

SCS を用いて DFT-S-OFDM シンボル長を長くすること

により長い CP 長を設計できる。従って、CP を用いる自

己相関に基づく FFO 推定及び IFO と PSS のジョイント

推定を用いる PCID 検出法の効果を向上することができ

る。一方、上りリンクでは、PRACH プリアンブル系列長

を長くできるため、非同期に受信される PRACH を用い

て各 UE の往復伝搬遅延時間を測定する演算量を低減す

ることができる。 
文献 [1] G. Colavolpe, et al., IEEE JSAC, vol. 23, no. 9, pp. 
1748 - 1757, Sept. 2005. [2] C.-S. Choi, et al., EEE document 
802.15-06-0477-01-003c, Nov. 2006. [3] N. Kamiya and E. 
Sasaki, IEEE Trans. on Commun., vol. 61, no. 10, pp. 4369-
4380, Oct. 2013. [4]E. A. Wan and R. Van Der Merwe, Proc. 
IEEE 2000 ASSPCC, 2000. [5] 3GPP TR 38.803, Sept. 2017.[6] 
R. B. Staszewski, et al., IEEE Trans. on Circuits and Systems 
I, vol. 52, no. 4, pp. 723- 733, April 2005. [7] A. Sahin, et al., 
Proc. IEEE Globecom 2017. [8] 3GPP TR 38.901, Oct. 2019. [9] 
P. Neshaastegaran and M. Jian, Proc. ICSPCS2020, Dec. 2020. 

３.今後の研究成果の展開 
機械学習(ML: Machine learning)を適用することによる

パイロット信号、制御情報のオーバヘッドの低減の検討を

行う。3GPP では、Beyond 5G 方式の無線インタフェー

スの標準化が開始されるため、ミリ波帯及びサブ THz 帯

周波数の位相雑音を考慮した場合の物理チャネルの性能

評価を 3GPP に参加している国内企業へ技術移管する。 
４．むすび 

本研究開発では、ミリ波帯及びサブ THz 帯周波数におけ

る OFDM 及び DFT-S-OFDM waveform に対して、ビッ

ト誤り率が 10-6 - 10-8以下の高品質受信を実現できる位相

雑音推定・補償、及び等化技術を提案した。そして、マル

チパスフェージングチャネルにおける PSA-EKF PNC の

位相雑音補償後の信号に FDE を用いる受信機構成を提案

し、特性を評価した。また、5G NR 無線規格の物理チャ

ネルにおける高効率変復調、高効率チャネル符号化・復号

法を提案し、効果を検証した。さらに、5G NR 無線規格

の初期アクセスの制御チャネルにおける位相雑音の影響

を検証、及び CFO の補償法を提案し、効果を検証した。 
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概要 

本研究では、飛行中のドローンへの給電においてミッション機器への干渉を回避するため、空芯ビームを用いたマイ

クロ波送電システムを開発した。ラジアルラインスロットアンテナによりラゲール・ガウシアンモードを励振し、中心

に電力ヌルを持つ空芯ビームを形成することで、ドローン中心部への影響を避けつつ周囲の LED を点灯させることに

成功した。さらに、受電電力の勾配を利用した相対ビーム位置の推定手法を提案・検証し、得られた位置情報に基づい

てドローンが高効率で受電可能な位置に留まるための制御アルゴリズムを実装した。これらの成果により、飛行中のド

ローンへの干渉を抑えたワイヤレス電力伝送に向けた要素技術を確立することができた。 
 

Abstract 
In this study, we developed a microwave power transfer system using an air-core beam to avoid interference with 

mission equipment during wireless power delivery to a flying drone. By exciting a Laguerre-Gaussian mode with a 
radial line slot antenna, an air-core beam with a central null was generated, enabling successful illumination of LEDs 
positioned around the drone without affecting its central components. Furthermore, we proposed and validated a 
method for estimating the relative beam position based on the gradient of the received power. Using the acquired 
positional information, we implemented a control algorithm that enables the drone to remain in a location where 
efficient power reception is maintained. These results establish fundamental technologies for interference-minimized 
wireless power transfer to drones in flight. 
 
１．まえがき 

次世代のスマートデバイスとして、ドローンの産業応用

に向けた検討が様々な分野で進められている。スポーツ観

戦や物流・農業をはじめ、災害時には状況の迅速な把握や

通信エリアの復旧に活用されることが期待される。また、

今後大規模なサイバーフィジカルシステムを構築してい

く際に、ドローンを用いることで広範囲のフィジカル空間

情報を効率的に収集することも考えられる。一般に、産業

用ドローンは風などの影響によって安定した飛行を実現

するために必要な消費電力が比較的大きいが、ペイロード

の制約により搭載できるバッテリーの重量・容量が限られ

る。このため、飛行時間は長くても 30 分から 1 時間程度

に制限されるという課題がある。一方、有線給電ドローン

の場合は、飛行時間に制約は無いもののケーブル長により

飛行範囲が制限される。このような背景を考慮し、本研究

はマイクロ波を用いた飛行中ドローンへのワイヤレス電

力伝送システムを提案する。 

ワイヤレス電力伝送（WPT：Wireless Power Transfer）

とは、これまでスマートフォン等の情報通信に広く用いら

れてきた無線信号により電気エネルギー（電力）を伝送す

る技術である。具体的には、受信アンテナで受け取った信

 
1 現在の所属は、大阪大学大学院工学研究科電気電子情報通信工学専攻 

The author’s present affiliation is Division of Electrical, Electronic and Infocommunications Engineering, 
Graduate School of Engineering, Osaka University 

号をスイッチング素子により整流することで、デバイスに

必要な電力を供給する。電磁誘導や共振方式と呼ばれる非

放射型の WPT システムに比較して、放射型（空間伝送型）

WPT システムは高い指向性を持つ送信アンテナを用いる

ことにより、長距離を効率良く伝送することができるとい

う特徴がある。 

図 1 に本研究で提案するドローンへの WPT システムの

概要を示す。本システムでは、地上を走行する電源車両に

取り付けられた送信アンテナから、上空を飛行中のドロー

Drone

Rectenna
Mission equipment

Microwave power

Microwave 
power beam

Drone

Vehicle

Transmitter

(a) 提案システム   (b) ミッション機器との干渉 

図 1 飛行中ドローンへの WPT システム 
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ンに向けて電力信号を放射する。飛行中のドローン直下に

は「レクテナ」と呼ばれるダイオード等のスイッチング素

子を装荷した整流アンテナを取り付ける。このとき、ドロ

ーンの消費電力以上の電気エネルギーを無線で送ること

ができれば、連続的に飛行することが可能となる。さらに、

電源車両と連携することにより広範囲のミッションを達

成できる。 

一方で、図 1(b)に示したように飛行中のミッションを

達成するための機器（カメラや無線中継器など）もドロー

ンの直下に取り付けられることが多く、レクテナパネルと

物理的・電波的に干渉してしまうという問題がある。そこ

で、本研究ではドローンへの WPT システムに適したビーム

として、伝搬軸の中心がヌルとなる「空芯ビーム」を新た

に開発した。 

また、送信アンテナの開口面をアレーアンテナで構成し

た際の素子数は数万個になるため、それぞれに可変位相器

を取り付けると非常に高コストになることが予想される。

そのため、本研究開発では、動き回るターゲットに向けて

電子的にビームを走査・追従させるのではなく、ドローン

自身が飛行制御によって最適な充電スポットに移動する

ことを想定する。分割した受信アンテナ（レクテナ）にお

ける受信信号の電力レベル差から相対ビーム位置を検出

する方法を開発した。 

２．研究内容及び成果 

2-1．空芯ビームの開発 

2-1-1． 設計理論 

通常の開口面アンテナからの放射波や基本的なガウシ

アンビームにおいては、放射軸（メインローブの中心）の

信号強度が最も強くなる。これに対し、ビームの伝搬軸方

向に回転する位相変化を持たせることにより、伝搬軸の中

心がヌルとなるビームが形成されることが知られている。

これらのビームはラゲールガウシアン（LG）モード、ある

いは軌道角運動量（OAM）モードと呼ばれ、無線通信の分

野では異なる直交モードによる通信容量の拡大に向けた

研究開発が進められている。 

図 2 に、本研究で得られた LGモードによる空芯ビーム

形成のシミュレーション結果を示す。このとき、設計周波

数は 24 GHz、送電アンテナの直径は 4.2 m、受電アンテナ

の直径は 1.0 m、ドローンの高さは 40 m とした。図 2(a)

および図 2(b)に示したのは送電アンテナの振幅分布およ

び位相分布である。アンテナの中心に対し回転するような

位相にすることで、ビームの伝搬軸上で信号を打ち消し合

わせることができる。また、図 2(c)に示したのは 1 kW の

電力をドローンに送信した場合のビームプロファイルで

ある。受電アンテナのある上空 40 m において、信号を集

中できていることが分かる。 

2-1-2．空芯ビームを形成する送電アンテナの開発 

A) ラジアルラインスロットアンテナ 

本研究では、空芯ビームを形成する具体的なアンテナと

して、ラジアルスロットラインアンテナ（RLSA）を開発し

た。RLSAは、平面状のアンテナの一種で、スロットアンテ

ナのペアをらせん上や同心円上に並べて、所望の開口面振

幅分布が得られるように設計されたアンテナである。各ス

ロットアンテナペアは、ラジアル導波路内を伝搬する進行

波によって給電される。中心に設置された励振部を適切に

設計することにより、OAMモードを放射することもできる。

また、単純な導波管構造のため低損失かつ大開口面積のア

ンテナを実現できる。 

B) 励振部の設計 

 空芯ビームは回転方向の位相変化量（モード次数 𝑚𝑚）に

よって、特徴づけられる。本研究では、励振位相が 90度ず

つ異なる 4 つの同軸プローブを用いて 𝑚𝑚 = 3 の回転モー

ドを励起した。電磁界シミュレーターHFSSにおける設計モ

デルおよびパラメータを図 3に示す。ラジアル導波路の中

心から等しい距離（𝑟𝑟p）離れた場所に、4つの同軸プローブ

を配置した。同軸の中心線の長さ（ℎp）を調整することに

より、インピーダンスを整合した。また、円筒キャビティ

の半径（𝑟𝑟C）と高さ（ℎC）を調整するにより、所望の励振

モードが24 GHzで共振するように設計した。さらに、中心

部のノッチ半径（𝑟𝑟n）と高さ（ℎn）を調整することにより、

不要共振モードの影響を低減した。ただし、ラジアル導波

管の厚み（ℎg）は 5 mmとした。同軸プローブの中心導体

の半径は0.66 mmであり、外導体の半径は2.16 mmとした。 

図 4に、フィーダー設計のシミュレーション結果を示す。

設計の結果、𝑟𝑟𝑝𝑝 = 8 mm, ℎp = 3.4 mm, 𝑟𝑟𝑐𝑐 = 15.2 mm, ℎc =
4 mm, 𝑟𝑟n = 4 mm, ℎn = 3 mm となった。図 2(a)には、𝑟𝑟n が 

2 mm から 4 mm まで変化した際のアクティブ𝑆𝑆11の周波

Po
=1 kW

(a) 入力振幅分布

(c) ビームプロファイル

Z

X

(b) 入力位相分布

図 2 LG モードによる空芯ビームの形成 

図 3 RLSA 励振部の設計モデルおよびパラメータ 
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数特性を示した。𝑟𝑟nが増加するにつれて、23 GHz付近にあ

ったピークが低周波側に移動していることが分かる。

24 GHzにおける反射係数は−20 dB を下回っている。図

2(b)に 24 GHz における電界強度分布を示す。回転方向に

6 個の腹が表れており、𝑚𝑚 = 3 の回転モードが励振されて

いることが分かる。 

C) スロットアンテナペアの設計 

次に、開口面上の振幅・位相分布を決定するスロットア

ンテナペアの設計について述べる。スロットアンテナペア

の設計は次の通りに実施した。まず、ラゲールガウシアン

ビームの解析解から、所望の開口面分布（径方向の 1次元

分布）を取得した。次に、その開口面分布を実現するスロ

ットアンテナペアの 1次元アレーを設計した。この設計に

は、モーメント法によるプログラムを用いた。このとき、

回転方向には周期的境界条件を設定した。放射振幅はスロ

ットの長さによって、放射位相はスロットの位置（素子間

隔）によって、それぞれ調整した。最後に、1 次元アレー

によって設計した素子値を用いて、各パラメータを線形に

補完しながら素子を螺旋状に等間隔に配置した。 

図 3 に、1 次元のスロットアンテナペアの設計結果を示

す。図 3(a)および図 3(b)に波線で示したのは、ラゲール

ガウシアンビームの解析解から得られる理想の振幅およ

び位相分布である。まずは、設計を簡単にするため、直

径 300 mm の送信アンテナを用いて 400 mm 離れた場所

に250 mmのビームウェストを形成することを想定した。

一方で、各グラフにマーカーで示したのは、モーメント

法を用いて設計したスロットアンテナペアからの放射電

力および位相の計算値である。所望の開口面分布を実現

するスロットアンテナペアを設計することができた。各

スロット番号は、素子間隔が 1波長前後となることを想定

して中心から順番に割り当てた。スロットペア 1 および 2

は振幅が非常に小さいため、今回の RLSA 設計にはスロッ

トペア 3以降を用いた。 

図 4(a)に示したのは、前述の 1 次元アレーの設計パラ

メータをもとにスロットアンテナペアを螺旋状に配置し

た RLSA の設計モデルである。アンテナ全体の直径は

 300 mm であり、スロットアンテナペアの数は 868個であ

った。また、図 4(b)には設計したアンテナから 25 Wの電

力放射した際のビームプロファイルに関するシミュレー

ション結果を示した。ただし、このシミュレーションはフ

ルウェーブ解析ではなく、各素子からの放射電界を重ね合

わせることによって計算した。スロットアンテナペアから

放射振幅は理想的な場合を想定した。ビーム中心の強度が

ゼロになっており、空芯ビームとなっていることが確認で

きる。 

2-1-3．大電力給電回路の開発 

前節までで述べた RLSA により空芯ビームを用いた電力

伝送実験をおこなうため、24 GHz 帯における 25 W 級の 4

ポート給電回路を開発した。 

図 7に示したのは、開発した給電回路の写真である。入

力ポートからの信号はプリアンプ（ZVA-18403G+, Mini 

Circuits）を通って、4 分配された後、4 つのフェーズシ

フタ（BX00-0577-00, Orient Microwave Corporation）に

よって、適切な位相に調整される。その後、4 台の電力増

幅器（AP-24243040-S1, Trigiant Group Ltd.） によって

大電力の信号を出力する。ここで、電力増幅器の出力に

異なる長さのセミリジッドケーブルを接続することによ

り、出力電力のばらつきを揃えた。 

図 8に示したのは、入力電力に対する出力電力の変化で

ある。ベクトルネットワークアナライザを各入出力端子

に接続することによって測定した。線形領域では 45 dB 
のシステムゲインが得られていることが分かる。また、

入力電力が 0 dBm のとき、各ポートの出力電力は

 38 dBm（約 6.3 W）となる。4つの出力ポートからの信号

をすべて合わせると 25 W の出力電力が得られる。 

図 9は、入力電力に対する出力位相を示した。測定時に

は、4 つのフェーズシフタを用いて入力電力 0 dB におけ

る出力位相が互いに 90 度ずつことなるように調整した。

入力電力が変化すると、電力増幅器の位相特性が表れる

ことが分かる。しかし、相対的な位相変化は軽微（±5 度

以下）であるため、RLSA励振時における回転モードへの結

合には問題ない。 
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2-1-4．空芯ビーム断面の測定 

開発した RLSA による空芯ビームの形成について、測定

評価をおこなった。まず、試作した RLSA の 4 つの入力ポ

ートの Sパラメータを図 10に示す。図 10はポート 1に着

目したグラフのみであるが、他のポートにおける特性も

対称性からほとんど同様の特性であった。24 GHz におけ

る反射損失（𝑆𝑆11）は −20 dB を下回っており、良好な結果

が得られた。 

次に、RLSA と給電回路を組み合わせた際の空芯ビーム

断面を評価した。測定系の写真を図 11 に示す。測定には、

マイクロウェーブファクトリー社製の XY ポジショナを使

用し、プローブアンテナの位置を掃引することにより、

VNAの通過特性（𝑆𝑆21）の変化を測定した。VNAにはアンリ

ツ社製の MS46524Bを、プローブアンテナには A-INFO社製

の 42EWGK-A1 を使用した。開口面から 1.5 m の距離に XY

ポジショナを設置し、1 m 四方のビーム断面分布を測定し

た。また、今回の RLSA は右旋偏波で設計したため、垂直

偏波と水平偏波を独立に測定した結果を用いて右旋偏波

分布を求めた。 

図 12は、24GHzにおける右偏波のビーム断面の振幅分布

である。図 12(a)はシミュレーション値、図 12(b)は実測

値である。両図とも面内最大値に対する相対振幅値である。

ここで、シミュレーション結果は、図 6(b)のように、一対

のスロットアンテナからの放射振幅が理想的であると仮

定している。図 13 にビーム断面における位相分布を示す。

図 13(a)はシミュレーション値、図 13(b)は実測値である。

どちらもビーム軸中心に対して回転方向に 3周期の位相変

化があり、m=3 の OAM モードであることを示している。一

方、シミュレーションでは位相の特異点が中心付近に集ま

っているのに対し、実測では不要モードの混在により、中

心から 100 mm程度まで離れていることが分かる。 

2-2．出力電圧を用いた相対ビーム位置の検出 

2-2-1．検出手法 

受信側で最大の電力を取り出すようなビームフォーミ

ング手法として、レトロディレクティブ方式やクローズド

ループ方式が知られている。一方、本研究ではドローンが

飛行位置を自由に制御できることを利用し、開口面の振幅

位相を固定して直上に送信されたビームに対しドローン

自身が相対ビーム位置を検出することで、最適な充電スポ

ットに移動するようなシステムを想定する。ドローン側の

自由度は一部（一時的に）損なわれるものの、位相器の大

幅な削減が期待される。 

開発した相対ビーム位置の検出手法の概要を図 14に示

す。たとえば、図 14 のように受信アンテナとビームの中

心が異なっていた場合、4 分割された各領域における受信

電力の積分値は、第 1 象限において最も大きくなることが

予想される。また、相対位置が離れるほど、受信電力の差

も大きくなる。このことから、受信アンテナを x 方向およ

び y 方向にそれぞれ 2 分割した受信電力の差（を送受信電

力で規格化したもの）を検出量として定義した。 

𝐷𝐷𝑥𝑥(𝑥𝑥0) = Δ𝑥𝑥
Σ

= (𝑃𝑃1 + 𝑃𝑃4) − (𝑃𝑃2 + 𝑃𝑃3)
𝑃𝑃1 + 𝑃𝑃2 + 𝑃𝑃3 + 𝑃𝑃4 

 (1) 

𝐷𝐷𝑦𝑦(𝑦𝑦0) =
Δ𝑦𝑦

Σ
= (𝑃𝑃1 + 𝑃𝑃2) − (𝑃𝑃3 + 𝑃𝑃4)

𝑃𝑃1 + 𝑃𝑃2 + 𝑃𝑃3 + 𝑃𝑃4 
 (2) 

図 15 に示したのは、前節のシミュレーションで得られ

た空芯ビームの断面分布を用いて、相対ビーム位置に対す

る検出量の変化を求めたグラフである。ただし、受信アン

テナの直径は 1.0 m とし、中心に直径 10 cm の穴が開い

ているものとした。この結果より、空芯ビームの相対位置

に対して各検出量は一意に定まり、おおよそ各方向に対し

て独立して検出可能であることが分かる。 
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2-2-2．実験による検証 

相対ビーム位置検出手法の有効性を検証するため、図

16 に示す実験を行った。信号発生器から24 GHzの連続信

号を送電アンテナに入力し、距離 1.5 m 離れた場所にある

受電アンテナに向けて空芯ビームを放射する。そして、

送電アンテナの正面を原点として受電アンテナの位置（𝑋𝑋0）
を左右に変化させた際に、受電アンテナの各素子に取り

付けられた RF-DC 変換回路の出力電力を DC ロガー（日置

電機株式会社製、LR8450-01）によってそれぞれ測定し、

相対ビーム位置の検出値を求めた。 

開発した装置の写真を図 17に示す。図 17(a)に示したよ

うに、受電アンテナは 16 個のホーンアンテナをアレー化

することで大開口面を実現した。アンテナ素子には、両偏

波ホーンアンテナ（RF MISO製、RM-BDPHA1840-15）を用い

た。受電アレーアンテナの素子間隔は 60 mm であり、実

験ではこの素子間隔を 1 ステップとして受電アンテナの

位置を変化させた。そして、各ホーンアンテナには新たに

開発した RF-DC 変換回路（図 17(b)）をそれぞれ取り付け

た。1 つのホーンアンテナに垂直偏波と水平偏波のコネク

タがあるため、合計 32 個の RF-DC 変換回路を用いた。各

RF-DC 変換回路は、+4 dBm の RF 信号が入力された際に

 0.2 V の DC 電圧が出力されるように、可変抵抗器の値を

調整し、DC ロガーの測定端子にそれぞれ接続した。また、

検出値 Dは、以下のように定義した。 

𝐷𝐷(𝑋𝑋0) =
𝑉𝑉𝐴𝐴��� − 𝑉𝑉𝐵𝐵���
𝑉𝑉𝐴𝐴��� + 𝑉𝑉𝐵𝐵���

 , (3) 

ここで、𝑉𝑉𝐴𝐴��� および 𝑉𝑉𝐵𝐵��� はそれぞれ受信アンテナの右半分

と左半分における RF-DC変換回路の平均電圧である。 

図 18 と図 19 は、受信アンテナの位置に対する検出値 D

の変化を示している。実測値を実線、シミュレーション値

を点線で示す。距離 0.75 m における D の変化は単調増加

し、受信アンテナ位置に対応する値が得られた。この値を

用いて、受信機の位置をフィードバック制御することがで

きる。一方、距離 1.5 mにおける Dの変化は、位置に対し

て単調増加しないため、D の値から相対ビーム位置を一意

に決定できない。これは、受信アンテナに対する空芯領域

の直径が大きいことが原因である。 

図 14 受信電力による相対ビーム位置の検出 
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図 15 相対ビーム位置に対する検出量の変化 

図 16 相対ビーム位置の検出実験 

（a) Receiving array antenna （b) RF-DC converter
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図 17 開発した相対ビーム位置検出装置 
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図 18 受電位置による検出値の変化（距離 0.75 m） 
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図 19 受電位置による検出値の変化（距離 1.5 m） 
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2-2-3．ドローン搭載用レクテナ 

 前節の装置では、相対ビーム位置検出の基礎的な特性を

測定するためにホーンアンテナを用いた。一方、受電装置

の重量をペイロード以内に収めるためには、多層基板を用

いたドローン搭載用レクテナを開発する必要がある。そこ

で本研究では、市販の単層基板 2 枚をプリプレグで貼り合

わせた多層基板により、表面にアンテナ、裏面に整流回路

を持つような軽量レクテナを新たに開発した。 

レクテナの層構成と使用基材を図 20 に示す。アンテナ

及び整流回路用基板には、どちらも同じテフロン基板

（NPC-H220A、誘電率 2.16，誘電正接 0.0004、日本ピラー

工業）を用いた。しかし、このような基板構成とする場合、

給電ピンにおいて L2 層と L3 層の間を伝搬する不要モー

ドが発生してしまう。 

不要モードを抑圧するためには給電ピンの周囲に貫通

ビアを打つ必要があるが、一般的なオフセット給電による

パッチアンテナでは、パッチアンテナ銅箔パターンと貫通

ビアが物理的に干渉することが問題となる。また、本研究

では右旋円偏波アンテナを開発する必要がある。そこで今

回は、方形パッチアンテナの角に給電点を置く円偏波アン

テナを採用した。設計した角給電型円偏波パッチアンテナ

の外形を図 21 に示す。このアンテナでは、給電点を方形

パッチアンテナの角に設置するため、貫通ビアとアンテナ

銅箔パターンの干渉を 1 つのみに留めることができる。ア

ンテナ設計では、給電ビアの位置は最小ランド径を満たす

ように決定した。アンテナ銅箔パターンの長辺と短辺から

それぞれ最小ランド径だけ離した位置に給電ビアを設置

した。給電ビアの位置は変更しない状態で、アンテナの長

辺と短辺の寸法を調整することで、正面軸比をパラメータ

として円偏波アンテナを設計した。また、角給電型円偏波

パッチアンテナの入力インピーダンスを 50Ω に整合す

るために、𝜆𝜆/4 変成器を接続した。アンテナ寸法を決定し

た後、給電線路長と変成器の線路幅と線路長を調整した。 

次に，角給電型右旋円偏波パッチアンテナを用いて 16

素子アレーアンテナを設計した。アレー間隔は 0.8𝜆𝜆 とし

た。ここで、𝜆𝜆 は自由空間における波長であり、周波数 24 

GHz においては 𝜆𝜆 = 12.5mm である。16 分岐の電力分配

器は 2 分配器を基本構成として設計した。2 分配器では、

特性インピーダンス 50Ωのマイクロストリップ線路 2 つ

を並列接続して 1 本の線路にまとめる。この回路の入力イ

ンピーダンスが 50Ω となるように、𝜆𝜆/4 変成器を用いて

インピーダンス整合を行った。 

試作した軽量レクテナの写真を図 22 に示す。16 素子の

アレーアンテナで受電した電力は、1 本の線路にまとめら

れた後、RF-DC 変換回路によって直流に変換され、負荷

の LED に供給される構成とした。 

2-2-4．空芯ビームによる電力伝送実験 

前節で開発した 5 cm 角のサブアレーレクテナを配列す

ることにより、ドローンの下部にレクテナパネルを構築し、

送電アンテナから空芯ビームにより電力を伝送する実験

を実施した。図 23 に示すように、送電アンテナには第 2-

1-4 節で述べたラジアルラインスロットアンテナを用い

た。送電アンテナと受電アンテナの距離は 1.0 m とした。 

図 20 軽量レクテナの層構成 

図 21 角給電型右旋円偏波パッチアンテナ 

(a) 表面         (b) 裏面 

図 22 試作した軽量レクテナ 

図 23 空芯ビームによる電力伝送実験 図 23 空芯ビームによる電力伝送実験 
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このとき、空芯ビームによって送電されたエネルギーに

よって、図 24 に示すように中心以外の LED が点灯した。

このことは、中心付近への干渉を回避しつつ、ドローンに

電力を送ることが可能であることを示している。また、LED

に印可された電圧から、18 枚のレクテナ基板が負荷に供

給した総電力を求めると、およそ 400 mW であった。 

2-3．ドローン飛行制御手法の開発 

給電スポットの上空にドローンをホバリング制御する

方法として 3 つ（GPS，カメラ，電磁波）が考えられる。

まず、RTK-GPS（Real-Time Kinematic GPS）は GNSS 値を

利用することでセンチメートル単位の位置情報を提供可

能にする。しかし、この方法は安定したネットワーク接続

を必要とし、特に複雑で高度なシステムにより冗長性を確

保しなければ、不安定なネットワークにより、予期せぬ遅

延が発生し、正確なホバリングが不可能となる。そのため、

任意の場所から給電スポット付近に近づく際に有効と考

えられるが、ホバリングの安定性には課題が残る。次に、

送電アンテナに AR マーカーを装荷し、ドローンに搭載し

たカメラを用いて上空から撮影し、画像処理によって相対

位置を検出する方法が考えられる。この手法は GPS と比較

してさらに高い精度が期待される一方、ドローンに搭載可

能な性能のマイクロコンピュータを使用した画像処理は

計算リソースの制約により、遅延時間が比較的大きいこと

が予想される。最後に、ワイヤレス電力伝送に用いるマイ

クロ波ビームを検知し、その位置を推定する方法が考えら

れる。この手法は、あらかじめビームの放射特性を知って

おく必要があるものの、計算リソースが小さく、信号対雑

音比が高いため、高精度かつリアルタイムな制御が可能で

ある。ビームが照射される狭い範囲においては特に有効な

方法であると言える。 

本研究では、GPS に依存しない制御方法に焦点を当て、

AR マーカーを利用した制御方法（図 20(a)）とマイクロ波

ビームを模擬した光を利用した制御方法(図 20(b))によ

る制御精度を比較するホバリング制御実験を実施した。本

実験では、両者ともドローンに搭載した Raspberry Pi 5

を用いて位置推定および制御を行うことで、地上の無線通

信による制御遅延を排除した。 

2-3-1．AR マーカー位置推定システム 

カメラ認識により情報を取得可能なマーカーには様々

な種類が存在し、用途に応じて適切な選択が必要である。

本研究では、カメラ画角内における単一マーカーの位置を

高精度かつ低遅延で特定することを目的としている。その

ため、低解像度にして計算リソースの負担を抑えたとして

も、高い検出性能を実現可能なマーカーとして、6×6 ビ

ットのバイナリパターンを持つ AR マーカーを採用した。

この AR マーカーは、白と黒の正方形で構成されるグリッ

ド構造を持ち、低解像度の画像においてもコントラストの

ある領域として認識されやすい特徴を有する。また、6×
6 ビットのパターンは、誤認識を防ぐために十分な情報量

を持ちつつ、低解像度での認識を可能にする適切なセルサ

イズを確保できる。これにより、計算負荷を抑えながらも、

安定したマーカー検出を実現できる。 

検出および位置推定には、ArUco ライブラリを利用し

た。このライブラリは、マーカーのリアルタイム認識にお

いて高い信頼性を誇るオープンソースソフトウェアであ

る。特に、カメラ校正パラメータ（内部パラメータおよび

歪み係数）とマーカーサイズを事前に設定することで、カ

メラ画像上のピクセル座標から実空間の三次元座標への

変換を高精度に行うことができる。 

本研究では、Raspberry Pi Camera Module 3 を採用し

た。選定理由は、軽量かつコンパクトな設計でドローン搭

載に適していること、必要以上の高解像度は計算リソース

を大きくするため不要であること、さらに Raspberry Pi 

5 との高い互換性によりシステム連携が容易であること

である。ドローンとカメラおよび AR マーカーの位置関係

を図 20(a) に示す。ドローンを原点とし、AR マーカー

(x,y,z)を z 軸負の方向に向けて設置する。また、カメラ

はドローン下部に z 軸正の方向に取り付けることで、AR

マーカーを視認できるようにしている。 

2-3-2．光源位置推定システム 

A) 光源の設定 

本研究では飛行中ドローンに対する高精度な制御を目

的としているため、光強度に大きな差が生じる指向半値角

2.5°という狭い放射角の光源（スタンレー株式会社 

LLM0854A/LIGHTING EQU50:5000K）を使用した。ドローン

と光源の位置関係を図 20(b)に示す。ドローンを原点とし、

光源位置(𝑥𝑥,𝑦𝑦, 𝑧𝑧)、受信点位置(𝑥𝑥𝑖𝑖 ,𝑦𝑦𝑖𝑖 , 𝑧𝑧𝑖𝑖)、光源の照射方向

𝑳𝑳=(0,0,−1)とする。また、光源からある受信点に向かう光

の伝播ベクトルを𝑫𝑫とする。 

B) 光強度分布のモデル化 

受信点を用いて環境光が計測上無視できる空間で光強

度を計測し、関数フィッティングを用いて光の強度分布

𝐼𝐼[mA]を数学的なモデルとして表現する。指向性𝐺𝐺𝑟𝑟はフィ

ッティング係数𝜎𝜎を持つ角度𝜃𝜃のガウス関数を用いて図 21

に示すようにフィッティングを行った。その結果、𝜎𝜎 =

(a) AR マーカーによる推定  (b) 光源による推定 

図 25 ドローンの飛行制御手法 

図 24 空芯ビームによる LED 点灯の様子 
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0.0156となった。距離減衰𝐼𝐼𝑑𝑑[mA]はフィッティング係数

𝑎𝑎,𝑏𝑏を持つ距離 𝑑𝑑[m]の逆二乗の関数を用いて図 22に示す

ようにフィッティングを行った。その結果、𝑎𝑎 = 3.484,𝑏𝑏 =
0となった。𝑏𝑏は環境光の影響を受ける定数項である。 

𝐼𝐼 = 𝐺𝐺𝑟𝑟 ∙ 𝐼𝐼𝑑𝑑 = �
𝑎𝑎
𝑑𝑑2

+ 𝑏𝑏 � ∙ exp �−
𝜃𝜃2

2𝜎𝜎2
� . (4) 

𝑑𝑑 = �(𝑥𝑥𝑛𝑛 − 𝑥𝑥)2+(𝑦𝑦𝑛𝑛 − 𝑦𝑦)2 + (𝑧𝑧𝑛𝑛 − 𝑧𝑧)2 . (5) 

cos 𝜃𝜃 =
𝑫𝑫 ∙ 𝑳𝑳

|𝑫𝑫||𝑳𝑳| . (6) 

C) 誤差関数の構築 

受信された光強度𝐼𝐼𝑖𝑖[mA]と理論上の光強度𝐼𝐼(𝑥𝑥,𝑦𝑦, 𝑧𝑧)の誤

差を考慮した誤差関数𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦, 𝑧𝑧)を式(7)のように定義する。

この式は、各受信点 i から得られた𝐼𝐼𝑖𝑖と𝐼𝐼の差の二乗和を表

している。誤差関数が最小となる位置が、最も適切な光源

位置であると推定される。 

𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦, 𝑧𝑧) = ��𝐼𝐼𝑖𝑖 − 𝐼𝐼�2
𝑁𝑁

𝑖𝑖=1

 . (7) 

D) 誤差関数の最適化 

最急降下法を用いて、誤差関数を最小化するパラメー

タ（光源位置）を反復的に調整し、最適解を見つける。

具体的には、現在の位置から誤差関数𝛻𝛻𝛻𝛻(𝑥𝑥𝑘𝑘 ,𝑦𝑦𝑘𝑘 , 𝑧𝑧𝑘𝑘)の勾

配ベクトル𝛻𝛻𝛻𝛻(𝑥𝑥𝑘𝑘 ,𝑦𝑦𝑘𝑘 , 𝑧𝑧𝑘𝑘)に従ってステップサイズ𝛼𝛼𝑥𝑥, 𝛼𝛼𝑦𝑦, 
𝛼𝛼𝑧𝑧移動させることで誤差関数の値を減少させる。この式

を(8)に示す。 

�
𝑥𝑥𝑘𝑘+1
𝑦𝑦𝑘𝑘+1
𝑧𝑧𝑘𝑘+1

� = �
𝑥𝑥𝑘𝑘
𝑦𝑦𝑘𝑘
𝑧𝑧𝑘𝑘
� − �

𝛼𝛼𝑥𝑥
𝛼𝛼𝑦𝑦
𝛼𝛼𝑧𝑧
� 𝛻𝛻𝛻𝛻(𝑥𝑥𝑘𝑘 ,𝑦𝑦𝑘𝑘 , 𝑧𝑧𝑘𝑘) . (8) 

 

E) 受光基板 

今回開発する受光基板は、受信点は格子状に 9 個配置

し、各受信点の間隔は 7 cm とした．これは、モーター間

距離が 50 cm のドローンに搭載可能なサイズであり、推定

精度、推定速度が高くなることを考慮したものである。光

強度検出素子としてはフォトダイオードおよびフォトト

ランジスタが代表的であるが、本研究では応答速度の観点

からフォトダイオード（Hamamatsu Photonics K.K.:S6775）

を選択した。前述の誤差関数を用いる際、一般には受信側

の指向性を考慮する必要がある。しかし、本研究では、光

がフォトダイオードに対して傾斜する場合であっても、そ

の指向性の影響が実験条件下で無視できる範囲に留まる

ことを確認した。そのため、本実験では受信側の指向性を

考慮しないものとした。開発した受光基板を図 28 に示す。

5 V の逆バイアス電圧を印加し、フォトダイオードが生成

する光電流を電圧𝑉𝑉outに変換するために最大抵抗値 20 

kΩ の可変抵抗を用いて 10 kΩ 程度で使用する。これに

より、キャリブレーションが可能となる。変換された電圧

信号は、アナログ-ディジタル（AD）コンバータを経由し

て Raspberry Pi 5 に入力される。Raspberry Pi 5 上で実

行されるアルゴリズムにより、光源位置の推定を行うこと

でドローンのスタンドアロン、低遅延制御が可能となる。 

 

2-3-3．飛行制御実験 

A) 実験条件 

今回の飛行制御実験には、図 28 に示す Holybro PX4 

Development Kit - X500 v2 を使用した。このドローンに

はフライトコントローラーとして Pixhawk 6X、制御ソフ

トウェアとして ArduPilot を採用している。制御信号は

Raspberry Pi 5 から Pixhawk 6X に対して UART を使用し

て送信する構成とした。本研究では、それぞれの制御方法

の性能を評価するため、GPS を用いた位置制御を行わず、

高度維持モードを使用した。このモードはドローンの高度

を一定に維持する一方で、ホバリングモードとは異なり、

ドリフト（水平移動）を補正しない。そのため、制御を行

わない場合このドローンはモーター等のばらつきにより

任意の方向に約 1.5 m/s の速度でドリフトする。実験の課

題は、このドリフトに対して、各制御アルゴリズムがどの

程度有効に機能するかを評価することである。 

AR マーカー位置推定システムと光源位置推定システム

について、高度 4 m において AR マーカーおよび光源上空

にホバリングさせる飛行制御実験を行った。まず、AR マ

ーカー位置推定システムにおいて最適化した PID ゲイン

を光源位置推定システムに適用した場合、光の検知範囲が

カメラの視野角と比較して小さいため、ドリフトに対して

制御量が不足し光の検知範囲を外れる結果となった。一方

で、光源位置推定システムにおいて最適化した PID ゲイン

図 26 光強度測定とフィッティング（指向性） 

図 27 光強度測定とフィッティング（距離減衰） 図 28 受光基板を搭載したドローン（X500） 
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を AR マーカー位置推定システムに適用した場合、カメラ

の視野角が光の検知範囲と比較して大きいため、速度が過

大になり AR マーカーが検知できなくなる結果となった。

以上から、それぞれ最適な PID ゲインを設定した。 

B) 実験結果 

ドローンが高速で動く場合、カメラで取得する映像にブ

レが発生し、AR マーカーの認識が困難となる。この問題

に対し、シャッタースピードを高速化することで映像のブ

レを抑制可能だが、光の取り込み量が減少し画面が暗くな

る。画面が暗くなりすぎると、AR マーカーを取得できな

くなるため、今回はブレ抑制と光量のバランスを考慮して

シャッタースピードを1 μsに設定した。また、AR マーカ

ーの一辺のサイズは安定した認識が可能な 30 cm とした。 

図 29，30 に、各システムで推定された位置情報を基に

ドローンの軌跡をプロットした結果を示す。これらの結果

から、光源位置推定システムはより高精度に光源上空付近

をホバリング可能であることが確認された。この結果は、

情報遅延および制御周期遅延がより小さいことで応答性

が優れていることが要因と考えられる。一方、AR マーカ

ー位置推定システムの軌跡は滑らかではない。これは、カ

メラの傾き補正に使用したフライトコントローラーのセ

ンサーが実際の傾きとわずかに誤差があるデータを取得

した場合に、4 m 先の AR マーカーの位置推定結果には大

きな誤差として現れるためである。この誤差は PID 制御の

D 成分に大きく現れるため、今回設定した D ゲインより大

きくすると、傾き補正による誤差に敏感に反応し、ドロー

ンが急激に傾くため、安定した飛行が困難になることが確

認された。 

また、AR マーカー位置推定システムはより広い範囲で

位置推定および制御が可能であることが確認された。AR

マーカー位置推定システムによる制御可能範囲は、カメ

ラの画角に依存し、本実験では短辺が 2.8 m の長方形領

域となった。光源位置推定システムによる制御可能範囲

は、各受光点で位置推定可能な十分な受光強度の差が得

られることによって決定される。本実験では半径 0.2 m

の円形領域となった。この結果によって、AR マーカー位

置推定システムが広範囲な制御に適している一方で、光

源位置推定システムは限定された領域内での高精度制御

に適していることが示された。 

 

 

 

３．今後の研究成果の展開 
本研究では、まず、ラジアルラインスロットアンテナの

方式を用いて空芯ビームを形成する高指向性アンテナを

開発した。本方式の場合、現状のマシニング加工により実

現できる最大の開口面サイズは、およそ直径 1 m である。

このとき、動作周波数を 24 GHz とすると、送電可能なド

ローンの高度は理論上 10 m 未満となり、より高く飛行す

るドローンに対して給電するためには、リフレクトアレー

アンテナなどの方式を用いて、さらに大きな開口面を実現

する必要がある。 

また、本研究において開発したレクテナパネルで得ら

れた直流出力は約 400 mW であった。今後、この受電電

力をさらに大きくするためには、高密度のマイクロ波を

直流に変換できるレクテナを開発する必要がある。レク

テナの RF-DC 変換効率をさらに向上させ、窒化アルミニ

ウムなどの放熱性の高い基板を用いれば、ドローン自身

がホバリングし続けるために必要な電力を地上からワイ

ヤレスで供給できる可能性がある。 

 飛行中のドローンに送電する際に、伝送効率を大きく左

右するのがホバリング精度である。本研究では、2 種類の

位置推定システムを用いたドローン飛行制御の比較によ

り、情報遅延および制御周期遅延が小さくすることで位置

制御精度に優れたドローンが実現できることを明らかに

した。今後は、モーターの PWM制御部分も含めた高速化に

より、さらにホバリング精度の高いドローンの実現が期待

される。 

４．むすび 

 本稿では、飛行中のドローンにワイヤレスで電力を供給

する新たな技術について紹介した。一方、本稿の執筆時点

で開催が始まった 2025 年の大阪・関西万博では、ドロー

ンよりもはるかに多くの電力を必要とする次世代の移動

手段「空飛ぶクルマ」のデモ飛行が注目を集めている。こ

うした次世代モビリティの普及を支える基盤技術の一つ

として、マイクロ波を用いたワイヤレス電力伝送技術が共

に発展し、将来的には宇宙太陽発電所をはじめとする、地

球規模のクリーンエネルギー供給網の構築を通じて、持続

可能な社会の実現に貢献することが期待される。 

 

 

 

図 29 AR マーカー位置推定システム制御による軌跡 図 30 光源位置推定システム制御による軌跡 
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概要 

電波利用効率を高める目的から、最新の国際標準技術 PCC の高能率化の一環で、点群・メッシュ符号化を対象に、米国

研究機関との連携を通じて方式提案を重ねて、国際標準規格への採用を目指した。研究開発は、座標ベース点群符号化と

映像ベースメッシュ符号化の方式研究・標準化提案、システム実証のサブテーマで構成している。令和 7 年 4 月に標準

規格化を完了させ、完了前に標準規格に準拠したコーデックシステムの試作を経て、ショーイベントを対象とした伝送実

験により有効性を検証し、産業界への普及を図る。 
 
Abstract 
To enhance the efficient utilization of radio waves, the objective is to establish international standards for point cloud 
compression and dynamic mesh coding through collaborating with U.S. research institutions. This initiative includes 
developing geometry-based point cloud compression and video-based dynamic mesh coding, along with prototype 
systems. Before the completing standardization by April 2025, pre-standard compliant prototype systems were 
developed, and transmission experiments conducted to verify their effectiveness and promote industrial adoption. 
 
１．まえがき 

3 次元空間を表現する点群及び高密度メッシュの潜在

的な応用先は、人物表現や空間再現のエンターテインメン

トに留まらず、建築・構造物や地理情報の観測・解析にも

拡がることが期待されている。しかしながら、モバイルも

含めた 3 次元空間データ利用の普及を後押しするために

は、5G といえども更なる圧縮性能の向上が不可欠である。

このため、次世代点群符号化技術である PCC (Point 
Cloud Compression) とその発展技術である動的メッシ

ュ符号化技術である V-DMC (Video-based Dynamic 
Mesh Coding) の研究開発及び国際標準化を推進し、我が

国を起点とした国際標準技術の確立を通じ、国際競争力の

更なる増強を行ってきた。本稿は、その概要を報告する。 
 
２．研究内容及び成果 
２．１ 目標と達成状況 
本研究開発の目標は、3 次元空間データの 2 種類の表現

方式を対象とした、次世代の高能率圧縮技術の確立である。

座標ベースである G-PCC (Geometry-based Point Cloud 
Compression) と、投影映像ベースである V-PCC (Video-
based Point Cloud Compression) / V-DMC (Video-based 

Dynamic Mesh Coding) を対象に、米国研究機関との連

携を通じて方式提案を重ねて、国際標準規格の成立を導く。

また、実用化展開を加速するため、3 次元空間データ取得

及びコーデックシステムの試作開発を行い、伝送実験や社

会実装に取り組む。 
上記の目標の実現に向けて、図 1 に示すように大空間

向け（課題ア）と高密度向け（課題イ）、さらに標準方式

に基づくシステム実証（課題ウ）に課題を分割し、研究開

発を推進した。以下に達成状況を述べる。 

 
図 1 研究開発の全体イメージ 
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課題ア）G-PCC2 エディタ役を継続して担務し規格化に

貢献し、幾何情報イントラ・インター予測などの国際標準

化提案を完了した。また、3 年間の成果として、個々の新

規技術の積み重ねで、既存方式に対して 20%の性能改善

を達成した。さらに特許 43 件、寄書 35 件、査読付き発

表 3 件などを達成した。課題イ－１）V-DMC メッシュ情

報の深層学習技術に関し、特許 71 件、寄書 88 件、査読

付き論文2件などを達成した。また、3年間の成果として、

既存方式に対して V-PCC に対して 4%、V-DMC に対して

5%の性能改善を達成した。課題イ－２）V-DMC の規格化

に貢献し幾何情報イントラ・インター符号化とテクスチャ

情報符号化などの国際標準化提案を完了した。また、3 年

間の成果として、個々の新規技術の積み重ねで、既存方式

に対して 18％の性能改善を達成した。さらに特許 137 件、

寄書 146 件、査読付き発表 13 件、受賞 2 件を達成した。

課題ウ）各 OS (Windows/Android/iOS)向けに G-PCC、

V-PCC、V-DMC 対応リアルタイムデコーダを試作開発し、

5G 網を経由してそれぞれ対応する点群・動的メッシュコ

ンテンツの圧縮伝送を実証した。社会実装に向けて、G-
PCC を活用した建設 DX 実現のための概念実証や、V-
DMCを活用した新しいエンタメ体験の概念実証を実施し

た。関連する報道発表 5 件を実施し、記者体験会を開催し

て研究成果を対外的に発信した。関連する査読付き論文 3
件などを達成した。 
電波有効利用の観点の成果として、有限かつ貴重な電波

を介した人物点群のリアルタイム伝送によるサイバー空

間（メタバース）上でのエンターテインメントサービスや

コミュニケ―ションの実現が将来予想される。V-PCC/V-
DMC 伝送実験で立証した 1 名の人物点群のリアルタイム

かつ高能率な圧縮伝送技術は電波有効利用に寄与する。具

体的に、人物点群の所要伝送帯域を 40 分の 1 に圧縮でき

るため、上述のサービス実現のために必要な電波の伝送帯

域（伝送容量）を 40 分の 1 に削減できる。別の観点では、

たとえば 1.5Gbps の伝送容量をもつ電波に対して、非圧

縮時は 1 名のみの人物点群の伝送に制約される小規模な

サービスやコミュニケーションを、本技術を利用すること

で 40 名の人物点群の伝送から構成されるサービスやコミ

ュニケーションに大規模化できる。本研究開発では、プロ

レス興行を対象に、2 名のプロレスラーが繰り出す多様な

技を間近で鑑賞する体験を実現した。 
 

２．２ 課題ア）大空間の 3 次元空間データに対す

る高能率圧縮に関する研究開発 
課題アでは、座標ベース点群圧縮方式の新たな標準技術

である G-PCC2 を対象に米国研究機関との連携を通じて

方式提案を重ね、本研究開発により 20%の圧縮性能改善

（伝送帯域削減）を実現し、国際標準規格への採用を目指

した。なお、関連する標準化活動成果は２．４で述べる。 
この内訳として、属性情報符号化について色差間引きに

より主観画質を劣化させることなく、G-PCC2 参照ソフト

ウェアと比較して 8%の性能改善を確認した。また、幾何

情報メッシュイントラ符号化について、ノードサイズの可

変方式により 4% [4]、幾何情報メッシュインター符号化

について、レート歪特性を最適化する制御の導入により

8%の性能改善を確認した。性能評価は G-PCC2 標準化に

おける共通実験条件を利用しており、多様なシーケンスに

おける G-PCC2 参照ソフトウェアに対する平均的な性能

改善を定量的に算出している。改善量は同一画質の実現に

必要な帯域の削減割合を表している。 
一連の研究開発・標準化活動が学会から認知・評価され、

学術界への知見提供を目的として、G-PCC の解説論文（招

待論文）を執筆した[10]。 
 

２．３ 課題イ）高密度な 3 次元空間データの高能

率圧縮に関する研究開発 
課題イでは高密度な点群データやメッシュデータを対

象とした映像ベースメッシュ符号化技術を確立した。提案

募集が開始された V-DMC を対象に、方式提案・採用を重

ね、アンカーよりも格段に圧縮性能の高い新しい国際標準

規格の成立を導くことを目指した。課題イは、二つの方式

に分けて取り組んだ。課題イ－１では、投影された映像に

深層学習を用いたフィルタ処理を行い、圧縮性能を高めた。

課題イ－２では、3 次元空間データを 2 次元映像に投影す

る方式の改善により、圧縮性能を高めた。 
課題イ－１は、V-PCC/V-DMC のバックエンドに映像符

号化が使われていることと、近年ニューラルネットワーク

によるフィルタ処理が性能改善に寄与することに着目し

た。そこで、MPEG にて標準化の完了した NNC (Neural 
Network Coding) 方式を用いて、デプス画像やテクスチ

ャ画像向けに再学習したネットワークを導出し、その有効

性を学会発表として報告した[1][7]。さらに、受託期間中

のニューラルネットワーク全般に関する研究開発の進展

を取り込み、追加の学習サーバを用いて End-to-End の学

習を実現した。その結果、当初目標である 4%を超えて、

5%の性能改善を実証した。 
イ－２ 幾何情報イントラ・インター符号化方式と、テ

クスチャ符号化を検討し、3 年間でそれぞれ 5%、5%、8%
の性能改善を実現した。これらの積み重ねで、V-DMC 参

照ソフトウェアと比較して 18%の性能改善を達成した。 
以下に、参考文献に対応する成果例を述べる。 
幾何情報であるメッシュに対する動きベクトル符号化

を検討した。メッシュ符号化の特性に起因して重複した頂

点が復号される課題が存在し、その結果動きベクトルが冗

長となる課題が存在した。これを解消する符号化方式を提

案した[2]。 
動的メッシュ圧縮における変位量の量子化タイミング

を検討した。量子化誤差の発生回数を抑制するため、先に

インター予測を行った後に、フレーム間の残差を量子化す

る手法を提案した。本投稿は、FIT 選奨セッション 104 件

のうち最上位 2 件である、情報処理学会 船井ベストペー

パー賞を受賞した[16]。 
動的メッシュ圧縮における LoD ベース変位量並び替え

を検討した。V-DMC の変位量符号化の画像パッキングに

おいて、精細度を表すLoD0（1番目に粗い精細度）とLoD1
（2 番目に粗い精細度）の変位量並び替えを行う手法を提

案した[8]。本投稿は、当該研究会で 1 年間に発表された

123 件のうち上位約 2%（今回は 2 件）に授与される賞で

ある、映像情報メディア学会 優秀研究発表賞を受賞した。 
動的メッシュのインターフレーム符号化のための埋め

込みグラフ表現を検討した。フレームごとに独立して生成

されたメッシュデータを、時間方向の一貫性を考慮してメ

ッシュを再生成する方式を提案した[5]。 
一連の研究開発・標準化活動が学会から認知・評価され、

学術界へ知見提供を目的として、V-DMC の解説論文（招

待論文）を執筆した[11]。 
 

２．４ 課題ア、イに関する標準化会合 
標準化会合での提案に向けて、標準必須特許 SEP 

(Standard-Essential Patent) の獲得に努めた。本技術領

域においては、会合ごとに内容が洗練化されていく規格草
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案の開発に対して、その約 1～2 会合前に特許技術を考案

し、出願した[13][14][15]。 
代表的な提案を述べる。課題アに対応する G-PCC2 改

善提案として、LiDAR データの特性を考慮した方位角の

精度を制御するしきい値の新規に設定する方式を提案し

た[22]。課題イ－１に関して、ポストファイルによる性能

改善や処理負荷に関する有効性と、MPEG NNC 方式を V-
PCC に適用するための追加情報の必要性とが合意され、

規格草案に採用された[24]。課題イ－２に関して、動的メ

ッシュのインターフレーム符号化のために、時間方向の一

貫性を考慮したメッシュデータの再生成方式と、その実装

を提案し、参照ソフトウェアに採用された[23]。 
本研究開発では、四半期ごとに開催される標準化会合

MPEG-3DGH へ参加してきた。本会合は年 3 回のリモー

ト参加も可能な対面開催と、年 1 回のオンライン開催から

構成される。以下に、参考文献に対応する会合を述べる。 
第 11 回会合 アンタルヤ（2023 年 4 月 24 日～28 日）

[25] 寄書を計 30 件入力した（課題ア 5 件、イ－１ 9 件、

イ－２ 16 件）。課題アに関連して、G-PCC2 において仕

様書エディタ、コア実験（新規テストデータ検討）のコー

ディネータ、探索実験（幾何情報メッシュ符号化）のコー

ディネータの役職をそれぞれ確保した。課題イに関連して、

V-DMC において 2 種類の探索実験コーディネータの役職

を確保した。 
さらに、米国連携先の Qualcomm 社（以下、Q 社）お

よび InterDigital 社（以下、I 社）の研究者と対面で議論

を実施した。受託者が G-PCC2 および V-DMC それぞれ

の参照ソフトウェア実装案を作成し、Q 社および I 社がそ

れぞれの実装案のチェック、および参照ソフトウェアへの

統合作業を担当するなどの、役割分担について認識合わせ

を実施した。また、Q 社および受託社が共通の関心をもつ

LiDAR センサで取得した動的点群の新規データセットに

おいては、標準化会合内の検討グループを立ち上げ、連携

して提案活動を実施した。さらに、新規テストデータ検討

において、類似提案を取りまとめて採否の方向性を決める

コア実験コーディネータを担務した。 
第 12 回会合 ジュネーブ（2023 年 7 月 17 日～21 日）

[26] 寄書を計 26 件入力した（課題ア 3 件、イ－１ 9 件、

イ－２ 14 件）。課題アに関連する G-PCC2 において仕様

書エディタ、探索実験コーディネータの役職をそれぞれ継

続することとなった。課題イに関連する V-DMC において

前回会合と同一の探索実験コーディネータの役職を継続

することとなった。なお、MPEG 会合は、会合ごとに役

職の見直しがなされるため、役職の継続は貢献が認められ

たことを意味する。米国連携先の Q 社と対面で議論し、

Q 社提案の新規テストデータについて検証実験を完了さ

せ、実験に必要なパラメータ設定が参照ソフトウェアに反

映されたことを確認した。これをもって、前回会合で担務

した新規テストデータ検討のコア実験を完了した。さらに、

2023 年 10 月に I 社を訪問して点群符号化とメッシュ符

号化に関するデモを行い、対面で意見交換することとした。 
第 13 回会合 ハノーファー（2023 年 10 月 16 日～20

日）[27] 寄書を計 39 件入力した（課題ア 6 件、イ－１ 
13 件、イ－２ 20 件）。以降は詳細の記載を省略するが、

G-PCC2 における同一役職を、受託期間を通して継続した。

同様に、課題イに関連する V-DMC において、様々な探索

実験のコーディネータ役職を、受託機関を通じて完了・新

規・継続した。同様に、米国連携先との対面議論を継続し、

深い人脈形成・維持を実施した。 
 

２．５ 課題ウ） 3 次元空間データの圧縮伝送の

実証に関する研究開発 
課題ウでは、各規格に準拠したリアルタイムコーデック

システムの試作を経て、図 2 に示す伝送実験や社会実装

により、有効性を検証し、産業界への実用化展開を図る。 

 
図 2 課題ウの開発イメージ 

G-PCC に準拠したリアルタイムエンコーダを開発し、

リアルタイム伝送を 2023 年 1月に実証した。具体的には、

KDDI 総合研究所（埼玉県ふじみ野市）の屋外にてレーザ

レンジセンサ (LiDAR) を用いてリアルタイムに取得し

た 30 万点/秒の点群と、事前にドローンを利用して生成し

たダムの点群のそれぞれを、可搬型 PC を用いて 30 万点

/秒でリアルタイムにエンコードした。さらに、エンコード

したデータを 5G 網経由で KDDI research atelier（東京

都港区）へリアルタイム伝送し、PC によるデコード・表

示を実証した。 

 
図 3 G-PCC による 3D 点群の伝送実験の概要図 

さらに、V-PCC に準拠したリアルタイムエンコーダを

開発し、リアルタイム伝送を実証した。具体的には、多数

のカメラで撮影した映像から生成した 1 名の人物点群

（2000 万点/秒）を対象に、KDDI 総合研究所（埼玉県ふ

じみ野市）にて、PC でリアルタイムエンコードし、5G 網

を経由して、KDDI research atelier（東京都港区）へリア

ルタイム伝送し、スマートフォンによるデコード・表示を

実証した。 
上記の V-PCC/G-PCC 規格に準拠した点群リアルタイ

ム伝送システムは、後述する報道発表を経て、国内学会で

高く評価されて受賞につながった[17]。さらに本成果を招

待論文として学会誌へ投稿し、学術界の知識提供に貢献し

た[12]。 
その後、V-DMC 規格としてのアーキテクチャが合意さ

れるのを待って、その時点で最新の V-DMC 規格に準拠し

たリアルタイムデコーダとエンコーダを開発し、リアルタ

イム伝送を実証した。 
デコーダの実証実験の詳細を述べる。動的メッシュコン

テンツを V-DMC 方式でオフラインエンコードして、V-
DMCエンコード済みコンテンツ（ファイル）を生成する。
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このファイルを送信側 PC から 5G 網を介して、デコー

ド・再生用スマホでリアルタイム再生を実現した。本実験

により、スマートフォン上で安定してリアルタイムに再生

できることを確認した。また、従来の技術（DRACO）と

比較しても 2 倍の圧縮性能となったことから、電波利用効

率が 2 倍に高まったと言える。 
ここで、デコーダ開発において実際の体験価値が比較可

能になったことを受けて、メッシュ符号化（V-DMC）と

点群符号化（V-PCC）の特徴を調査した。いずれの符号化

方式においても、被写体である人物全身を視聴する場合に

は同様の品質を実現できる。一方で、拡大表示において差

異が生じた。具体的には、点群符号化で圧縮したコンテン

ツは拡大すると被写体が透けて背景画像が見えてしまう

が、メッシュ符号化で圧縮したコンテンツは拡大しても透

けることなく滑らかな表現が可能である。点群であっても

十分に高度な点群描画機能を利用すれば、メッシュ同様に

透けて見えることを回避可能であるが、複雑な処理が必要

になり、スマホでの実現は難しいと考えられる。したがっ

て、実サービスにおいては描画が容易な動的メッシュ方式

が好まれることを確認した。 
さらに伝送に関する追加検証として、従来の技術と比較

実験を実施した。まず、事前検証として、ネットワーク帯

域の上限を見極めるため 70Mbps、75Mbps、80Mbps の

コンテンツを用意し、端末ローカルにコンテンツを置いて

再生したときと 5G 網を使ってコンテンツを伝送し再生

した時とでフレームドロップ数を比較した。その結果を表 
1 にまとめる。この結果より、ネットワーク帯域の限界は

75Mbps あたりと推定された。 

表 1 伝送方式によるフレームドロップ数の比較 
コンテンツ フレームドロップ数 

 
ローカル 5G 網 

70Mbps 3 5 

75Mbps 6 156 

80Mbps 20 276 

次に、本番検証としてネットワーク帯域の限界を鑑みて、

同時伝送本数を決定した。具体的には、V-DMC 方式コン

テンツは 1 本あたり 20Mbps であり 2 本同時伝送が可能

である。一方、DRACO 方式コンテンツは 1 本あたり

40Mbps であり、2 本同時伝送が厳しい見込みである。こ

れらの仮定を実証するため、実際に伝送実験を実施した。

その結果、V-DMC 方式コンテンツ 20Mbps の 2 本同時

伝送は、2 本ともに 5 分間（9,000 フレーム）経過時点で

フレームドロップ無しとなった。一方、DRACO 方式コン

テンツ 40Mbps の 2 本同時伝送では、約 1 分半（30fps に

おいて約 2600 フレーム）経過時点で、1 本は問題なくフ

レームドロップ無しで伝送できたが、もう一本はフレーム

ドロップが約 1,200 フレームとなり、正常な再生には至ら

なかった。以上のことより、従来技術では 2 本同時伝送が

困難であり、電波が有効に利用されていないと推定される。 
さらに、リアルタイムエンコーダの開発内容を述べる。

エンコーダは圧縮処理を並列化し、圧縮処理自体を簡素化

することで、映像品質を維持したまま、従来のエンコーダ

と比較して圧縮処理速度を 1,440 倍向上させた。従来のエ

ンコーダのリアルタイム化には、例えば圧縮対象が 10 万

ポリゴンの 3D メッシュ映像の場合、圧縮処理速度を

1,000 倍以上向上させる必要がある。1,000 倍を超える高

速化は、ポリゴン数の多い、より緻密な 3D メッシュ映像

もリアルタイムに圧縮できることを意味する。ここで、圧

縮処理の並列化として、V-DMC では、3D メッシュ映像

データを、幾何情報を構成する基本メッシュ情報、差分情

報、テクスチャ情報を構成する色情報（二次元画像）の 3
つの情報に分割し、それぞれ異なる技術で圧縮する。本エ

ンコーダでは、分割処理と圧縮処理について、それぞれの

特性に応じて CPU と GPU を使い分けることで、処理量

を平準化した。さらに、圧縮処理自体の簡素化の概要を述

べる。通常、圧縮処理自体を簡素化して処理速度を向上さ

せると圧縮効率が低下し、同一のデータ量における映像品

質が劣化する。今回は 20 種類の処理簡素化技術を導入す

ることで、映像品質を維持したまま、従来のエンコーダに

対して圧縮処理速度を 6 倍向上させた。処理簡素化技術の

ひとつとして、3D メッシュ映像のデータを構成する色情

報（二次元画像）において、圧縮処理前の二次元画像を生

成する際に、二次元画像内を構成するテクスチャと、非テ

クスチャ領域の境界に生じる色の変化を小さくすること

で、効率的に二次元画像を圧縮する仕組みを導入した。こ

れにより、CPU と GPU の性能を最大限に活用すること

ができ、従来のエンコーダーに対して圧縮処理速度を 240
倍向上させた[9]。 

 
２．６ 報道発表 
課題ウの進捗に応じて研究成果を対外的に発信するた

め、以下の報道発表を発出し、記者体験会を実施した。 
 「点群圧縮技術の最新の国際標準方式に対応したリア

ルタイムエンコーダーを開発」、2022 年 10 月 24 日 
 「点群圧縮技術の最新の国際標準方式に対応したリア

ルタイムエンコーダーによる伝送実験に成功」、2023
年 1 月 24 日[19] 

 「高品質 3D 映像をスマホ視聴、リアルタイム再生技

術を開発」、2023 年 10 月 23 日 
 「Starlink 活用によるトンネル建設現場からの 3D 点

群データのリアルタイム伝送に成功」、2024 年 9 月 2
日[20] 

 「世界初、国際標準規格「V-DMC」に対応した 3D メ

ッシュ映像のリアルタイム圧縮技術を開発」、2025 年

2 月 6 日[21] 
 「プロレスをレフェリー距離で楽しめる大迫力の自由

視点映像 「バーチャルプロレス スペシャルマッチ『清

宮海斗 vs 拳王』powered by Ponta パス」開発」、2025
年 2 月 6 日 

G-PCC のリアルタイム伝送に関わるデモンストレーシ

ョンを 2024 年 8 月 6 日に実施した。清水建設が建設中の

北海道新幹線、渡島トンネル上二股工区（以下 渡島トン

ネル）において、Starlink による au の通信エリア構築ソ

リューション「Satellite Mobile Link」を活用し、トンネ

ル建設現場からの 3D 点群データのリアルタイム伝送を

実証した。四足歩行ロボットやドローンに搭載した

LiDAR 3D スキャナーで撮影した 3D 点群データを、清水

建設のイノベーション創出拠点「温故創新の森 NOVARE
（東京都江東区）」へ伝送した。四足歩行ロボットやドロ

ーンなどに搭載可能な小型コンピューター上でも動作す

る、3D 点群データのリアルタイムエンコーダでデータを

圧縮することで、伝送に必要な帯域を約 1/20 にできるこ

とを実証した。これにより、従来は遠隔での撮影からデー

タ確認まで数時間かかっていたものが、10 秒以内まで大

幅に短縮された。 
V-PCC のリアルタイム伝送に関わるデモンストレーシ

ョンを 2023 年 1 月 24 日に実施した。開発した V-PCC リ
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アルタイムエンコーダ（以下、エンコーダ）を用いて、イ

ンターネットを介したライブ伝送のデモンストレーショ

ン（以下、V-PCC ライブ伝送デモ）を実施した。具体的に

は送信拠点（江東区）でエンコーダに入力する 3D 点群を

リアルタイムで複数カメラ映像から生成し、生成された

3D 点群をエンコーダでエンコード（符号化）して、エン

コードされた 3D 点群のビットストリームを受信拠点に

ネットワーク伝送した。受信拠点（新宿区）で送信拠点か

ら伝送された 3D 点群のビットストリームをリアルタイ

ムデコーダにてデコード（復号）・3D 点群を再構成して、

ホログラフィックステージに投影した。本 V-PCC ライブ

伝送デモにて、3D 点群の V-PCC による安定的な伝送、す

なわちエンコーダやデコーダの速度不足やネットワーク

伝送時のパケットロスなどに起因した映像のカクツキや

映像崩れが一切ない伝送を、受信拠点のホログラフィック

ステージに投影した 3D 点群の主観画質の検証を通じて

確認した。 
V-DMCのリアルタイム伝送に関わるデモンストレーシ

ョンを 2025 年 2 月 5 日実施した。V-DMC の当時の最新

仕様に対応した、リアルタイム圧縮技術を開発した。また、

本技術を搭載したリアルタイムソフトウエアエンコーダ

ーを用いて、ボリュメトリックスタジオで撮影した 3D メ

ッシュ映像を圧縮し、受信拠点に伝送・再生する実験を実

施した。処理負荷軽減のため、圧縮処理の並列化と、圧縮

処理自体の簡素化を取り入れた結果、映像品質を維持した

状態で、従来のソフトウエアエンコーダと比較して、圧縮

処理速度が 1,440 倍に向上した。2023 年 10 月に発表し

た V-DMC に対応したリアルタイム再生技術と組み合わ

せることで、スポーツや音楽ライブなどの 3D コンテンツ

を、人物などの動きを忠実に再現した高品質な状態で、リ

アルタイムに配信することが可能となった。 
 

２．７ 米国連携 
米国研究機関との連携のうち、すでに述べた標準化会合

以外での実績を述べる。 
共同研究先の南カリフォルニア大学 A. Ortega 教授と

の合同チームで、国際会議 ICIP2023 で開催されたコンペ

テ ィ シ ョ ン で あ る 「 Point Cloud Visual Quality 
Assessment Grand Challenge」に参加し、優勝した。具

体的には、優れた点群品質評価手法を競う Grand 
Challenge において、連携先の得意分野であるグラフ信号

処理理論を活用し、点群から構築したグラフ構造の類似度

をベースに品質評価を行う手法を提案した。参加チームの

最も多いフルリファレンス部門にて、図 4 に示すように

1 位を獲得した（約 20 チーム参加）。 
優勝に至った点群品質評価手法 について、国際会議

ICIP2023 にてオーラル発表を実施した[6]。発表に興味を

持った海外の聴講者と活発に議論ができ、その後の手法改

善の着想を得た。査読付き誌上発表論文に資する分析を実

施し、論文としてまとめて投稿した[3]。 
A. Ortega 教授とは上記に限らず、2023 年 7 月 6 日 

KDDI research atelier（虎ノ門）にて対面打ち合わせを開

催し、3 次元空間データ圧縮技術の性能改善や実証の進め

方などを議論した。南カリフォルニア大学の研究紹介とし

て、A. Ortega 教授の研究室の信号処理領域の最新研究成

果の共有を受け、受託メンバーと議論した。また、共同研

究の成果の一部としてグラフ信号処理を用いた点群品質

評価技術の集大成を国際会議 ICIP2024 に投稿し、ICIP 
Best Paper を受賞した[18]。これは、ICIP に採録された

全 569 件の論文のうち、最高評価となる 1 件に送られる

賞である。本受託の成果として、受託者ウェブサイトでも

トピックスとして成果を PR した。 

 
Grand Challenge 優勝の証明書 

 
発表の様子 

図 4 Grand Challenge での優勝と発表 

V-PCC/V-DMC 標準化の主要提案者である I 社につい

て、国際学術会議 IEEE ICCV（開催地：フランス）での

調査出張に合わせて、2023 年 10 月にメディア符号化部

門のレンヌ（フランス）事業所を訪問した。受託者と I 社
の V-PCC/V-DMC コーデック開発状況を情報交換し、さ

らなる連携方法を議論した。上記以外にも、海外展示会で

の調査に合わせて、I 社出展ブースにて研究者と対面議論

や、双方の実装進捗を共有した。一例として、より高臨場

にするため点群/物体への影の重畳、リフティングしてい

るコンテンツとハプティクス再現であるスマホの振動を

同期させるマルチモーダル表現、メタバース的な見せ方と

して背景の入れ替えなど、I 社独自の工夫を確認した。 
 

３．今後の研究成果の展開 
本研究開発が創出する国際標準規格は、米国はもとより、

欧州、アジアも含めた世界各国を代表する技術者が参加・

活動することで形成されたものである。このため、標準規

格化を起点として、グローバルでの実用化展開が期待され

る。その中で、課題ウは、標準規格に準拠した伝送実験や

社会実装を世界に先駆けて推進したものであり、5G 高度

利用の有効性を報道発表などで訴求した。これにより、我

が国が起点となり、グローバルでの事業展開を後押しする

ことができ、我が国が保有する知的財産の国際的な利活用

がより一層、拡大するものと期待される。 
ICIP Best Paper となった提案手法は 3D 点群の品質を

測定する上で優れた手法であることから、点群品質評価手

法におけるスタンダードとして活用されることが期待さ

れる。 
G-PCC のリアルタイム伝送実証で検証した技術を活用

することで、施工進捗や壁面のずれ・亀裂などの異常を、

遠隔からリアルタイムで確認できるため、建設現場の定期

巡回や施工管理にかかる時間を大幅に短縮することが可
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能になる。人手がかかる作業の DX を目指し、実用化に向

けた取り組みを進める。 
V-DMCのデコーダ実証で検証した技術を活用すること

で、自由視点で臨場感あふれる興行映像が楽しめる、

Apple Vision Pro 向け 3D 映像コンテンツが開発可能にな

る。さらなる実用化に向けて、プロレスを対象として、

STYLY 社が提供する Apple Vision Pro 対応プラットフォ

ームおよび、研究成果である 3D メッシュ映像の圧縮技術

を活用し、選手が戦う姿を 360 度好きな角度からレフェ

リーと同じ距離で楽しむことができる大迫力の映像体験

を提供した。今後もこのような方向性で、多様なコンテン

ツでの実証を継続する。 
 
４．むすび 

本稿では、「3 次元空間データの無線伝送に向けた高能

率圧縮技術の研究開発」の目標と達成状況を報告した。大

空間向け（課題ア）と高密度向け（課題イ）、さらに標準

方式に基づくシステム実証（課題ウ）に課題を分割し、研

究開発を推進した。さらに、標準化提案の様子や報道発表

の内容、米国研究機関との連携についてまとめた。今後も、

研究成果の製品化・実用化までの取り組みを進める。 
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概要 

本研究開発では、5G/ローカル 5G (L5G)を含む複数の無線通信技術が混在するネットワークにおいて、無線を活用した

製造システムの安定運用を実現するため、Public network と Non-Public network をうまく併用する技術の研究開発と、

その技術が利用する無線規格や制度が異なる他国での利用に対する評価を可能とする検証プラットフォームの開発を行

った。また、日本で標準化された異種無線協調制御技術 Smart Resource Flow (SRF)無線プラットフォームの欧州をは

じめとした海外展開を目指し、日独連携し国際標準化・普及促進活動を実施した。 

 

Abstract 

The objective of this R&D is to ensure stable operation of manufacturing systems with wireless communications, 

including 5G/Local 5G (L5G), and to deploy the systems resulting from this research globally. Specifically, we have 

developed a technology that enables the stable use of both Public and Non-Public networks, the global 

implementation of the technology, and a verification platform that enables evaluation of the technology in situations 

where different wireless standards and systems are used. And Japan and Germany collaborated to promote 

international standardization and dissemination of the heterogeneous wireless cooperative control technology, called 

Smart Resource Flow (SRF) wireless platform, proposed as a standard in Japan, aiming for overseas deployment in 

Europe and other countries. Japan and Germany collaborated to promote international standardization and 

coexistence management with central coordination of wireless applications proposed as a standard in Japan, aiming 

for overseas deployment in Europe and other countries. 

 

１．まえがき 

無線の利活用が進む製造現場では、キャリアが管理する

Public network と製造現場が管理する Non-Public 

network が併用され始めている (図 1-1)。これらの利用

に際しては、①管理者や性能の異なる複数の通信システ

ムからなるハイブリッドネットワーク上で製造システム

を安定運用することの困難さと、②無線を用いた製造シ

ステムを海外展開する際、周波数や通信機が異なるため、

そのまま展開したり、製造システムの動作を保証したりす

ることが困難であるという課題がある。 

本研究開発では、個別要素技術の開発、標準化活動の推

進、評価環境の構築 (リアル・バーチャル)の 3 つの柱で

研究開発を推進した。5G/ローカル 5G(L5G)を含む無線通

信ソリューションが併用される製造現場での無線を利用

した製造システムの安定運用と開発されたシステムのグ

ローバル展開のため、Public network と Non-Public 

network の安定に併用することを可能にする技術と、この

技術のグローバル適応、および利用する無線規格や制度が

異なる状況下での利用に対する評価を可能とする検証プ

ラットフォームの開発を行った。 

 
図 1-1 ターゲットとする Public/Non-Public hybrid 

network 

 

本研究開発の基本技術には、Flexible Factory Partner 

Alliance (FFPA)により標準化が推進されている Smart 

Resource Flow (SRF)無線プラットフォーム ver1.1 を用

AG
V

Racking and

picking area

Road in the plant

C5G/LTE
（ Public
network）

Automatic warehouse

L5G/W i-Fi
（ Non-Public
network）

例えばC5GとL5Gは、管理者が違
うのでキャリアアグリゲーション
（ CA） ができない。また、たとえ上
位層でアグリゲーションできたとしても
通信路の状態の情報交換ができな
ければせっかく複数経路あっても、
使いこなせない。

C5G/L5Gのみでは全域をカ
バーできないので相互補完。

やりたいこと
例えば、①キャリア5G（ C5G） と
③ローカル5G（ L5G） とを切り替
えると３ 秒切断時間がかかるが、
切り替え時に②W i-Fiをバックアッ
プに使うことで、切り替え時間を短
くできる。

⼲渉
⼲渉

①

②

③

課題
回線の太さ、利⽤率が違うので、
切り替え元と切り替え先で情報
交換をして、流量の調整もしく
は切り替え先のトラフィックの
制御をしなければバッファあふれ
の原因になる。
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いる。SRF 無線プラットフォームは、複数の無線システ

ムが混在する環境下で安定した無線通信を実現するため、

これまで管理者が同一のネットワークを想定して開発さ

れてきた。これを、キャリアが管理する Public network

と製造現場が管理するNon-Public networkにまたがって

制御を可能にすることで、両者が混在し、製造ラインとし

て統合的にマネジメントしなければならない工場の敷地

内で、安定通信のための無線システムの協調制御を行える

ようにする。また、日本経済の活性化のためには、日本で

開発されたワイヤレスソリューションが、他の経済地域に

も簡単に導入できることが望ましいため、日本で標準提案

されている異種無線協調制御技術である SRF 無線プラッ

トフォームの欧州をはじめとした海外展開を目指し、

FFPA の み な ら ず International Electrotechnical 

Commission (IEC)、The 3rd Generation Partnership 

Project (3GPP)での標準化活動を行うだけでなく、ドイツ

と協力し、無線システムの安定性を評価できるテスト環境

を構築した。 

 

２．研究内容及び成果 

２.１．異種無線協調制御技術の国際展開 

２.１.１．ＳＲＦ無線プラットフォームの 5G/L5G対

応のための拡張設計および標準化 

２.１.１.１．ＳＲＦ無線プラットフォームの

5G/L5G 対応検証の実現と標準化(NICT) 
国立研究開発法人情報通信研究機構 (以下「NICT」と

いう)は、2015 年から、製造現場の無線化を推進する

Flexible Factory Project (FFPJ)の活動を実施しており、

本活動を通して得られた知見を活かし、異種無線通信の協

調制御により無線通信を安定化させる SRF 無線プラット

フォームの研究開発を推進してきた。SRF 無線プラット

フォームでは、利用可能な無線通信の使用状況を計測・推

定する機能 (Wireless environment monitoring function)

と、異種無線通信間や複数通信端末間で協調連携してトラ

ヒックの配置や流量の最適制御を行う機能  (Wireless 

communication control function)と、ネットワーク管理者

に対して前記 2 機能への設定の受付および効果の可視化

を 行 う 機 能  (Application/data flow visualization 

function)を組み合わせることで、無線通信の安定化と周

波数利用効率 (全通信をあわせたスループット)の向上が

可能である。 

SRF 無線プラットフォームは、SRF 非対応機器が多く

混在する環境では、制御の効果が出にくく周波数利用効率

を向上しにくいという課題がある。そこで、本研究開発で

は、日本と欧州をはじめとした海外のメーカの無線機器が

混在する製造現場において、SRF 非対応の既存機器に対

して SRF 無線プラットフォームによる協調制御の一部を

適用可能にし、周波数利用効率向上を目指す。 

具体的には、2.4GHz 帯に複数の無線を用いた製造シス

テムが混在している環境を想定し、SRF の Wireless 

communication control function の一部を無線機器の制

御コマンドに変換するコンバータを開発した。 SRF 無線

プラットフォームと SRF 非対応の機器が連動する協調制

御メッセージコンバータのアーキテクチャを図 2.1-1 以

下に示す。海外ベンダとして、北米の CISCO、欧州の

SIEMENS、日本のサイレックステクノロジー社製のアク

セスポイントに対応した。 

 

 
図 2.1-1 協調制御メッセージコンバータのアーキテクチ

ャ 

 

次に、本研究開発により開発したシステムを用いて、SRF

対応機 2 機が同一チャネルで稼働しているところに、新た

に SRF 非対応機 1 機が稼働し始め、3 機が同一チャネル

に混在するケースで、コンバータを用いて新たに稼働した

ＳＲＦ非対応機を、別のチャネルに振り替える場合と

SRF 非対応機が制御できず振りかえを行わなかった場合

で比較を行った。最初に稼働しているＳＲＦ対応機はそれ

ぞれ常時 20Mbps で通信を行っており、実験システムは

通常のオフィス環境にあるため、実験に使用する 2 つのチ

ャネルには一般的な業務トラフィックが流れている。振替

を行わなかった場合、後から稼働したＳＲＦ無線プラット

フォーム非対応機のスループットが 27.6Mbps であるの

に対し、振り替えを行った場合 40.0Mbps となり、40.0 / 

27.6 = 1.45[倍]の効率向上となった。今回は実験システム

の都合上、使用チャネルを 2 つで評価を行ったが、3 チャ

ネルでロードバランスを行った場合、40.0 × 2 / 27.6 = 

2.90[倍]の効率向上が見込め、目標としていた 1.5 倍を達

成した。 

また、工業用ネットワークに関する国際標準化活動は、

IEC/SC65C/WG17 において、無線共存に関する標準化が

されているが、異種無線通信の協調制御技術の実装事例は

まだなく、具体的な実装事例 SRF 無線プラットフォーム

のみである。このため、IEC 62657-4 に SRF 無線プラッ

トフォームをその実装例として記載することを提案し、

2025 年 2 月に無事 International Standard (IS:国際規格)

として発行された。 

図 2.1-2 に、SRF 関連の記述を追加した、IEC 62657-

4 の構成を示す。3.5 章に SRF 関連の用語の定義の追加、

8 章と Annex.D に SRF 適用の具体的な技術を行った。 

 

図 2.1-2 SRF 関連の記述を追加した IEC 62657-4 の構成 
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また図 2.1-3 に示すように、IEC において規格化後、供

給者による自己適合宣言、調達者による受入検査、認証機

関による認証のいずれかによって適合性を示す必要があ

る。SRF については、すでに FFPA にて認証を行う仕組

みがある為、自ら適合性を証明する自己適合宣言を行うこ

とで、SRF 対応製品が IEC 準拠と宣言できるように働き

かける予定である。 

 

 
図 2.1-3 IEC の適合性評価の主体 

 

本研究開発では、IEC の標準化に適合しているかどうか

の適合性評価ツールとして、適合性試験環境 (コンフォー

マンステスタ)を開発し、動作検証を行った。この適合性

試験ツールを用いた検証環境は、NICT のモバイルテスト

ベットの L5G 環境を用いて構築し、図 2.1-4 にその様子

を示す。 

 

 
図 2.1-4 SRF の適合性評価の環境の様子 

 

本検証環境において、実際に NEC が開発した SRF 

device を用いて検証を行い、IEC のほうで記載された

FFPA 規定の試験項目がパスしたことを確認した。 

 

２.１.１.２．ＳＲＦ無線プラットフォームの

5G/L5G 対応技術の標準化(NEC) 
 Public network と Non-Public network の安定的な併

用に必要な技術開発、および、開発した技術の国内外への

普及を目指して関連する標準化団体への提案を実施した。

具体的には、異種無線協調を目指す FFPA の技術仕様と

移動体通信に関する国際的な標準化団体である 3GPP に

対して提案を行った。 

 FFPA は複数の無線システムが混在する環境下で安定

した通信を実現する異種無線協調制御技術の標準化、普及

促進を行う団体であり、FFPA で標準化されているのが、

SRF 無線プラットフォームである。SRF 無線プラットフ

ォームでは、無線通信品質を監視しローカルな無線通信制

御を行う SRF Device と SRF Gateway、無線通信品質の

監視のみを行う SRF sensor、監視した無線通信品質やア

プリの要求品質に応じて全体を制御する Field Manager

により無線システム全体の協調制御を実施する。 

 本研究開発では、SRF 無線プラットフォームを拡張す

ることで、Public network と Non-Public network の安定

的な併用を目指した。Public/Non-Public network 双方の

無線通信品質をリアルタイムに監視し、無線通信品質に応

じてネットワークの切り替えることで、通信不連続性を克

服するシームレス切り替え方式を開発した。 

また、各方式の屋内外などのカバーエリアの違いやQoS

の違いによる使い分けを既存の SRF 無線プラットフォー

ムの管理・制御メカニズムに追加した。複数の通信回線

Radio Access Technology (RAT)を切り替える方法として、

優先的に接続したい RAT (優先 RAT)の無線品質 (通信品

質)と優先 RAT でない RAT (非優先 RAT)の無線品質 (通

信品質)を考慮し、使用する RAT を切り替えることで実現

した (図 2.1-5)。 

 

 
図 2.1-5 異なる RAT 間の切替判定方法 

 

 開発した技術を実現する上で必要となる仕組みや技術

を利用するユースケースに対する標準化提案を実施した。

図 2.1-6 に標準化提案した内容を示す。 

 

 
図 2.1-6 FFPA・3GPP に対する技術提案した内容 

 

 FFPA では、開発した技術を実現する上で必要となる仕

組みを技術仕様書に対し提案した (図 2.1-6 FFPA 部分)。

具体的には、Public/Non-Public network 双方の無線通信

品質の把握を実現できるよう Public network であるキャ

リア 5G (C5G)や LTE、Non-Public network である L5G

の無線通信品質や経路種別の情報を SRF Device から

Field Manager に通知する仕組みを検討・提案し、Field 

Manager が無線品質状況などに応じて制御することを可

能にした。なお、FFPA では判断アルゴリズム自体は自由

に実装とする方針となっており、本稿で述べた制御以外の

制御を実現することも可能である。加えて、SRF Sensor

からも 5G 無線通信品質情報の取得を可能とし、定点的な

無線環境の把握ができるようにした。 

同時に、通信先ネットワークを切り替えた場合でもユー

ザ通信が途切れないシームレス通信を提案した。仮想化経

路技術を用いたパケットカプセル化により、無線インター

フェースに割り当てられる IP アドレスや方式に依存せず、
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切り替え後も継続的に通信可能な仕組みとした。 

さらに、屋内の中でも L5G のカバーエリアを容易に補

完可能な無線 LAN について、新規格の IEEE802.11ah や

Wi-Fi 6E に対応する拡張を行うなど、国内外で C5G/L5G

および無線LANの各方式を使用可能なように技術提案を

行った。これにより、技術仕様書 v2.1.0 の 2023/9/21 発

行やマイナー更新版に寄与した。 

3GPP に対しては、Release19 から Release20 に対して

SA1 での上流 Working Group から提案活動を実施した 

(図 2.1-6 3GPP 部分)。実運用で想定される C5G と L5G

のオペレータが異なることを前提とし、同一加入者が同一

端末のまま C5G と L5G 間のシームレス通信が可能とな

るようにユースケースや Work Item 等を提案した。屋内

屋外を移動するAGV等の遠隔無線通信制御の必要性を議

論して積極的に仲間作りも行い、共同署名した文書提案を

行った。Public/Non-Public network を併用した仕様の提

案には時間を要する状況であるが、ユースケース・Work 

Item 提案を通して、その端緒を開くことは出来た。 

開発・標準化した技術を用い、実際の製造現場で L5G

と LTE を切り替える実験を行い、切替前後の通信遮断時

間が 100msec 以内になることを検証した。なお、実証環

境の詳細については、3.1.2 節にて後述する。 

検証では、Public network として LTE を、Non-Public 

network として L5G を用い、L5G の受信信号強度 

Reference Signal Received Power (RSRP)の悪化時に、

SRF無線プラットフォームがLTEにシームレスに切り替

えられるかを確認した。また、L5G の RSRP が改善時に

LTE からシームレスに切り替えられるか検証した。 

図 2.1-7 は検証に用いたドイツ工場の図である。工場内

の塗り潰した経路を移動した。移動時間は往復で 10 分弱

となっている。壁の裏近辺で L5G の RSRP が急速に悪化

するカバーエリアとなっていた。 

 

 
図 2.1-7 ドイツの工場の検証環境 

 

検証においては SRF 無線プラットフォームを適用してい

ない場合と、適応した場合の比較を実施した。なお、

SRF 無線プラットフォームを適用していない場合は、

LTE と L5G の両経路の無線通信品質をリアルタイムに

監視しして通信状況が悪くなりそうな場合に前もって切

り替えを行うのではなく、いずれかの経路が切断された

場合に通信経路の切り替えを実施している。 

SRF 無線プラットフォームを適応していない場合の結

果を図 2.1-8 (a)、適応した場合の結果を図 2.1-8 (b)に示

す。通信経路切り替え時の通信遮断時間が、SRF 無線プ

ラットフォームを適用していない場合では数秒であった

のに対し、SRF 無線プラットフォームを適用した場合で

は 100msec 以内に抑えており、シームレスに切り替えら

れることを実証した。 

以上の様に、Public/Non-Public を 100ms 以内でシー

ムレスに切り替える方式の開発と、それを実現・普及促

進する標準化提案の実施が達成できた。 

 

 
(a) SRF 無線プラットフォーム未適用の実験結果 

 

 
(b) SRF 無線プラットフォーム適用の実験結果 

 

図 2.1-8 SRF 無線プラットフォームを用いた実験結果 

 

２.１.２．ＳＲＦ無線プラットフォームのグローバ

ル機器対応機能設計・開発(NEC) 
 SRF 無線プラットフォームに対して、海外ベンダ機器

でも動作を可能とするために、海外ベンダの実装に適合す

るように機能設計及び開発を行った。その際に、ベンダ毎

に取得可能な情報が異なることがプラットフォームとし

ては問題となる。 

そこで、まず、グローバルで動作可能な無線モジュール

を選定し、それらのモジュールで可能な限り共通的に利用

可能な無線品質情報を選定した。次に、これら共通的に利

用可能な無線品質情報を用いた Public/Non-Public 

network のシームレスな切り替え機能設計・アルゴリズム

設計を行い、広い範囲の機器に対して動作可能とした。 

ここで行った設計を基に北米 Intel社製CPUの小型PC

上に Telit 社製 5G モジュールと京セラ社製 5G ルータを

用いた SRF Device を構築し、国内外の実証環境で SRF

無線プラットフォームでの動作が可能であることを確認

した。 

 また、海外ベンダ装置 (欧州 NXP 社製)と無線モジュー

ル (北米 Qualcomm 社製)を組み合わせた SRF Device を

構築し、FFPA で規定された SRF 無線プラットフォーム

の Mandatory 機能 (Capability Information Exchange、

Adaptive Flow Control 等)について、FFPA のコンフォー

マンステスターを用いて接続を確認した。結果を図 2.1-9

に示す。さらには、日本 (JP)、北米 (US)、ドイツ (DE)

のそれぞれのカントリーコードで正しく動作することを

表 2.1-1 に示す通り確認した。その際に、メッセージ内に

おける 5G/LTE の扱いについて改善点を発見し、FFPA の

標準化へフィードバックを行い、コンフォーマンステスタ

ーの改善に繋げた。具体的には、5G/LTE の品質情報が技

術仕様のバージョンアップに伴い追加された経緯から、既

存の無線品質情報との使い分けに不明確な部分があった。  

そこで、既存の無線品質情報には 5G/LTE に関する概要

を記載し、詳細を専用の 5G/LTE の品質情報メッセージ
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とする明確化を実施するように FFPA の標準化へフィー

ドバックを行い、コンフォーマンステスターの改善に繋げ

た。 

以上の様に、海外 2 社ベンダの機器を用いた SRF 

Device の接続性確保を達成できた。 

 

 
図 2.1-9 SRFv2 対応コンフォーマンステスターの結果 

 

表 2.1-1 カントリーコード変更の評価内容と結果 

 
 

２.２．無線検証システムの構築 

２.２.１．ユースケースの洗い出しと通信ネットワ

ークのモデル化(NICT) 
 製造現場では、製造システムを海外展開する際に国によ

って周波数や通信機が異なるため、そのまま展開したり、

製造システムの動作を保証したりすることが困難である

という課題がある。そこで、本研究開発では、海外の環境

であっても日本と同様に評価することのできる共通評価

環境をバーチャル環境上での利用を目指した。実際には、

日本とドイツが共通で対象とする産業用アプリケーショ

ンのユースケースを定義し、グローバル共通評価環境に必

要なネットワークのモデル化を行う。 

 令和 4 年度においては、共通のユースケースとして製

造現場で動く移動体の通信定義し、リアルな工場における

測定データから、ダイナミックに無線が変動する空間の評

価環境を構築した。令和 5 年度において、複数の環境に対

応するため、令和 4 年度に構築したダイナミック無線空間

の評価モデルについて工場の要素をマルチレイヤ解析の

モデルによる一般化を実施した (図 2.2-1)。図 2.2-2 は一

般化したモデルを利用して構築した立体倉庫の評価環境

の例を示しており、図 2.2-3 はバーチャル空間上でシミュ

レーションした結果を示している。 

 

 
図 2.2-1 マルチレイヤによる無線通信の解析モデル 

 立体倉庫内で無線により制御されている移動体の荷物

搬送の動きや、内壁による減衰も加味した環境での無線品

質評価が可能であるため、無線通信の変動による生産性へ

の影響を評価することができる。 

 

 
図 2.2-2 複数の移動体が同時に稼働する立体倉庫エリア

の再現 

 

 
図 2.2-3 複数の移動体が同時に稼働する立体倉庫エリア

の再現 

 

 さらに令和 6 年度においては、①周辺の構造物を含む

搬送通路エリア、②複数の移動体が同時に稼働する立体

倉庫エリア、③長い距離を移動体が走行する搬送エリア、

④複数の大型の搬送機器が混在するエリアの 4 つの異な

る無線特性を示すエリアに対する評価環境を構築した。さ

らに、海外で異なる周波数、異なる無線規格での利用を想

定し、リアルな測定データ１つに対して、周波数特性や現

場に配置されている物体の材質などを変更できるように

環境を拡張した。具体的には、本環境を用いることにより、

Sub-GHz 帯、Wi-Fi が利用する 2.4GHz 帯、5GHz 帯お

よび 6GHz 帯、L5G が利用する 4.7GHz 帯、および 28GHz

帯などの複数の周波数評価を実施できる。 

 

２.２.２．グローバル展開のためのネットワーク検

証プラットフォーム(NEC) 
 開発した SRF 無線プラットフォームのグローバル展開

を目指して海外法規に対応した基地局および無線デバイ

スに対しての接続を検証できる実証環境の構築を行った。

海外の無線デバイスを広く利用しようとした場合、必要な

無線情報が取れない無線デバイスも存在するため、それら

の SRF 無線プラットフォームへの組み込みが課題となる。

二つの無線デバイスを組み合わせて一つのSRF Deviceと

して動作させる方式を開発した。 

実証環境は、日本国内の工場 (滋賀県、宮城県)とドイツ 

(Demag、IFAK)で各国の法規 (FCC、CE)に対応した無線

デバイスを用いて構築した。法規を意識し、L5G の基地
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局は現地のものを使用し、海外製の無線デバイスも利用し

実証環境を構築した。図 2.2-4 は SRF 無線プラットフォ

ームの実証環境概要図である。 

 

 
図 2.2-4 SRF 無線プラットフォーム実証環境概要 

 

 図 2.2-5 は日本国内の工場に構築した実証環境である。

構築した実証環境を用いた検証も実施した。製造現場で稼

働している移動体 (自動搬送車)に SRF Device を搭載し、

約 163m 離れた工場 A、B の間を往復移動した。L5G の

基地局が設置してある工場 A からスタートして工場 B に

向かった。工場 A から離れるにつれて L5G の通信品質が

悪化し、工場 B 内では L5G の通信は遮断され、C5G は通

信可能である。工場 A から工場 B に移動する際に SRF 無

線プラットフォームを用いたシームレスな切り替えがで

きることを確認した (図 2.2-6)。 

 

 

 
図 2.2-5 日本国内の工場の実証環境 

 

 
図 2.2-6 SRF 無線プラットフォーム適用の実験結果 

 

 図 2.2-7 はドイツの工場に構築した実証環境である。こ

の際利用した海外の無線デバイス (Public LTE 通信機)で

は、LTE の RSRP を取得できなかったため、日本から持

ち込んだ RSRP を取得可能な LTE デバイス (Public LTE

センサ)を組み合わせて SRF Device とすることで実証環

境を構築することができた。実証環境を用いた検証につい

ては 2.1.1.2 節に述べたとおりであるが、SRF 無線プラッ

トフォームを用いたシームレスな切り替えができること

を確認できた。 

 以上の様に、海外法規に対応した基地局および無線デバ

イスに対しての接続を検証できる実証環境の構築と検証

が実現できた。 

 

 
図 2.2-7 ドイツの工場の実証環境 

 

２.２.３．無線センサを用いたチャネルモデルの構

築 (東北大) 
 L5G システムは、キャリア網の 5G システムの長所を

有効利用し、特定の帯域を用いて、工場等の特定空間内で

通信に利用されて来ている。一方、それらの通信では、よ

り通信品質を上げるため、それぞれのローカルエリアで、

所謂チャネルモデルの測定、形成による無線パラメータの

最適化が有用である。これらのチャネルモデルデータは、

通信品質向上のために重要であるが、従来の測定法では、

送信機の送信信号として特殊な信号を用いなければなら

ず、運用中の L5G のようなシステムでは、システムをそ

のまま用いての計測は難しい。そこで我々は、送信機の近

傍に参照信号を受信するためのアンテナを配置する測定

系を用いて、L5G システムを変更する事無く、上記チャ

ネルモデルデータの測定に成功した。ここではそれらの結

果を報告する。 

 回線設計時に有効な、与えられた環境における距離と受

信電力の関係に関するデータ、チャネルモデルをType1と

称する事とする。また、Multi Input Multi Output 

(MIMO)通信による通信品質、通信容量の向上のための、

信号受信の遅延時間と受信電力の関係 Power Delay 

Profile (PDP)に関するデータ、モデルを Type2 と称する

事とする。図 2.2-8 は 2 つの Type のチャネルモデルを模

式的に示している。 

 
図 2.2-8 無線通信環境におけるチャネルモデル 
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図 2.2-9 無線センサのアーキテクチャ 

 

 ドイツの L5G 基地局の通信環境に図 2.2-9 に示す構成

の無線センサーを持ち込み、Type1 及び Type2 のチャネ

ルモデルデータの取得を行った。 

 まず Type1 については測定をドイツの Institute für 

Automation und Kommunikation e. V. (IFAK)と Demag 

Cranes & Components GmbH (DEMAG)で実施しており、

ここでは例として IFAK で取得した、Type1 の測定につい

て報告する。まず Type1 チャネルモデルの測定方法を図 

2.2-10 に示す。 

 
図 2.2-10 運用中のシステムにおける Type1 チャネルモ

デルデータの測定方法 

 

 我々は、システム運用中でもチャネルモデル測定が可能

なように、L5G の Radio Unit (RU)近傍に、参照信号取得

様用の受信アンテナを置き、それぞれの端末の位置に信号

取得用受信アンテナを配置して測定を行った。受信電力は

参照信号電力により正規化される事により、より正確な受

信電力を得る事ができる。 

 Type1 のチャネルモデルの測定結果を図 2.2-11 に示す。

図 2.2-11 (a)が LOS (Line Of Sight)、図 2.2-11 (b)が

NLOS (Non Line Of Sight)環境における距離別の受信電

力の測定結果である。特に LOS 環境の距離と受信電力の

関係は、Friis の関係 (1/距離の２乗)とほぼ一致し、本測

定結果の妥当性は高いと考える。 

 

 
(a) LOS condition 

 

 
(b) NLOS condition 

 

図 2.2-11 ドイツ IFAK における Sub6帯 L5G システムの

Type1 チャネルモデルデータの測定例 

 

 本研究の成果については、ドイツの研究者との共著論文

として公開されており、さらに、ドイツ側で開発している

シミュレータに本モデルを組み込む事に合意している。 

さらに、Type2 の測定データについてもドイツの Sub6

帯の環境で測定するとともに、東芝インフラシステムズ 

(株)が所有する 28GHz帯のL5G通信環境にて測定を実施

した。それぞれ図 2.2-12 が Sub6 帯の測定結果、図 2.2-

13 が 28GHz 帯の測定結果を示している。いずれの測定

においても、直達波の他にマルチパス波が測定できている

ことがわかる。 

 
図 2.2-12 IFFT 法によるドイツ IFAK における Sub6 帯
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L5GシステムのType2チャネルモデルデータ (PDP)の測

定例 

 

 
図 2.2-13 東芝インフラシステムズ (株)における IFFT

法による国内 28GHz L5G 通信環境における Type2 チャ

ネルモデルデータの測定例 

 

 さらに、Type2 の測定データをもとに、より時間解像度

の高い特性を得るため、図 2.2-14 のように Multiple 

Signal Classification (MUSIC)法を適用する事を提案し

た。 

 
図 2.2-14 MUSIC 法によるドイツ IFAK における Sub6

帯 L5G システムの Type2 チャネルモデルデータ (PDP)

の測定例 

 

この提案手法により、時間解像度の高い結果が得られてい

る。 

 

３．日独連携 
 2023 年度には各国における移動制限が行われてから 4

年ぶりとなる日独政府 (総務省および連邦経済エネルギ

ー省)を交えた進捗会議を実施し、製造現場における 5G 利

活用の研究内容について相互理解を深めた (図 3-1)。 

 

 
図 3-1 日独政府を交えた研究進捗会議における工場の無

線課題の体験の様子 

 

 また、2023 年 11 月、2024 年 4 月、2024 年 10 月、

2025 年 3 月と以後 4 回の対面会議を実施した。対面会議

の実施にあわせてドイツおよび日本の双方の L5G 基地局

を用いた通信性能実験を日独共同で実施した。図 3-2 は

ドイツの工場に設置してある L5G 基地局と日本から持ち

込んだ L5G 端末を用いた通信実験の様子を示している。

実験においては 2.1.2 節に示したように SRF 無線プラッ

トフォームを用いた L5G とキャリア網の通信切り替えの

安定化実験を行い SRF 無線プラットフォームがドイツの

工場環境においても有効であることを確認した。さらに、

2.2.3 節に示すように日本からセンシング機器を持ち込み、

ドイツの L5G 基地局のチャネルモデル作成のためのデー

タ取得実験を行った。実験の結果、ドイツの工場環境にお

いても日本と同様にチャネルモデルの作成ができるため、

日独共通のバーチャル環境上でリアルな無線環境の評価

が可能であることを確認した。 

 

 
図 3-2 ドイツの工場における日本の L5G 機器を持ち込ん

だ実験の様子 

 

 
図 3-3 ドイツの工場で利用されている L5G 機器を持ち込

んだ実験の様子 
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 図 3-3 はドイツから持ち込んだ L5G 端末を用いた実験

の様子である。ドイツの L5G 端末の電波は免許制度上の

理由から電波暗室内で実験を行った。実験に際しては、

L5G サーバから電波暗室まで、光ケーブルにて通信環境

を構築し、スイッチと RU のみを電波暗室内に移動させて

試験を実施した。一部の共同実験の成果については、ドイ

ツの研究者との共同で論文を執筆し、共著の論文として公

開されており、日独の連携により双方の研究を進めること

ができた。 

 

４．国際標準化 
 本研究開発では基本技術として FFPA において標準化

された SRF 無線プラットフォームを使用している。これ

まで無線 LAN がメインであった SRF 無線プラットフォ

ームを 5G/L5G も含めたネットワークに対応可能である

ように拡張した。さらに、SRF 無線の商用利用に向け、

IEC、3GPP での標準化活動も行った。2025 年 2 月には、

IEC SC65C/WG17 会議での提案の結果、SRF 無線プラッ

トフォームの記述を含む国際文書 (IEC 62657-4)が発行

された。 

 

５．今後の研究成果の展開 
 SRF 無線プラットフォームに関しては、FFPA にはた

らきかけ、自己適合宣言の実施と継続的な実証実験を重ね、

社会実装の加速を狙う。無線センサーについては、実用化

にむけて引き続き検討を進める。本研究開発における大き

な成果の一つとして、日独の研究グループが非常に密に連

携することができ、素晴らしいパートナーシップを築くこ

とができた。今後は IEC における 5G/L5G の産業利用の

ための標準化においても連携を継続し、日独双方の産業活

性化につなげたいと考えている。 

 

６．むすび 

 本研究開発では、5G/L5G を含む複数の無線通信技術が

混在するネットワークにおいて、無線を活用した製造シス

テムの安定運用を実現するため、Public network と Non-

Public network をうまく併用する技術の研究開発と、そ

の技術が利用する無線規格や制度が異なる他国での利用

に対する評価を可能とする検証プラットフォームの開発

を行った。SRF 無線プラットフォーム ver1.0 を拡張し、

複数のネットワークをリンクの状態を見ながら最適なタ

イミングで切るかえることで、SRF 無線プラットフォー

ムを適用しない切り替え時に約 2.5 秒程度通信が途絶し

ていたところ、本研究開発で開発した SRF 無線プラット

フォーム Ver.2.0 を適用した場合に目標である 100msec

以下の通信途絶時間に抑えることができ、安定的な無線通

信を実現することが可能であることが示された。また、本

研究開発にて開発した無線センサーを使って測定した値

から生成したチャネルモデルを組み込んでシミュレーシ

ョンを行ったところ、3GPP で利用されているチャネルモ

デルより実測に近い結果が得られることが分かった。また、

特定の周波数で測定したデータを用いて伝搬モデルを生

成し、様々な周波数の特性を加味して拡張することで、複

数の伝搬モデルを生成できることが実証実験との比較で

示された。さらに、SRF 無線の商用利用に向け、IEC、

3GPP での標準化活動も行った。2025 年 2 月には、IEC 

SC65C/WG17 会議での提案の結果、SRF 無線プラットフ

ォームの記述を含む国際文書 (IEC 62657-4)が発行され

た。 
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